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   武蔵野市住民投票条例（令和３年 11 月上程、 12 月否決）  

 

 （目的）  

第１条  この条例は、武蔵野市自治基本条例（令和２年３月武蔵野市条例第２

号。以下「自治基本条例」という。）第 19条の規定に基づき、同条第１項の

申請を行おうとする場合のほか、同条第２項に規定する市政に関する重要事

項について、住民が直接その意思を表明する住民投票の制度を設けることに

より、市民自治の推進に資することを目的とする。  

 （定義）  

第２条  この条例において「住民」とは、第５条第１項に規定する投票資格者

をいう。  

２  前項に定めるもののほか、この条例で使用する用語は、自治基本条例にお

いて使用する用語の例による。  

 （自治基本条例第 19条第１項に規定する境界変更）  

第３条  自治基本条例第 19条第１項に規定する別に条例で定める境界変更は、

一つの丁目以上の規模のものとする。  

 （自治基本条例第 19条第２項に規定する市政に関する重要事項）  

第４条  自治基本条例第 19条第２項に規定する市政に関する重要事項（以下

「市政に関する重要事項」という。）は、武蔵野市及び市民全体に影響を及

ぼす事項で、住民に直接その意思を確認する必要があると認められるものと

する。  

２  前項の規定にかかわらず、次に掲げる事項は、市政に関する重要事項とし

ない。  

 (1) 武蔵野市の権限に属さない事項。ただし、住民全体の意思として明確に

表明しようとする場合は、この限りでない。  

 (2) 法令の規定に基づく住民投票その他直接請求を行うことができる事項

（地方自治法（昭和 22年法律第 67号）第 74条第３項の規定により議会に付

議した条例の制定又は改廃の請求であって、議会がこれを否決した場合に

おける当該請求に関する事項を除く。）  

 (3) 武蔵野市の組織、人事及び財務に関する事項  

 (4) 金銭の徴収又は給付に関する事項  

 (5) 特定の個人又は団体、特定の地域の住民等の権利等を不当に侵害するお

それのある事項  

 (6) 前各号に掲げるもののほか、住民投票に付することが適当でないことが

明らかな事項  

 （住民投票の投票資格者）  



3 

第５条  住民投票の投票権を有する者（以下「投票資格者」という。）は、年

齢満 18年以上の日本国籍を有する者又は定住外国人であって、かつ、武蔵野

市に住民票が作成された日（他の市町村（特別区を含む。）から武蔵野市の

区域内に住所を移した者で、住民基本台帳法（昭和 42年法律第 81号）第 22条

の規定による届出をしたものについては、当該届出をした日）から引き続き

３月以上武蔵野市の住民基本台帳に記録されているものとする。  

２  前項に規定する「定住外国人」とは、次の各号のいずれかに該当する者を

いう。  

 (1) 出入国管理及び難民認定法（昭和 26年政令第 319号）第 19条の３に規定

する中長期在留者  

 (2) 日本国との平和条約に基づき日本の国籍を離脱した者等の出入国管理

に関する特例法（平成３年法律第 71号）に定める特別永住者  

 （住民投票の請求）  

第６条  投票資格者は、市政に関する重要事項について、その総数の４分の１

以上の者の連署をもって、その代表者から市長に対し、文書により住民投票

の実施を請求することができる。  

 （住民投票の形式）  

第７条  前条の規定による請求にあたっては、住民投票に付そうとする事項に

ついて、二者択一で、原則として賛成又は反対を問う形式により行わなけれ

ばならない。  

 （代表者証明書の交付等）  

第８条  第６条の規定による請求をしようとする代表者（以下「代表者」とい

う。）は、市長に対し、住民投票に付そうとする事項及びその趣旨を記載し

た実施請求書（以下「実施請求書」という。）により当該事項が市政に関す

る重要事項であること及び前条の形式に該当することの確認を請求し、かつ、

文書により代表者であることの証明書（以下「代表者証明書」という。）の

交付を申請しなければならない。  

２  市長は、前項の規定による請求及び申請があった場合において、住民投票

に付そうとする事項が市政に関する重要事項であること及び前条の形式に

該当すること並びに当該代表者が投票資格者であることを確認したときは、

当該代表者に代表者証明書を交付し、かつ、その旨を告示しなければならな

い。  

３  市長は、前項の規定により代表者証明書を交付したときは、直ちに、第１

項の規定による申請があった日現在において投票資格者である者の総数の

４分の１の数（以下「必要署名数」という。）を告示し、かつ、当該代表者

に通知しなければならない。  
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４  投票資格者のうち、地方自治法第 180条の２の規定により市長の権限に属

する住民投票の事務の一部を委任された武蔵野市選挙管理委員会（以下「選

挙管理委員会」という。）の委員又は職員であるものは、代表者となり、又

は代表者であることができない。  

 （署名等を求める手続）  

第９条  前条第２項の規定による代表者証明書の交付を受けた代表者（以下

「請求代表者」という。）は、住民投票の実施を請求する者の署名簿（以下

「署名簿」という。）に実施請求書又はその写し及び代表者証明書又はその

写しを添付して、投票資格者に対し、署名等（署名簿に自己の氏名を署名し、

署名年月日、住所及び生年月日を記載することをいう。以下同じ。）を求め

なければならない。  

２  請求代表者は、武蔵野市の区域内で衆議院議員、参議院議員、東京都の議

会の議員若しくは知事又は武蔵野市の議会の議員若しくは市長の選挙（以下

「選挙」という。）が行われることとなるときは、地方自治法施行令（昭和

22年政令第 16号）第 92条第４項に規定する期間、署名等を求めることができ

ない。  

３  署名等は、前条第２項の規定による告示の日から２月以内でなければこれ

を求めることができない。ただし、前項の規定により署名等を求めることが

できない期間又は大規模災害その他やむを得ない事情により署名等を求め

ることができないと市長が認める期間がある場合は、当該期間を除き、前条

第２項の規定による告示の日から 62日以内とする。  

４  請求代表者は、投票資格者に委任して署名等を求めることができる。この

場合において、委任を受けた者は、実施請求書又はその写し及び代表者証明

書又はその写し並びに請求代表者の委任状を署名簿に付さなければならな

い。  

５  投票資格者は、心身の故障その他の事由により署名等をすることができな

い場合に限り、別の投票資格者（請求代表者及び前項の規定により請求代表

者の委任を受けて投票資格者に対し署名等を求める者を除く。）に委任して

自己の氏名等を署名簿に記載させることができる。この場合において、委任

を受けた者（次項において「代筆者」という。）による当該投票資格者の氏

名等の記載は、当該投票資格者による署名等とみなす。  

６  代筆者が投票資格者の氏名等を署名簿に記載する場合は、代筆者は、当該

署名簿に代筆者としての署名をしなければならない。  

 （署名等を求めるにあたっての禁止事項）  

第 10条  前条の規定により署名等を求める行為は、買収、強迫その他不正の手

段により署名等をする者の自由な意思が拘束され、又は規則で定める市民の
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平穏な生活環境を侵害するものであってはならない。  

 （署名簿の提出等）  

第 11条  請求代表者は、署名等をした者の数が必要署名数以上となったときは、

第９条第３項に規定する期間の満了の日から５日以内に当該署名簿（署名簿

が複数あるときは、これらを一括したもの。以下同じ。）を市長に提出し、

署名等をした者が次条第１項の審査名簿に登録されていることの証明（以下

「証明」という。）を求めなければならない。  

２  市長は、前項の規定により証明を求められた場合において、提出を受けた

署名簿に署名等をした者の数が必要署名数に満たないことが明らかである

とき又は当該提出が同項に規定する期間を経過してなされたものであると

きは、これを却下するものとする。  

 （審査名簿の調製）  

第 12条  市長は、前条第１項の規定により証明を求められたときは、同条第２

項の規定により却下するときを除き、審査名簿（第８条第１項の規定による

申請の日現在における投票資格者を登録した名簿をいう。以下同じ。）を調

製しなければならない。  

２  市長は、前項の規定による調製をしたときは、その日から７日間、投票資

格者からの申出に応じ、審査名簿の抄本（当該審査名簿に登録された投票資

格者の氏名、住所及び生年月日のうち当該申出を行った投票資格者に係る部

分に限る。）を閲覧させなければならない。  

３  第１項の規定による登録に関し異議のある者は、前項に規定する閲覧の期

間内に、市長に対し、文書により異議を申し出ることができる。  

４  市長は、前項の規定による申出を受けたときは、当該申出を受けた日から

14日以内に、当該申出が正当であるか否かを決定しなければならない。この

場合において、当該申出を正当であると決定したときは当該申出に係る者を

直ちに審査名簿に登録し、又は審査名簿から抹消し、その旨を申出人及び関

係人に通知し、当該申出を正当でないと決定したときはその旨を直ちに申出

人に通知しなければならない。  

５  市長は、第１項の規定による調製をした日後、当該調製の際に審査名簿に

登録されるべき投票資格者が登録されていないことを知ったときは、その者

を直ちに登録しなければならない。  

 （署名等の審査等）  

第 13条  市長は、第 11条第１項の規定により証明を求められたときは、その日

から 30日以内に、当該署名等の効力について審査し、証明をするかどうかを

決定しなければならない。ただし、やむを得ない事情がある場合に限り、審

査期間を延長することができる。  
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２  市長は、前項の規定により証明をしたときは、その日から７日間、署名簿

を関係人の縦覧に供さなければならない。  

３  第１項の規定により証明を受けた署名等に関し異議のある者は、前項に規

定する縦覧の期間内に、市長に対し、文書により異議を申し出ることができ

る。  

４  市長は、前項の規定による申出を受けたときは、当該申出を受けた日から

14日以内に、当該申出が正当であるか否かを決定しなければならない。この

場合において、当該申出を正当であると決定したときは直ちに第１項の規定

による証明を修正してその旨を申出人及び関係人に通知し、当該申出を正当

でないと決定したときは直ちにその旨を申出人に通知しなければならない。 

５  市長は、第２項に規定する縦覧の期間内に第３項の規定による申出がない

とき又は当該申出の全てについての決定をしたときは、その旨及び有効な署

名等をした者の総数を告示するとともに、署名簿を請求代表者に返付しなけ

ればならない。  

 （署名等の取消し）  

第 14条  署名等をした者は、請求代表者が第 11条第１項の規定により署名簿を

市長に提出するまでの間は、請求代表者を通じて、当該署名等を取り消すこ

とができる。  

 （署名等の効力等）  

第 15条  次に掲げる署名等は、無効とする。  

 (1) この条例又はこの条例に基づく規則に定める手続によらない署名等  

 (2) 何人であるかを確認し難い署名等  

２  前項に定めるもののほか、第 13条第３項の規定により詐欺又は強迫に基づ

く旨の異議の申出があった署名等で、市長が当該申出を正当であると決定し

たものは、無効とする。  

３  市長は、署名等の効力を決定する場合において、必要があると認めるとき

は、関係人の出頭及び証言を求めることができる。  

 （実施の決定）  

第 16条  市長は、第６条の規定による請求があった場合において、有効な署名

等をした者の総数が必要署名数以上であり、かつ、住民投票に付そうとする

事項が第８条第２項の規定による確認を受けたものであることを確認した

ときは、請求日から５日以内に、住民投票の実施を決定し、その旨を請求代

表者及び選挙管理委員会に通知しなければならない。  

２  市長は、自治基本条例第 19条第１項の住民投票の実施を決定したときは、

その旨を選挙管理委員会に通知しなければならない。  

３  市長は、前２項の規定により住民投票の実施を決定したときは、直ちにそ
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の旨を告示しなければならない。  

 （住民投票の期日）  

第 17条  市長は、前条第３項の規定による告示の日から 30日を経過した日から

90日を経過した日までの期間の範囲内において、住民投票の期日（以下「投

票日」という。）を定め、住民投票を実施するものとする。  

２  前項の規定により定めた投票日に選挙が行われるときその他市長が特に

必要と認めるときは、当該投票日を変更することができる。  

３  市長は、第１項の規定により投票日を定めたときは、当該投票日（前項の

規定により当該投票日を変更したときは、変更後の投票日。以下同じ。）の

少なくとも７日前までにこれを告示しなければならない。  

 （投票資格者名簿の調製等）  

第 18条  市長は、第 16条第１項又は第２項の規定により住民投票の実施を決定

したときは、投票資格者名簿（前条第３項の規定による告示の日の前日現在

（投票資格者の年齢については、投票日現在）の投票資格者を登録した名簿

をいう。以下同じ。）を調製しなければならない。  

２  第 12条第２項から第５項までの規定は、投票資格者名簿の閲覧等について

準用する。この場合において、同条第２項中「その日から７日間」とあるの

は、「第 17条第３項の規定による告示の日に」と、同条第４項中「 14日以内」

とあるのは「７日以内」と読み替えるものとする。  

 （投票所）  

第 19条  住民投票の投票所は、市長の指定した場所に設ける。  

２  市長は、投票日の少なくとも７日前までに、投票所の場所を告示しなけれ

ばならない。  

 （投票管理者及び投票立会人）  

第 20条  市長は、投票所に投票管理者及び投票立会人を置く。  

 （投票資格）  

第 21条  第 18条第１項の規定により投票資格者名簿に登録された者（以下「投

票人」という。）は、住民投票の投票（以下「投票」という。）をすることが

できる。  

２  前項の規定にかかわらず、投票日（期日前投票又は不在者投票にあっては、

当該投票を行う日）に、投票資格者でない投票人は、投票をすることができ

ない。  

 （投票の方法）  

第 22条  投票は、１人１票とし、秘密投票とする。  

２  投票人は、投票日に、自ら投票所に行き、投票資格者名簿又はその抄本の

対照を経て、投票をしなければならない。  
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３  投票人は、投票用紙の選択肢から一つを選択し、所定の欄に○の記号を自

書し、これを投票箱に入れなければならない。  

４  前項の規定にかかわらず、心身の故障その他の事由により、投票用紙に○

の記号を自書することができない投票人は、点字（公職選挙法施行令（昭和

25年政令第 89号）別表第１に定める点字をいう。）による投票をし、又は代

理投票をさせることができる。  

 （期日前投票等）  

第 23条  投票人は、前条第２項の規定にかかわらず、期日前投票又は不在者投

票を行うことができる。  

２  前条（第２項を除く。）の規定は、期日前投票又は不在者投票における投

票の方法について準用する。  

 （無効投票）  

第 24条  次の各号のいずれかに該当する投票は、無効とする。  

 (1) 所定の投票用紙を用いないもの  

 (2) ○の記号以外の事項を記載したもの（第 22条第４項に規定する投票を除

く。）  

 (3) ○の記号を自書しないもの（第 22条第４項に規定する投票を除く。）  

 (4) ○の記号を投票用紙の所定の欄のいずれにも記載したものその他投票

人の意思を確認し難いもの  

 (5) 白紙投票  

 （情報の提供）  

第 25条  市長等は、投票資格者の投票の判断に資するため、住民投票に付した

事項（以下「付議事項」という。）に係る市長等が有する情報を整理した資

料を一般の閲覧に供するほか、必要な情報の提供を行うものとする。  

２  市長等は、前項の情報の提供にあたっては、中立性の保持に留意しなけれ

ばならない。  

 （住民投票運動における禁止事項）  

第 26条  住民投票運動（付議事項に対し賛成又は反対の投票をし、又はしない

よう勧誘する行為をいう。以下同じ。）は、買収、強迫その他不正の手段に

より投票資格者の自由な意思が拘束され、又は規則で定める市民の平穏な生

活環境を侵害するものであってはならない。  

２  第 20条の投票管理者及び第 28条の開票管理者は、在職中、住民投票運動を

することができない。  

３  第 23条の不在者投票を管理する者は、当該不在者投票に関し、その者の業

務上の地位を利用して住民投票運動をすることができない。  

４  選挙管理委員会の委員及び職員は、在職中、住民投票運動をすることがで
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きない。  

５  武蔵野市の区域内で行われる選挙の期日の公示又は告示の日から当該公

示又は告示に係る選挙の期日までの期間は、住民投票運動をすることができ

ない。ただし、当該選挙の公職の候補者（候補者届出政党（公職選挙法（昭

和 25年法律第 100号）第 86条第１項又は第８項の規定による届出をした政党

その他の政治団体をいう。）、衆議院名簿届出政党等（同法第 86条の２第１項

の規定による届出をした政党その他の政治団体をいう。）又は参議院名簿届

出政党等（同法第 86条の３第１項の規定による届出をした政党その他の政治

団体をいう。）を含む。）がする選挙運動（同法第 13章の規定に違反するもの

を除く。）が、当該住民投票運動にわたることを妨げるものではない。  

 （開票所等）  

第 27条  住民投票の開票所は、市長の指定した場所に設ける。  

２  市長は、あらかじめ開票所の場所及び開票の日時を告示しなければならな

い。  

 （開票管理者及び開票立会人）  

第 28条  市長は、開票所に開票管理者及び開票立会人を置く。  

 （住民投票の成立要件）  

第 29条  住民投票は、付議事項について投票をした者の総数が当該住民投票の

投票資格者の総数の２分の１を満たしたときに成立するものとする。  

 （開票結果の告示及び通知）  

第 30条  市長は、住民投票の成立又は不成立にかかわらず、住民投票の開票を

行わなければならない。  

２  市長は、住民投票の結果が確定したときは、直ちにその結果を告示すると

ともに、当該住民投票に係る請求代表者及び議会の議長にこれを通知しなけ

ればならない。  

 （投票及び開票）  

第 31条  第 19条から前条までに定めるもののほか、投票及び開票に関し必要な

事項は、公職選挙法、公職選挙法施行令及び公職選挙法施行規則（昭和 25年

総理府令第 13号）並びに武蔵野市選挙執行規程（平成 12年３月武蔵野市選挙

管理委員会告示第７号）の例による。  

 （再請求の制限期間）  

第 32条  この条例に基づく住民投票が実施された場合は、第 30条第２項の規定

により投票の結果が告示された日から２年を経過するまでの間は、当該付議

事項と同一又は同旨の事項について、第８条第１項の規定による請求及び申

請をすることができないものとする。  

 （投票結果の尊重）  
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第 33条  市は、第 29条の規定により成立した住民投票の結果を尊重するものと

する。  

 （委任）  

第 34条  この条例の施行に関し必要な事項は、市長が別に定める。  

   付  則  

 この条例は、公布の日から起算して１年３月を超えない範囲内において規則

で定める日から施行する。  

 

 （提案理由）  

 武蔵野市自治基本条例（令和２年３月武蔵野市条例第２号）第 19条の規定に

基づき、廃置分合又は境界変更に係る申請を行おうとする場合のほか、市政に

関する重要事項について、住民が直接その意思を表明する住民投票の制度を設

けるため、制定するものである。  
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市議会における議論（令和３年第４回定例会、令和３年 12月 21日）  

 

総務委員会における審査の概要と結果（総務委員長報告）… P11 
質疑… P14 討論… P18  採決… P33 

 

 

◯議  長（土屋美恵子君）  これより

議事に入ります。  

  本日の議事は、日程第６号をもって

進めます。  

  日程第１  議案第 52号  武蔵野市自

治基本条例の一部を改正する条例、議案

第 53号  武蔵野市住民投票条例、以上２

議案を一括して議題といたします。  

  総務委員長の報告を求めます。  

（総務委員長  深沢達也君  登壇）  

4 ◯総務委員長（深沢達也君）   ただ

い ま 議 題 と な り ま し た 議 案 第 52号  武

蔵 野 市 自 治 基 本 条 例 の 一 部 を 改 正 す る

条例、議案第 53号  武蔵野市住民投票条

例、以上２議案の総務委員会における審

査 の 概 要 と 結 果 に つ い て 御 報 告 を い た

します。  

  ２議案は、その内容から一括して審

査をいたしました。なお、議案審査に当

たっては、当委員会に付託された陳受３

第 19号  住民投票条例の廃案、あるいは

継 続 審 議 を 求 め る 陳 情 に つ い て も 一 括

して審査を行いました。  

  主な質疑は次のとおりでした。  

  1)陳情者からアンケートのサンプル

数 に つ い て 疑 問 が あ る と の 指 摘 が あ っ

たが、どう考えるか。また、市として、

市 民 へ の 説 明 は ど の よ う に 行 っ て き た

か。  

答え、アンケートについては、総務省統

計 局 に お け る 統 計 学 の 一 般 的 な 考 え 方

によると、許容誤差５％のアンケートを

実施する場合、母集団に必要なサンプル

数として、母集団１万人に対して 370人、

10万人に対して 383人、100万人に対して

384人という考え方が示されている。今

回、2,000名の方に送って 500人の方から

回答があったことで、一定の参考になる

ものと考える。経緯については、自治基

本 条 例 に つ い て は ２ 年 か け て 議 論 を 行

った。その中で、懇談会では 22回のうち

４回は住民投票について主に議論した。

令 和 ２ 年 に 施 行 さ れ た 自 治 基 本 条 例 に

記載された基本的な考えを受け、庁内で

検討し、令和３年２月に骨子案を公表し

た。これに対し、市民意見交換会やパブ

リックコメントにより意見をいただき、

市 議 会 や 職 員 か ら 意 見 聴 取 を 行 っ て 検

討した。これらを参考に条例素案を作成、

８月に公表した。この素案に対しては、

パブリックコメント、市民意見交換会、

議会、職員から意見聴取を行い、条例案

として提案した。  

2)他 の 条 例 案 と 比 べ 手 間 が か か っ て い

るかなど、比較について伺う。  

答え、条例骨子案と条例素案のそれぞれ

に つ い て 意 見 交 換 会 と パ ブ リ ッ ク コ メ

ントを行ったことは、他の条例ではない

のではないかと考える。  

3)住民投票条例について、十分な市民へ

の 周 知 と 議 論 が 尽 く さ れ て い な い と い

う声があると承知している。骨子案と素

案 の ２ 回 の 段 階 で パ ブ リ ッ ク コ メ ン ト

を実施されているとの答弁があった。市

政 の 課 題 に つ い て 様 々 な パ ブ リ ッ ク コ

メントを実施していると思うが、それら

と比較して意見は多いか、少ないか、数

字で回答を伺う。  

答え、住民投票条例に関するパブリック

コメントについては、骨子案、素案それ

ぞれで行い、合計で 28名の方から 74件の

御意見をいただいた。他の重要な条例で

は、自治基本条例で骨子案、素案の合計

で 21名の方から 106件の御意見をいただ

き、議会基本条例では素案の段階でパブ

リックコメントを行い、３名の方から４

件の御意見をいただいた。市民意見交換

会は、住民投票条例は２回実施し、合計

で 13名、自治基本条例は骨子案の段階で

38名の方の御参加があった。議会基本条

例 で は 素 案 の 段 階 で 14名 の 方 が 参 加 さ

れた。重要な条例と比較しても、住民投

票 条 例 に つ い て 極 端 に 御 意 見 が 少 な い

ということではないと認識している。  

4)2,000名の 方に 無作 為抽出 のア ンケ ー

トを実施したのは、市民が住民投票に対

し ど ん な 考 え を 持 た れ て い る か を 把 握

す る 上 で 非 常 に よ い 取 組 で あ っ た と 思

う。外国籍市民の投票、署名の成立要件

などを含め、７割以上の支持があったこ

とは指標として参考になる。このアンケ

ー ト は ど の よ う な 方 法 で 内 容 が 作 成 さ
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れ、正当性が担保されているかについて

の考えを伺う。  

答え、一般的な市民の方に御意見をお聞

きする必要があると考え、また、制度に

つ い て 知 っ て い た だ く こ と が 必 要 と 考

え、無作為抽出アンケートを実施するこ

ととした。いきなり賛成か反対かを聞い

ても答えづらいと考え、骨子案で検討し

た考え方を丁寧に説明した上で、自由意

見 な ど も 含 め て 多 く の 方 か ら 御 意 見 を

いただき、ホームページにも公開してい

る。  

5)条例策定の中で、投票資格者の年齢を

18歳としていることについて、もっと引

き 下 げ て も い い の で は な い か と い っ た

議論があり、それに関しては公職選挙法

で 整 理 を つ け る と い う こ と に な っ た と

考えるが、外国人に関してはどのように

考え方を整理したのか、議論の経過を伺

う。  

答え、選挙制度の趣旨については、代表

者を選ぶというものであり、住民投票制

度の趣旨は意見の表明であるため、趣旨

が違うという議論の中で考えた。したが

って、投票の方法については公職選挙法

に 定 め る 手 続 に の っ と っ て 行 う と し て

も、投票資格者については市として判断

できるという議論が行われ、現在の内容

になっている。  

6)定 住 外 国 人 を 投 票 資 格 者 と し た 経 過

について伺う。  

答え、外国人に限って永住者に限る、あ

る い は 国 内 在 住 何 年 と い う 要 件 を 設 け

ることについては、明確な合理性がない

と い う の が 市 の 検 討 の 経 過 で 議 論 さ れ

た。在留資格が認められ、本市に住民登

録のある外国籍の方については、日本国

籍 を 有 す る 住 民 と 同 じ 要 件 と す る の が

妥当というのが検討経過である。  

7)市民に対する説明、市民参加が足りて

いない。コロナ禍の間、市長は市民にス

テ イ ホ ー ム を 言 い 続 け て き た 中 で 説 明

会を実施した。市政アンケート結果と比

べても、パブコメの少なさ、意見提出数

等を見ても、説明が足りているとは思え

ない。市長の政治姿勢を問う。  

答え、ずっと２年間ステイホームを言い

続けてきたということはない。市政アン

ケ ー ト と 個 別 具 体 的 な 条 例 に つ い て 意

見 を い た だ く こ と は 比 べ る も の で は な

い。重要な条例に関わる自治基本条例第

19条に基づく住民投票条例を、コロナ禍

だからといって、コロナ収束まで何もし

ないとは考えていない。  

8)外 国 籍 の 方 の 投 票 を 日 本 人 と 同 じ よ

う に 認 め る の は よ ほ ど 説 明 を 受 け な い

と理解できない。しかも、この間、大き

な選挙が３つもあった。市長選のときの

争点にもしていない。市民への説明はよ

ほど丁寧にやらないといけない。広報広

聴について市長はどう考えるか。  

答え、前提として、市民代表である議会

の皆様に行政報告という形で、今年２月、

８月と２回行った。意見もいただいた。

市民の皆様には、市報むさしの８月 15日

号で、できるだけ目立つように、投票資

格 者 に は 武 蔵 野 市 に ３ か 月 以 上 住 所 を

有する 18歳以上の方（外国籍の方も含む）

と記載した。市民自治、住民自治を発展

させていく上では、同じ情報を共有しな

がら様々な意見を頂戴するなど、お互い

が努力する必要があると認識する。市長

選挙では、公約の中で、常設型の住民投

票 制 度 を 確 立 す る た め に 住 民 投 票 条 例

を制定すると明記した。  

9)投 票 結 果 を 尊 重 す る と 逐 条 解 説 に あ

るが、会派代表質問の際に、投票結果に

拘束されるという説明があった。解釈を

簡単に変更する答弁はあり得ない。説明

を求める。  

答え、実質的な拘束力が生まれるものと

考えるためというのは、自治基本条例の

懇 談 会 の 中 で 出 て き た 意 見 を 採 用 し て

いるが、誤解を招く記述とも考えられる

こと、実際には成立要件を設けた上では

この解説は不要になるので、見直します

とお答えした。  

10)この条例案をどのくらいの方が理解

しているのか調査していただきたいが、

いかがか。  

答え、どれだけの市民が知っているかと

いうことについては、二元代表制の下で、

この間、市としてはできる限り説明を行

ってきた。動画作成などでＰＲを行って

きたが、今回のことで市民の皆様に地方

自治に目を向けていただいた。議会でし

っかり議論を行う機会と考える。懸念の

部分を示していただき、議論したい。  

11)住民投票条例を拙速に決めるべきで

はないという論があるが、急に出てきた

話なのか。2005年の市長選で自治基本条

例の制定が邑上前市長の公約に出た。５

年 前 の 2016年 、 武 蔵 野 市 自 治 基 本 条 例

（仮称）懇談会が設置され、議会からも

参加し、常設型の住民投票条例を制定す

るということも含め議論されてきた。住
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民 投 票 条 例 の 骨 子 案 は 今 年 ２ 月 の 総 務

委員会で報告され、外国籍の住民投票の

件も含め分かっていて、８月には条例素

案が行政報告されている。長い時間をか

けて丁寧な議論が進められたと思うが、

市の見解を伺う。  

答え、自治基本条例の検討過程から、非

常 に 長 い 時 間 を か け て 自 治 基 本 条 例 が

制定され、これを受け、住民投票条例が

検討されてきた。同じような経過をたど

った条例は今までなかった。  

12)住民投票の署名４分の１というハー

ド ル は も う 少 し 下 げ て も い い の で は と

委員会でも主張したが、署名を集める期

間が２か月間あることとの関係で、４分

の １ と い う の は 不 可 能 で は な い と い う

気もする。この兼ね合いについてどう考

えるか。  

答え、請求者による住民への情報提供な

ど、自治法に基づく直接請求制度では、

指 定 都 市 以 外 の 市 町 村 に つ い て は 周 知

期間は１か月とされているが、住民投票

の趣旨、署名要件を勘案し、１か月以内

では不十分と考え、２か月以内が適切と

判断した。  

13)他の会派の代表質問で、判例につい

て 地 元 代 議 士 を 通 じ て 衆 議 院 法 制 局 に

問合せをしたところ、投票権の法的性質

や 効 果 は 地 方 公 共 団 体 の 選 挙 権 と 匹 敵

するものとなり得ることを踏まえ、外国

人 に ど こ ま で の 範 囲 で 投 票 権 を 認 め る

か に つ い て 十 分 な 議 論 が 必 要 で あ る と

考えられるとの回答があった、との発言

があったが、こちらも国会議員の事務所

を通じて確認をしたところ、衆議院法制

局の見解は、正式に抗議したいくらいだ、

複数の見解を示したのに切り取られた、

衆 議 院 法 制 局 と し て 一 部 の 見 解 を 助 長

す る よ う な 発 信 は し な い と の こ と で あ

った。この調査について見解を伺う。  

答え、衆議院法制局に確認をしたところ、

報 道 さ れ た 内 容 は 衆 議 院 法 制 局 と し て

の公式な見解ではない、特定の自治体の

条 例 に 対 し て 衆 議 院 法 制 局 の 見 解 を 述

べ る 立 場 に は な い と の 回 答 を い た だ い

た。  

14)広義の参政権、実質的な参政権とい

った表現があるが、事実と違うというこ

とでよいか。  

答え、参政権とは異なると考える。意見

の表明であって、何らかの措置を義務づ

けるものではないという点において、憲

法 第 16条 に 基 づ く 請 願 に 近 い も の と 考

える。  

15)憲法に保障される基本的人権の保障

は外国人にも及ぶと考えるが、見解を伺

う。  

答え、基本的には憲法で定める基本的人

権 に つ い て は 外 国 籍 の 方 も 共 有 さ れ る

と考えるが、権利の性質によってはその

対 象 に は な ら な い 場 合 も あ る と い う 判

断が示されているものと承知している。 

16)外国人に乗っ取られるという説があ

るが、武蔵野市を乗っ取るためには８万

人 が 越 し て こ な い と い け な い と い う 計

算になるが、仮に８万人が大挙して武蔵

野市に来て、この狭いまちに住むところ

があるのか、見解を伺う。  

答え、非常に人口密度が高く、もし何か

不正に、実体のないような人が入ってく

るような場合には、住民基本台帳法に基

づき、調査ができる。大量の人が入って

くる懸念は当たらないと考える。  

17)武蔵野市において、国籍に関係なく、

同 じ 住 民 と し て こ の ま ち で 暮 ら し て い

くために、市として最大の取組を行って

いくということについて見解を伺う。  

答え、「誰もが安心して暮らし続けられ

る  魅 力 と 活 力 が あ ふ れ る ま ち  ～ 未

来に挑戦！  武蔵野市～」、この目指す

べき姿を実現するため、第六期長期計画

の基本目標１に、多様性を認め合う支え

合いのまちづくりを掲げている。10年後

の 目 指 す べ き 姿 の 実 現 に 向 け 取 り 組 ん

でいく。  

18)条例案第 33条に、市は第 29条によっ

て 成 立 し た 住 民 投 票 の 結 果 を 尊 重 す る

とあるが、どれだけ影響するか。実質的

に広義の参政権になり得る心配がある。

会派代表質問で市長の答弁した、少数の

ものを取る、少数意見を留保するという

ことの意味を伺う。  

答え、武蔵野市の住民投票条例は諮問型

であり、拘束型ではない。結果の尊重の

仕方は、得票率の高いほうの結果のみで

なく、それぞれの得票率や全体の投票率

など、結果全体を尊重すべきものと考え

る。具体的なものがまだない中で少数意

見 を 尊 重 す る と 言 っ て い る わ け で は な

い。議員や市長による結果の尊重の仕方

は そ れ ぞ れ の 政 治 家 の 信 念 に 基 づ く も

のと認識する。  

19)自治基本条例第 19条２項に規定する、

市政に関する重要事項について問う。住

民投票条例案では、例外の例外として、

住 民 全 体 の 意 思 と し て 明 確 に 表 明 し よ
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うとする場合とあるが、何でもカウント

するのか。また、誰が判断するか。  

答え、権限に属さない事項とは、武蔵野

市 及 び 市 民 全 体 に 影 響 を 及 ぼ す 事 項 と

いうのがまず前提となる。その上で、市

の権限に属さない事項とは、市として意

思決定を行うことができず、実施主体と

なり得ないので、原則として除外規定に

している。  

20)住民全体の意思として明確に表明し

ようとすればこの限りでないとすると、

安 全 保 障 の 問 題 や 原 発 の 問 題 も 考 え ら

れ、武蔵野市と関係のない話も住民投票

の対象になると考える。広義の参政権、

第二の参政権となると考えるが、見解を

伺う。  

答え、遠く離れたところに何かの施設を

造 る と い う こ と は 武 蔵 野 市 や 市 民 全 体

に 影 響 を 及 ぼ す 事 項 に は 当 た ら な い と

いうのが通常の読み方と考える。成立要

件の総数の ４分の１ は３万 2,000件の署

名になり、これは市内を二分するような

大 き な 議 論 に な っ て い る も の で な い と

成立しないと考えるので、武蔵野市とか

け 離 れ た と こ ろ で の 議 論 に つ い て 投 票

が行われるということはないと考える。 

21)条例案第５条、投票資格者の取扱い

について、会派として、外国籍の方々に

対 す る 規 定 は 注 意 し て ほ し い と 言 っ て

きた。特別永住者や永住者と、３か月以

上在住の外国人とは違うと考えるが、そ

の区別はしないのか。  

答え、条例に基づく住民投票において、

特 別 永 住 者 等 以 外 の 外 国 人 に つ い て は

憲 法 上 の 明 確 な 判 断 を 示 し て い な い と

認識しており、特別永住者等以外の外国

人を投票資格者とすることについて、憲

法 違 反 で あ る 裁 判 例 は こ れ ま で に な い

ものと認識する。判断の示されない事項

は市としての政策判断と考える。  

22)祖国日本を思う国民の一人として、

日本国民の独立の気力についての評価、

そ の 歴 史 上 の 実 績 に 対 す る 認 識 に つ い

て所見を伺う。  

答え、開国や戦争など、外国との間に困

難な出来事があっても、それらに圧倒さ

れずに自ら主体的に取り組み、日本国民

と し て 独 立 の 気 力 を 持 っ て 時 代 を 乗 り

越えてきたものと認識する。  

23)このたびの住民投票条例で外国籍住

民を排除しないことは、自治体の新たな

外 交 政 策 と い う 位 置 づ け が で き る の で

はないかと考えるが、見解を伺う。  

答え、外交政策は国が行うものと認識す

るが、市民同士が交流することは外交を

妨げるものではないと認識する。武蔵野

市 と い う 同 じ ま ち に 暮 ら す 地 域 の 一 員

として、外国籍の方を含め、互いに尊重

し合うということは、市民同士の交流、

広 い 意 味 で 都 市 外 交 に つ な が る の で は

ないかとも考えられる。  

  以上で質疑を終了し、討論に入りま

した。討論者は５名で、反対討論２名、

賛成討論３名でした。  

  反対討論の趣旨をまとめて紹介しま

すと、住民全体の意思として明確に表明

し よ う と す る 場 合 は 市 の 権 限 に 属 さ な

い 事 項 で も 市 政 に 関 す る 重 要 事 項 で あ

る と す る 第 ４ 条 第 ２ 項 第 １ 号 の た だ し

書の部分、第５条第２項の定住外国人の

部分について、懸念がある。全ての外国

人を対象にするのではなく、一定の要件

を設けるべきと考える。住民投票の内容

もさることながら、制度そのものの理解

が深まっていないため、一定程度時間を

かけて議論を深めるべきであり、制定は

時期尚早であると考えることから、反対

するというものでした。  

  次に、賛成討論の趣旨をまとめて紹

介しますと、本条例については周知不足

や 恣 意 的 な 運 用 を 懸 念 す る 声 も あ っ た

が、質疑を通し、他の条例に比べても非

常に丁寧に進められていること、また、

住 民 投 票 は あ く ま で も 市 民 全 体 の 課 題

を問うもので、特定の思想や地域に不利

益 な も の は 実 施 に 至 ら な い こ と が 確 認

できた。また、外国籍市民に住民投票権

を保障することに法律上の問題はなく、

第六期長期計画の基本目標にある、支え

合 い の ま ち づ く り の 理 念 を 体 現 す る も

のであると考えることから、賛成すると

いうものでした。  

  以上で討論を終わり、採決に入りま

した。採決の結果、可否同数であったた

め、委員長裁決により可決すべきものと

決しました。  

  よろしく御審議をお願いいたします。 

5 ◯議  長（土屋美恵子君）   お諮り

いたします。質疑。  

（「質疑」と呼ぶ者あり）  

6 ◯議  長（土屋美恵子君）   これよ

り質疑に入ります。  

7 ◯１２番（内山さとこ君）   ただい

まの委員長報告に関して、１点確認をさ

せていただきたいことがあります。  

  今年２月の総務委員会で行政報告が
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あった際の武蔵野市住民投票条例（仮称）

骨子案、この中で 15の論点が示されて、

様 々 な 観 点 か ら 検 討 が さ れ て い る と い

うことが報告されました。その際、私は、

請 求 要 件 の ４ 分 の １ と い う の は ハ ー ド

ル が 高 過 ぎ る の で は な い か と い う 質 問

をしました。この骨子案の資料の中でい

うと、「必要署 名数 32,000件は相当な数

であり、制度の濫用防止となる水準であ

りつつ、他自治体における実例からも、

実 現 が 不 可 能 な 水 準 で は な い と い う 判

断をしました。（巻末資料 65ページ参照）」

ということが載っているのです。それで、

この巻末資料 65ページを見ますと、他の

地 方 自 治 法 直 接 請 求 に 基 づ く 事 例 が あ

りまして、 ３万 2,000件を上回る 例でい

うと、新潟県の新潟市、長崎県の長崎市

が署名総数として挙げられています。た

だし、６万 5,960の署名数の新潟 市は人

口が 78万人を超えている。長崎市では３

万 4,364の署名を集め ていますが 、これ

も 40万人を超えているという、そもそも

の 自 治 体 の 人 口 の 規 模 が 全 く 違 う の で

す。この実現可能性、実現不可能な水準

で は な い と い う こ と の 根 拠 と し て ど の

ような議論があったのか、なかったのか。

なかったとすれば、きちんとこの根拠を

お 示 し い た だ く よ う 行 政 の ほ う に 答 弁

を促していただきたいと存じますが、い

かがでしょうか。  

  ちなみに、本市の過去の事例を見ま

すと、平成６年に市民参加条例を求めた

署名数が 6,672件、また、平成 23年の東京

都への直接請求である、みんなで決めよ

う「原発」国民投票、いわゆる「原発」

都民投票ですが、これは全都的に街頭活

動が展開され、私も街頭活動に参加しま

したが、２か月間で必要な署名数は 34万

7,000件が全 都では集 まりました 。しか

し 、 本 市 の 署 名 数 は 、 無 効 票 も 含 め て

6,567件でし た。３万 件を超える 署名数

を 集 め な け れ ば 住 民 投 票 の 請 求 が で き

ないという、これはやはり、あまりにも

ハ ー ド ル が 高 い と い う ふ う に 考 え ざ る

を得ないのですが、ぜひ具体的な御回答

をお願いしたいと思います。  

8 ◯総務委員長（深沢達也君）   ただ

いまの４分の１についての根拠、さらな

る根拠ということだと思います。これに

ついては、総務委員会の審査の中ではそ

こまでの質問はなかったのです。先ほど

委員長報告で報告しましたとおりの、２

か 月 と い う こ と で 可 能 と 考 え る と い う

答 弁 で 一 た び そ の 質 疑 応 答 は 終 止 を し

ております。それ以上はなかったので、

私のほうからお願いしたいのは、執行部

のほうで答えられると思いますので、そ

の点、答弁をお願いしたいと思います。 

  以上です。  

9 ◯ 行 政 経 営 担 当 部 長 （ 河 戸 直 也 君 ）   

署 名 数 の 実 績 に つ い て の 御 質 問 で ご ざ

います。参考にいたしました事例として

は、鳥取県鳥取市におきまして平成 23年

に有権者数 約 15万 8,000人に対し て約５

万 4,000件の署名を集 めた事例、 広島県

尾 道 市 に お き ま し て 平 成 27年 に 有 権 者

数 約 11万 8,000人 に 対 し て 約 ２ 万 5,000

件を、どちらも１か月の期間のうちに集

めたという実例がございますので、こう

い っ た 点 か ら 参 考 に さ せ て い た だ い た

ものでございます。  

  以上でございます。  

10 ◯１２番（内山さとこ君）  ありが

とうございました。ただいまの理事者側

の答弁で鳥取県のお話がありましたが、

私 が 参 照 し て い ま す 骨 子 案 の 資 料 の 一

覧 表 に は な か っ た か と 思 う の で す け ど

も、実績としてそのような事例もあると

いうことは理解いたしました。ただし、

先ほど御紹介したように、「原発」都民投

票についても、２か月間で本市の署名数

は 6,000票 余 り と い う こ と で 、 市 民 の

方々からは、これは実質的に住民投票を

封 印 し て し ま い か ね な い ハ ー ド ル の 高

さ で は な い か と い う ふ う な 御 意 見 も 寄

せられておりますので、確認のため、質

疑させていただきました。様々な検討が

あ っ た こ と は 承 知 し て お り ま す け れ ど

も、できれば今後、例えば合併協議会に

関わる請求要件の６分の１ですとか、さ

らに検討を重ね、要件を緩和していく方

向での議論も進めていただくように、こ

れは要望としておきます。  

  以上です。  

11 ◯２２番（山本ひとみ君）  それで

は、ただいまの総務委員会の委員長報告

に対して、３点の質問をしたいと思いま

す。  

  私も、総務委員会の質疑はこの場で

ずっと聞いておりまして、明確で分かり

や す い 答 弁 が あ っ た と い う ふ う に 理 解

をしております。それで、今日の質問と

いうのは、私は会派に属していませんし、

その場での質問がなかったので、３点質

問をして、質疑がない場合には行政のほ

うから答弁をお願いしたいと思います。 
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  それでは、１点目になります。まず、

外国籍の住民の集う場、新しい交流の場

ということなのですけれども、今回の条

例の中で一番争点になっているのが、い

わゆる外国籍の住民と日本人が、国籍に

よらず、住民投票については３か月間武

蔵 野 市 の 住 民 登 録 を し て 18歳 以 上 で あ

れば資格があるという点が争点ですが、

こ れ は 大 変 優 れ た 内 容 だ と い う ふ う に

私は高く評価をしております。そのため

にも、既に様々な取組をされております

が、外国籍の住民が集ったり、新しい交

流の場というのは、例えば、地域で公共

施設などを使って、食事などは難しくて

も、話を聞いてみるとか交流するとかと

い う 場 を 広 げ て い た だ き た い と 思 っ て

おりまして、これはこの条例の裾野を広

げ て い く こ と に な る の で は と 考 え て お

ります。この質問があったかどうかとい

うことが１点目でございます。  

  ２点目は、これも投票資格の問題な

のですけれども、私は日本の国籍がある

人 と 外 国 籍 の 方 に 関 し て 同 じ 条 件 が い

いというふうに申し上げましたが、反対

をしたり疑問に思う人の中に、例えば旅

行 に よ っ て 日 本 に 来 た 人 は 住 民 票 が 取

れ る の か と い う よ う な 質 問 を す る 方 が

何人かいらしたのですけれども、こうし

た方が武蔵野市に来られたら、住民票を

取 る 手 続 が ど う な る の か と い う こ と を

伺いたいと思います。私自身は、これま

でいろいろ調べたり、話も伺いまして、

外 国 籍 の 方 が 日 本 に 来 ら れ た 場 合 に 今

の法律で在留資格を認められる、そうい

う 適 用 状 況 が な い と 中 長 期 の 滞 在 は で

き な い と い う こ と で 規 定 さ れ て い る と

い う こ と に つ い て は と て も よ く 考 え ら

れていると思います。質問としては、そ

う い っ た 旅 行 に よ っ て 日 本 に 来 た 人 が

どのような形で住民票が取れるか、取れ

な い か と い う こ と に 対 し て 見 解 を 伺 い

たいと思います。  

  ３点目です。武蔵野市の条例案と同

じ内容で、神奈川県の逗子市や大阪府の

豊 中 市 に 関 し て 条 例 が 既 に で き て お り

ますが、ここで外国籍の方が増えたとい

う よ う な 状 況 に は な っ て い な い と い う

お話も総務委員会でございました。そこ

で質問したいのは、制定したときの議決

の状況です。もし分かれば、全会一致だ

ったのか、何か修正があったのか、そう

い う こ と に つ い て 質 問 を し た い と 思 い

ます。  

  この３点なのですけど、総務委員会

で質問がなければ、行政からの答弁をお

願いしたいと思います。  

12 ◯総務委員長（深沢達也君）  １点

目については、確かに今おっしゃった質

問どおりの質問はありませんでした。た

だ、それに関連するような質問はあり、

先 ほ ど 委 員 長 報 告 で 申 し 上 げ ま し た と

おり、武蔵野市において、国籍に関係な

く、同じ住民としてこのまちで暮らして

いくために、市として最大の取組を行っ

ていくことについてどう考えるかと。こ

れ に 対 し て 先 ほ ど 申 し 上 げ た よ う な 答

弁 が あ っ た と い う こ と の 質 疑 応 答 は ご

ざいましたが、交流の場、なおかつ、そ

ういったものは、本条例が仮に可決され

た 場 合 の こ と を 言 っ て い る の で し ょ う

けれども、それを広げていくに足るので

はないかと、こういうことについては、

委 員 会 に お い て は 質 疑 が ご ざ い ま せ ん

でしたので、もし執行部のほうで答弁で

き る よ う だ っ た ら お 願 い し た い と 思 い

ます。  

  ２点目の資格の問題、住民票の問題、

それから、３点目の逗子市等の議決の状

況ということで、これは２点目も３点目

も そ の と お り の 質 問 は 全 く ご ざ い ま せ

んでしたので、もし執行部のほうで答弁

ができるようでしたら、お願いします。 

  以上です。  

13 ◯市民部長兼交流事業担当部長（田

川良太君）  御質問にありました２点、

１ 番 目 と ２ 番 目 に つ い て 私 の ほ う か ら

お答えをしたいというふうに思います。 

  まず１点目でございますが、まさに

外国籍の方が集う場というか、そういっ

た も の に 関 し ま し て は も う 既 に 武 蔵 野

市 で も 随 分 広 く 行 わ れ て い る と こ ろ で

ございます。第六期長期計画において、

多文化共生社会の実現に向けて、日本人

と外国人が共に理解し、尊重し合い、活

躍 で き る 環 境 の 整 備 を 積 極 的 に 図 っ て

いくと掲げられておりますとおり、特に

武 蔵 野 市 の 国 際 交 流 協 会 を 通 じ た 活 動

ということで、武蔵野市の中の公共施設、

例えばスイングであったりとか、プレイ

スであったりとか、場合によっては公立

の学校等を活用いたしまして、交流の事

業 を 実 施 し て い る と い う と こ ろ で ご ざ

います。それがまず第１点でございます。 

  ２点目のところでございます。議員

がおっしゃられたところでいうと、旅行

者 と い う ふ う な と こ ろ の カ テ ゴ リ ー に
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なるかと思います。旅行の場合には、短

期滞在ということになりますので、通常

90日 以 内 の 滞 在 し か 認 め ら れ て お り ま

せんので、住民基本台帳法による住民登

録 と い う の は で き な い と い う こ と に な

りますので、旅行者に関しましては住民

登 録 で き な い と い う こ と で 御 理 解 い た

だければと思います。  

  以上です。  

14 ◯行政経営担当部長（河戸直也君）   

３点目の逗子市、豊中市の状況について

でございます。両市にヒアリングを行い

ましたところ、逗子市では、条例制定の

議論において、外国籍住民を投票資格者

に 含 め る こ と に つ い て 市 民 か ら の 反 対

意見はなく、議会でも直接的な議論にな

っていないということでした。また、豊

中市におきましては、パブリックコメン

ト 実 施 時 点 の 案 で は 在 留 期 間 の 要 件 を

設ける案でありましたが、もう少し条件

を緩和してはどうかという意見が多く、

３ か 月 と い う 要 件 に 緩 和 し た と 聞 い て

いるところでございます。両市とも、条

例 制 定 後 に 外 国 人 人 口 が 急 激 に 増 え た

と い う 事 実 は な い と 伺 っ て い る と こ ろ

でございます。  

  以上でございます。  

15 ◯２２番（山本ひとみ君）  御答弁

をいただきまして、ありがとうございま

した。それぞれ分かりやすい答弁だった

と思います。  

  １点目なのですけれども、既に国際

交 流 協 会 等 で こ う い う 外 国 籍 住 民 が 集

う 場 と い う の を や っ て い る と い う お 話

で、それは私も一定理解をしておりまし

て、以前スイングでやっていたお祭りと

いうか、秋にやっていますよね、そうい

うところに行ったこともございます。大

変ためになって、しかも楽しいお祭りだ

ったと思いますけど、同じことが今でき

るとは思えないのですが、例えば、私と

しては、スイングだけではなくて、コミ

センを活用したり、その他の施設などで、

外国籍の方。今だったら、もちろん在日

コ リ ア ン の 方 も い ら っ し ゃ い ま す け れ

ども、ネパールの人だったり、イスラム

だったり、いろいろな方がいらっしゃる

し、中には自分の生まれたルーツがある

国 で 困 難 が あ っ て 来 た 方 も い ら っ し ゃ

ると思うのです。ですので、私の希望と

しては、やはり今よりも違う場所でお話

を 聞 い た り 交 流 を 深 め た り と い う こ と

が、これから日本も外国の方の様々な力

や 知 恵 を お 借 り し て 社 会 を 運 営 し て い

く と い う こ と が 必 要 だ と 思 っ て い ま す

ので、それができるかどうか御検討いた

だくしかないと思いますけれども、その

こ と に つ い て も う 一 度 お 答 え を い た だ

けたらと思います。  

  ２点目の問題についても、これも大

変明瞭な御答弁だったと思います。旅行

に よ っ て 日 本 に 来 た 人 と い う の は 短 期

滞在なので、90日以内であるということ

です。ですので、旅行によって来た人が

滞在資格を変えて、違う形で、技能実習

生になるとか、留学をするとか、そこで

住んで働いていこうとか、いろいろ状況

が変わることもあると思うのですけど、

そ の 場 合 は ま た 違 う 形 で 在 留 資 格 を 取

るということでよろしいのかどうか、こ

の点を、すみませんが、再度伺いたいと

思います。  

  ３点目の、武蔵野市の外国籍住民と

日 本 人 に 同 じ 条 件 で 住 民 投 票 の 資 格 を

付 与 す る 内 容 の 条 例 案 が 豊 中 市 と 逗 子

市 に あ る と い う こ と に つ い て お 話 を 伺

ったところ、これも大変明確だったと私

は思います。逗子市に関しては市民から

の反対意見がなかったということと、そ

れから、豊中市に関してはもっと外国籍

の方の要件を緩和したというような、そ

ういういきさつがあったということで、

私としては、そこの住民の人たちが、外

国 籍 の 方 と 日 本 国 籍 の 方 が よ り 融 合 し

て、力を合わせて、支え合って生きてい

く 社 会 を つ く っ て い く と い う 気 持 ち を

お 持 ち だ っ た の だ な と い う ふ う に 評 価

をしたところでございます。  

  そういう意味で、質問は１点目と２

点目なのですけれども、お答えをいただ

けたら大変ありがたいと思います。  

16 ◯市民部長兼交流事業担当部長（田

川良太君）  まず、多くの場所でとい

うことで、これはいろいろな形で、ちょ

うど今、交流のほうでは多文化共生プラ

ン と い う の を 来 年 度 の 策 定 に 向 け て 検

討 し て い る と い う よ う な と こ ろ も ご ざ

います。そういったところも含めて、何

ができるのか、どういった場所でできる

のか、そこら辺は研究していきたいとい

うふうに思っております。  

  それと、２点目の御質問の部分です

けれども、在留資格に関しましては、当

初入られたときの資格ではなくて、別の

資 格 に 変 わ る と い う こ と は 当 然 考 え ら

れることでございます。そういった場合
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には、例えば、別の資格で在留資格を得

ら れ た 方 が 住 民 登 録 を 求 め ら れ て 住 民

登 録 を す る と い う よ う な ケ ー ス は あ り

得るかというふうに思っております。  

  以上でございます。  

17 ◯議  長（土屋美恵子君）  質疑を

終局し、討論に入ります。  

（１  番  道場ひでのり君  登壇）（拍

手）  

18 ◯１  番（道場ひでのり君）  自由

民主・市民クラブを代表いたしまして、

議 案 第 52号  武 蔵 野 市 自 治 基 本 条 例 の

一部を改正する条例、議案第 53号  武蔵

野市住民投票条例、委員長報告の賛成、

採択に対し、反対の立場から討論いたし

ます。  

  先週 13日の総務委員会は、住民投票

という重要案件もあり、朝 10時から深夜

12時近くにも及ぶ長い委員会となった。

各委員が、事前調査研究を進めての議論、

確認を、行政としっかりと進める作業が

進んだ。真剣に質疑をする委員、誠実に

答弁をする担当職員。意見、見解の一致、

不一致があったが、その作業過程自体は

実に貴い作業であった。担当職員におい

ては、今回、条例議案における重要事項

に対し、合憲性や違憲性の見解にも及ぶ

深い言及、そして、たとえ見解の違いが

あっても、相互の解釈、意見の確認にも

至ることができ、その精勤さには感謝を

するところである。新しい条例、まして

や前例も少ない内容であるため、当然の

ことながら、慎重さは必須である。我々

委員も、相当の事前研究、調査が求めら

れることは自明であった。  

  今回の住民投票条例、第４回定例会

に 議 案 と し て 上 が る ま で の 大 ま か な 流

れは、以下のとおりであった。武蔵野市

住民投票条例（仮称）骨子案が令和３年

２月、その素案が令和３年８月、そして

その素案に対する意見集約は、意見募集

期 間 と し て 令 和 ３ 年 ８ 月 17日 火 曜 日 か

ら９月３日金曜日までの 18日間、意見交

換会は令和３年８月 29日日曜日、芸能劇

場で行われた。参加者は 10名であった。

なお、意見交換会は骨子案に対しても行

われている。日時は令和３年３月７日日

曜日、かたらいの道市民スペースで行わ

れた。参加者は３名、うち市議会議員が

２名、市民は１人ということである。な

お、どちらも緊急事態宣言中であった。 

  この条例議案、多くの論点があるの

だが、我が会派が一貫して最重要事項と

して捉えていたのは、外国人の方々に対

する投票権の在り方であった。令和３年

８月の素案に対しての会派意見は、住民

投票を行うに当たって、そこに有権者以

外 の 投 票 資 格 者 を 求 め る の は ダ ブ ル ス

タンダードとなると、外国人の方々に対

す る 投 票 権 の 在 り 方 を し っ か り と 訴 え

させていただいた。しかしながら、今回

議 案 と し て 提 出 さ れ た 住 民 投 票 条 例 に

は、「住民投票の投票資格者」として、第

５条、住民投票の投票権を有する者は、

年 齢 満 18年 以 上 の 日 本 国 籍 を 有 す る 者

または定住外国人であって、かつ、武蔵

野 市 に 住 民 票 が 作 成 さ れ た 日 か ら 引 き

続 き ３ か 月 以 上 武 蔵 野 市 の 住 民 基 本 台

帳 に 記 録 さ れ て い る も の と す る と あ る

が、これは我々会派が意見として再検討

を 要 請 し た 内 容 に は 全 く 配 慮 が さ れ て

いないものである。最重要事項において、

い さ さ か の 調 整 も 最 終 的 に は な い と い

うことであった。  

  条例議案の内容に関し、主な論点を

整理すると、「投票結果の尊重」として、

第 33条、住民投票の結果を尊重するに関

し、さきの代表質問に対する市長の答弁

に言及し、二者択一を住民に問うという

重 い 審 判 で あ っ て も 少 数 意 見 を 留 保 す

るとおっしゃった意見の見解について、 

また、自治基本条例逐条解説抜粋第 19条

趣旨説明にある、投票の結果については

市長及び議会は尊重するという規定、ま

た、住民投票の結果には実質的な拘束が

生まれるという内容に関し、逐条解説を

見直したいとする市長発言があり、この

不可逆的意義について、これら２点につ

いて説明を求めたが、相互理解には至ら

なかった。  

自 治 基 本 条 例 の 逐 条 解 説 を 後 に な っ て

見直すということは、自治基本条例自体

に瑕疵があるということになり、自治基

本 条 例 自 体 を 見 直 す 必 要 が あ る の で は

ないかと、さらに指摘させていただいた。 

「 自 治 基 本 条 例 第 19条 第 ２ 項 に 規 定 す

る市政に関する重要事項」として、第４

条 に あ る 重 要 事 項 と し て 認 め る 判 断 主

体者について、市長との答弁をいただい

たが、そこには問題点を指摘させていた

だいた。例えば、市長の施政方針にある、

原 発 に 頼 ら な い 社 会 や 核 兵 器 禁 止 条 約

についての言及は、政府のエネルギー政

策や安全保障、外交問題に関わる案件で

あり、それに住民意思として明確に表明

しようとする場合に当てはめれば、結局
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は そ れ ら は 住 民 投 票 が 広 義 の 参 政 権 と

なると指摘させていただいた。  

「代表者証明書の交付等」として、第８

条 第 ２ 項 に あ る 重 要 事 項 の 確 認 主 体 者

は、市長とのことであるが、確認を拒否

する場合、市長の取捨選択が可能となり、

危 険 な 問 題 で は な い か と 指 摘 さ せ て い

ただいた。  

「実施の決定」として、第 16条第２項に

あ る 選 挙 管 理 委 員 会 へ の 委 任 に 関 し て

は、地方自治法第 186条、選挙管理委員会

は 法 律 ま た は こ れ に 基 づ く 政 令 の 定 め

る と こ ろ に よ り 当 該 普 通 地 方 公 共 団 体

が 処 理 す る 選 挙 に 関 す る 事 務 及 び こ れ

に関係のある事務を管理するとあり、選

挙 管 理 委 員 会 は 住 民 投 票 を 受 け ら れ る

のかと指摘したが、市長からの委任の説

明はあったが、選挙管理委員会の受諾は

確認が取れなかった。  

  そして、肝腎な外国人の方々に対し

ての投票権に関し、「住民投票の投票資

格者」として、第５条には、合理性のあ

る立法事実の視点、そして判例からの立

法裁量の考え方に言及した。憲法第 15条

第１項の国民固有の権利、また、憲法第

92条以降の４条に関わり、地方自治の本

旨も踏まえた上で、平成７年２月 28日の

最高裁の参政権に関する判断である「我

が 国 に 在 留 す る 外 国 人 の う ち で も 永 住

者 等 で あ っ て そ の 居 住 す る 区 域 の 地 方

公 共 団 体 と 特 段 に 緊 密 に 関 係 を 持 つ に

至ったと認められるものについて、その

意 思 を 日 常 生 活 に 密 接 な 関 連 を 有 す る

地 方 公 共 団 体 の 公 共 的 事 務 の 処 理 に 反

映させるべく、法律をもって、地方公共

団体の長、その議会の議員等に対する選

挙権を付与する措置を講ずることは、憲

法 上 禁 止 さ れ て い る も の で は な い と 解

するのが相当である」を言及し、「永住者

等であって」、また、「特段に緊密に関係

を持つ」という表現、また、「外国人のう

ちでも」という以降の者の限定を意味す

る点を指摘させていただいた。また、平

成 14年９月 27日、最高裁上告棄却の名古

屋 高 裁 に お け る 住 民 投 票 権 に 対 す る 判

断である「我が国に在留する外国人であ

って、特別永住者等その居住する区域の

地 方 公 共 団 体 と 特 段 に 緊 密 な 関 係 を 持

つに至ったと認められるものについて、

そ の 意 思 を 日 常 生 活 に 密 接 な 関 連 を 有

す る 公 共 的 事 務 の 処 理 に 反 映 さ せ る べ

く、条例をもって、地方公共団体の区域

内 に お け る 住 民 投 票 等 の 意 思 決 定 手 続

過 程 に 参 加 す る 措 置 を 講 ず る こ と ま で

憲 法 上 禁 止 さ れ て い る も の と ま で は 解

されない。しかしながら、このような措

置 を 講 ず る か ど う か は 地 方 公 共 団 体 の

立法政策に関わる事柄であって、憲法上

こ の よ う な 措 置 を 講 ず べ き こ と を 命 じ

ているものと解することはできない」を

言及し、ここでも「特別永住者等」、また、

「特段に緊密な関係を持つ」の表現、そ

して「我が国に在留する外国人であって」

という、これも以降を限定する前提表現

と指摘させていただいた。これらに対し

ては、どちらも永住者、特別永住者に対

する判例であり、該当しないと、まさに

御飯論法とも取れる説明であった。  

  また、我々が調査した衆議院法制局

からの情報に関しては、本市を案件とし

た 回 答 で は な い と の こ と の 説 明 が あ っ

たが、我々は一般論としての外国人への

権限を調査し、その中で前述の平成７年

２月 28日の最高裁判断が示され、特段に

緊密な関係という表現から、慎重に検討

すべきと説明を受けて、一般論としても

十分な論理性があるのは明白である。  

  これら、平成７年２月 28日、平成 14年

９月 27日の最高裁の判断、また、憲法第

15条第１項、国民固有の権利、第 92条以

降 の ４ 条 に お け る 地 方 自 治 の 本 旨 を 踏

まえれば、おのずと外国人に対しての住

民 投 票 権 に 関 し て は 一 定 の 基 準 が 必 要

と思われる。決して排除や差別ではなく、

一定基準の区別である。条例議案におい

ても、これだけもの論点があり、見解の

相違が見られた。  

そして、今ここにおいては、さらに大前

提的な問題として、市民周知がある。意

見交換会、実行はした。だが、有効と成

立していないのではないか。だから今、

こんな混乱になっている。市長が、代表

質問の答弁で、ここまで市民が知らない

とは思わなかったとの感想があった。な

らば、もっとやるべきではないか。コロ

ナ禍、慌てることなく、じっくり話し合

うべきだ。  

  そして、自治基本条例自体に違反す

るのではないか。「基本原則」、第３条、

市民自治の推進は、市が、市政に関する

情報を適時に、かつ、適切な方法により、

市 民 に 対 し て 分 か り や す く 提 供 す る よ

う努めることにより、市と市民とが市政

情 報 を 共 有 す る こ と が で き る こ と を 旨

として行われるものとする。「知る権利

の保障」、第９条、市は、市民の市政への
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参加を促進するため、市民の知る権利に

ついて保障するものとする。「情報公開」、

第 10条、市は、市民の市政への参加を促

進するため、市政に関する情報を適時に、

かつ、適切な方法で公開するとともに、

市 民 に 対 し て 分 か り や す く 提 供 す る よ

う努めなければならない。「説 明責任」、

第 12条、市は、政策形成の過程を明らか

にするとともに、政策、施策、事務事業

等の立案、決定、実施及び評価の各段階

において、その内容について市民に対し

て 分 か り や す く 説 明 す る よ う 努 め な け

ればならない。これらを遵守した状態で

あるのか。  

  様々な活動が起こり、まちが揺れて

いる。しっかりとした市民周知、市民参

加があれば、こういう事態は避けられた

のではないだろうか。やはりコロナ禍で

は周知は難しかったと思う。市長、あな

たは、街頭演説、そして施政方針でも、

対話が大事だとおっしゃっている。この

ような重要案件、一旦、市民周知、そし

て意見を酌み取るテーブルに戻し、議会

で も さ ら に 議 論 を 深 め る べ き で は な い

か。決して少数差で決するようなことで

なく、議会も全会一致で送り出せるよう

な 完 成 度 の 高 い 条 例 制 定 を 切 に 願 う と

ころである。  

  以上をもって反対討論とする。  

  なお、以降の陳情、陳受３第 19号  住

民投票条例の廃案、あるいは継続審議を

求める陳情に対しては、前述同趣旨をも

って、不採択とする委員長報告に反対と

する。  

  以上。  

19 ◯議  長（土屋美恵子君）  傍聴者

の方、拍手はおやめください。  

（４  番  桜井夏来君  登壇）（拍手）  

20 ◯４  番（桜井夏来君）  ４番、会

派に属さない議員の桜井夏来です。ただ

い ま 議 題 と な っ て お り ま す 武 蔵 野 市 自

治基本条例の一部を改正する条例、並び

に武蔵野市住民投票条例に関しまして、

委 員 長 報 告 に 賛 成 の 立 場 か ら 討 論 を い

たします。  

  そもそも、この住民投票条例は、昨年

３ 月 に 本 市 議 会 に お い て 全 会 一 致 で 可

決され、同４月１日より施行されている

武 蔵 野 市 自 治 基 本 条 例 の 中 に 盛 り 込 ま

れ た 住 民 投 票 制 度 の 具 体 的 な ル ー ル を

定めるものです。この条例なしでは自治

基 本 条 例 自 体 も 完 全 な 形 で の 運 用 が で

きないことから、早急な制定が求められ

ておりました。こうした事情もありまし

て、市では、コロナ禍の困難な状況の下

にもかかわらず、２回にわたるパブリッ

クコメントの募集、複数回の市民意見交

換会、同じく複数回の市議会各会派及び

市職員から の意見聴 取、そして 2,000名

規模の無作為抽出アンケートと、通常の

条 例 制 定 以 上 に 丁 寧 か つ 精 力 的 な 意 見

聴取に努めた上で、今定例会への条例案

の上程を行っております。上程を受けた

議会の側でも、市民的な関心の高まりに

応えるために、先日 13日の総務委員会で

は ８ 時 間 近 く に 及 ぶ 長 い 丁 寧 な 議 論 が

行われました。その内容はさきの委員長

の報告のとおりでありますけれども、こ

の 議 論 に お け る 市 の 答 弁 は い ず れ も 論

理的かつ明瞭であり、市が、過去の判例

や、あるいは他市の状況を十分に調査し

た 上 で こ の 条 例 の 検 討 を 進 め て き た こ

と を 明 ら か に す る も の で あ っ た と 感 じ

ております。  

  こうした市の答弁、また、委員の質疑

を通じて、本条例案に対して寄せられて

い た 一 通 り の 論 点 や 疑 問 点 に 関 し て 十

分に議論が行われ、市民の不安を払拭す

る に 至 っ て い る の で は な い か と 評 価 を

いたしております。しかし、その一方で、

反対の立場から展開されていた議論が、

一 連 の 市 の 答 弁 に よ っ て 論 拠 を 失 っ た

にもかかわらず、その後もただ反対のた

めの反対が続けられるという、非建設的

な場面も見られました。このことは、反

対 の 立 場 か ら 質 問 を 行 っ た 委 員 の 方 々

が、発展的な議論を続けられず、これ以

上 は 平 行 線 だ か ら と 言 っ て 自 ら 議 論 を

打 ち 切 ら ざ る を 得 な か っ た こ と か ら も

明白であるというふうに考えます。こう

した状況を見れば、本条例への審議が尽

くされておらず、市民の理解も十分でな

い こ と か ら 可 決 す べ き で な い と い う 意

見は、実態に即したものとは言えないと

考えます。そうした声の本意は、有効な

論 理 的 反 論 が で き な く な っ て し ま っ た

ので、取りあえず時間稼ぎの先延ばしを

し た い と い う こ と に す ぎ な い の で は な

いかとも推察され、議会としての責任あ

る 態 度 と は 到 底 言 え な い と 強 く 感 じ て

いる次第です。  

  冒頭にも述べましたとおり、住民投

票条例を制定すること自体は、昨年の自

治基本条例の成立時に全議員、全会派の

合 意 に よ っ て 確 認 が な さ れ て い る わ け

ですから、今、市が提出している条例案
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に反対の立場で討論される方々も、反対

のための反対、あるいは引き延ばしのた

めの反対ではなくて、住民投票条例をよ

り よ い も の に す る た め の 建 設 的 な 議 論

を 展 開 し て い た だ く 責 務 が あ る と い う

ことを強く訴えたいと思います。  

  以上、この一連の討論自体が住民投

票 条 例 並 び に 武 蔵 野 市 の 市 民 自 治 の 在

り方への理解を深め、そのさらなる前進

につながるものとなることを期待して、

私 か ら の 賛 成 討 論 と さ せ て い た だ き ま

す。  

  以上です。  

21 ◯議  長（土屋美恵子君）  傍聴の

方、拍手はおやめください。  

（７  番  本多夏帆君  登壇）（拍手）  

22 ◯７  番（本多夏帆君）  この１か

月、ひたすら、市民の方々、全国の方々

からの意見を聴いてきました。私たちは、

中立の会派として、右でも左でもない市

民の声を代弁することを念頭に、今回の

条例案に反対します。この 15分はどうか

私たちの話を聞いてください。  

  私たちが考える主な問題点は３つで

す。  

  第１に、住民投票制度そのものにつ

い て の 市 民 理 解 が 得 ら れ て い な い こ と

です。住民投票制度というものは、議会

が 機 能 不 全 に 陥 っ て い る 際 に よ り 有 効

とされる、民主主義における手法の一つ

です。この前提がある中で制度設計を行

っていくことが求められますが、今、ち

またで議論されていることは、外国人を

含めるか否か、この点ばかりです。この

点 に つ い て は 右 左 で 考 え が き っ ぱ り と

分かれている様相ですが、本来議論され

な く て は な ら な い の は 制 度 全 体 の 設 計

であり、また、本来の目的を達成するた

め に よ り よ い 内 容 と す る こ と が 求 め ら

れますが、現段階において、そこまでの

議 論 を 行 う こ と は で き て い な い に 等 し

いと思います。また、市長は先日の答弁

において、住民投票制度がここまで知ら

れていないとは思わなかった、成立後に

周 知 広 報 を 徹 底 し た い と い う 趣 旨 の 発

言をされていましたが、周知広報するの

は制度成立後ではなく前と、私たちは考

えます。  

  第２に、この条例の制定過程におい

て、リスクマネジメントが不足している

点です。私たちの会派は、第六期長期計

画の流れから、今回外国人を含めること

に つ い て 否 定 す る も の で は な い と い う

考えをベースに、３月の骨子案から市民

の動向を見てきました。３月、８月と、

ど ち ら の 市 民 意 見 交 換 会 に も 参 加 し た

唯一の議員が私ですが、この要件が設定

された経緯は、これまでの武蔵野市が市

民 を 広 く 取 る 定 義 づ け を 行 っ て き て お

り、そのことから導き出した答えである

と想像しています。その点については第

六 期 長 期 計 画 や 自 治 基 本 条 例 の 議 論 か

らの経緯があり、その中での市民参加に

お い て も 丁 寧 に 議 論 し て き た 方 々 が 存

在することは事実です。そうした活動を

されてきた市民の方々や、向き合ってき

た市の職員に対し、感謝と敬意を表しま

す。  

  その一方で、本来リスクマネジメン

トとして考えるべきは、市側の説明にあ

るように、「特定の意図を持った集団」で

あり、それは日本人であっても外国人で

あっても変わりません。何か悪いことを

する人は国籍など関係なく、その個人が

悪い、それだけです。民主主義において

実際に不正の歴史はあり、それに対して

ど こ ま で リ ス ク マ ネ ジ メ ン ト を 行 う こ

とができるか、それを踏まえた条例の中

身と規則が求められます。このことは３

月 か ら の 議 員 に 対 す る 意 見 募 集 に お い

ても何度も申し上げてきたことですが、

今のところ、私たちの意見による修正や

対応はなく、細かいことは制定後にとさ

れていると思います。しかし、これだけ

思 想 に よ り 意 見 が 真 っ 二 つ に 分 か れ る

提案をする中で、どちらかに寄せた内容

を設定するのであれば、それこそバラン

スを取る、あるいはリスクヘッジをし、

完 全 な る 納 得 は 得 ら れ な く て も こ れ だ

け は や り ま し た と 説 明 す る 責 任 が あ る

と思います。ここが今回の案の実現可能

性 を 最 も 損 ね て し ま っ た 部 分 で は な い

でしょうか。そもそも市民の定義を広く

取ったのですから、その広い市民に対し、

複 数 の や り 方 を 組 み 合 わ せ て で あ っ て

も、公平に意見を発する機会をつくるこ

と が 本 来 の 目 的 か ら 求 め ら れ る こ と で

あり、この住民投票制度で国籍だけがク

ローズアップされてしまったのは、公平

性を担保する全体的な提案がなく、リス

ク へ の 対 策 不 足 が 原 因 と し て 大 き い と

思います。  

  第３に、政策目的と手段、プロセスの

妥当性、そして優先順位です。この制度

は何のために制定するのでしょうか。本

来の目的は、市民自治の推進です。今、



22 

武 蔵 野 市 が 抱 え て い る 市 民 自 治 の 課 題

については、第六期長期計画でこのよう

に述べられています。引用します。「本市

の 市 民 自 治 に よ る 市 政 運 営 や 共 助 の ま

ちづくりは、活発な市民参加と協働の取

組みにより支えられてきたが、参加する

市民の固定化に伴い、市民参加の裾野の

拡大が課題となっている。高齢世代のほ

か、まちの将来の担い手として期待され

る若者、子育て世代、転入者等の市政や

地域への参加を促し、その活動を支援し

て、地域への愛着を高め、市民自治によ

るまちづくりの発展を図る。より丁寧で

効果的な市民参加手法を整え、市民・市

民 団 体 を は じ め と す る 様 々 な 主 体 と の

連携・協働の取組みを推進していく」。引

用を終わります。この内容に沿い、一つ

一 つ 計 画 的 に 施 策 を 打 ち 出 し て い く こ

とは理解できます。しかし、そもそも課

題となっている「参加する市民の固定化」

の部分、これを打開することなく施策を

打っていったら、どうなると思いますか。

今がその答えではないでしょうか。計画

な ど の 策 定 委 員 会 の メ ン バ ー は 有 識 者

を 含 め 同 じ 方 ば か り に な っ て い ま せ ん

か、市民意見交換会や意見募集は多様な

方 が 参 加 で き る よ う に し て い ま す か な

どと、私たちはこの２年半繰り返しお伝

えをしてきました。  

  そして、プロセスにおいて、計画にの

っとり事業を行っていく中で、コロナ禍

で は 事 業 の 見 直 し な ど も 多 数 行 わ れ て

きました。そうした有事の際に見直しを

することは大変大切ですが、こうした制

度を制定するに当たり、途中で様々な意

見 が 出 て き た と き に ど こ か で 立 ち 止 ま

ることはできないのでしょうか。私は２

回 と も 意 見 交 換 会 に 参 加 し た と 言 い ま

したが、立ち止まることができたなら、

そ れ は ８ 月 の 意 見 交 換 会 だ っ た か な と

いうふうに考えています。参加者は 10名

と少なかったものの、賛否両論、そして、

な ぜ 今 な の か と い う 優 先 順 位 を 問 う 意

見は出ていました。これはその後のパブ

リックコメントにおいても、言うならば

当 初 ３ 月 の 意 見 募 集 や 無 作 為 抽 出 ア ン

ケ ー ト で も 反 対 意 見 が 出 て い た の は 事

実です。多様な意見が出てきたときにそ

の ま ま 突 き 進 む こ と が 本 当 に 望 ま し い

のか、今回のことで分かったと思います

し、分かってほしいです。これは先日の

吉 祥 寺 東 部 ま ち づ く り の 件 で も 起 き た

ことで、市民とのコミュニケーションが

不足した結果生じるのは、まちの中にお

ける分断です。こんなことを市民は望ん

でいません。  

  市民の方の中には、自分は反対だけ

れども、きちんと議論した上で賛成に決

まるならそれでもいいという意見や、今

回 ク ロ ー ズ ア ッ プ さ れ る こ と に な っ て

し ま っ た 外 国 に ル ー ツ を 持 つ 方 々 に も

様々な考えがあること、また、中学生か

らも、自分たちは何も知らされていない、

議 論 に 加 わ り た い と い う 声 な ど を も ら

いました。一方で、話を聞いてほしいと

いう中で、対話にならないケースも多数

ありました。最もよくないのは、ずっと

話題になっていますが、ヘイトスピーチ

です。「ヘイトスピーチ  許さない！」の

ポスターが庁内にあるので、ホームペー

ジを見てみると、民主主義社会とヘイト

スピーチという、分かりやすいコラムが

ありました。例えば、生徒会で役員を選

ぶといったとき、以下引用ですが、「もし

意 見 の 対 立 す る 相 手 方 や グ ル ー プ に 対

し、一方的にクラスから排除することを

主張したり、危害を加えるようなことを

言って脅したり、著しく見下すような悪

口を言うなどして、その人格を攻撃する

という人が出てきたとしたら、どのよう

な事態が生じるでしょうか。個々の児童

や生徒の人格や尊厳が深く傷つけられ、

場合によっては、非難の応酬や、あるい

は沈黙が生まれ、クラスの中に回復し難

い分断が生じてしまい、正常な議論や討

論はできなくなることでしょう。（中略）

選挙運動の自由や、表現の自由という大

切な権利も、その使い方を誤ると、その

基 と な る 民 主 主 義 そ れ 自 体 を 壊 し か ね

ず、そうなれば、表現の自由の行使それ

自 体 が 危 ぶ ま れ る 事 態 に つ な が り か ね

ません」。引用を終わります。このことは、

考えを伝え合う中で、守らなくてはいけ

ない大切な一線です。この間議論する中

で、一人一人がこのことを全うできてい

たでしょうか。  

  さて、法的な解釈論において、時の判

断を下すのは裁判所です。今回の説明の

中で、合理性という言葉が散見されまし

たが、こうした解釈を生む言葉は、結局

のところ、意見を一つにまとめることは

できません。法解釈は論が立てば成り立

つのですから、ある意味、自由です。そ

れぞれが考え、それぞれの結論を導き出

すものです。市もそうしたわけですが、

賛 成 派 も 反 対 派 も そ れ ぞ れ の 論 を 立 て
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ました。このことについて互いに論戦を

することはすばらしいことですが、相手

に対して裁定を下すのは自分ではない。

論が成り立っているなら、それは互いに

尊重すべきものです。時の判断と言いま

したが、裁判も多数決、政治もこうして

多数決です。正解は分からない。絶対は

ない。だからこそ対話が必要で、どのよ

うな前提条件に立っているのか、どのよ

うな背景なのか、そんなに単純な話では

ないと思っています。今回はあまりに論

点が単純化され、自分とは異なる考えを

否 定 す る と い う こ と が 目 的 化 さ れ て し

まったように感じ、とても残念に思って

います。  

  中立派の会派として、これまで市長

の 提 案 で あ る パ ー ト ナ ー シ ッ プ 制 度 や

子 ど も の 医 療 費 助 成 の 拡 大 な ど 賛 成 を

してきました。それは、そのことがまち

の 中 で ポ ジ テ ィ ブ な 機 運 の 醸 成 に つ な

がると考えたからです。しかし、今回の

案 と 今 の 状 況 で こ れ を 可 決 す る こ と に

よって、武蔵野市が目指す多様性を認め

合 う ま ち づ く り が 推 進 さ れ る と は 思 え

ません。また、自分が推進したい案なら

手続論は甘く、反対したい案なら厳しく

という姿勢は一貫性がないことからも、

この決断へと至りました。この条例案が

通らなかったらどうなるのですかと、以

前に職員の方に聞いたことがあります。

私 た ち は こ の 制 定 過 程 を 見 守 っ て き た

立場から、反対という意思を表明するこ

とは大変苦しいことであり、合意形成を

していくことについて、自分たちにも非

がないとは言えないと思っています。そ

れでも今回勇気を持って、初めてブレー

キを踏むことを決めました。そこには、

職員の方の、もしこれが駄目になっても

またきちんとやり直すだけですという、

強い、頼もしい言葉があったからです。

私 た ち も ま た 一 緒 に 頑 張 ら せ て い た だ

きたいと心から思っています。  

  最後にお願いがあります。市民を含

む全国の皆さん、そしてメディアの皆様

へ。今回、武蔵野市のこの条例の結論を

見て、外国人の部分だけを取り上げて争

点にしないでください。条例案を検討す

るということは、その１点だけで結論づ

けられるものではなく、様々な視点によ

って結論が導かれます。各議員の出した

結論には、このようにそれぞれ理由があ

ります。そこをぜひ捉えて今後も議論を

していただきたいです。  

  そして、市民の皆様へ。これで終わり

にしないでください。今回特に御意見を

いただく中で気になっていたのは、これ

ま で は 市 に 全 て お 任 せ を し て き た が 今

回は意見を言いたい、特に、ちょっと待

ってという声が多かったことです。私た

ち は 、 今 回 市 政 に 興 味 を 持 っ た と い う

方 々 と 武 蔵 野 市 の つ な が り を 失 い た く

ない、そう思ったことからもこの結論を

選びました。信頼して任せる、確かにそ

れも大切なことです。しかし、この地域

の投票率を見ても 40％台、多くの方が市

政 に 対 し て あ ま り 関 心 を 寄 せ ら れ て い

ないように見受けられます。そういった

状況の中で、市役所の方々も、そしてこ

れまで地域で活動されてきた方々も、一

生 懸 命 に や ら れ て い る こ と は 事 実 だ と

私たちは思っています。市政というのは、

市民のためのものです。できる限り多く

の市民が関わっていかなくては、議論は

充実していきません。暮らしの中で余力

が あ る よ う で あ れ ば ぜ ひ 関 わ っ て い た

だきたいですし、そうでなくても、まず

情報を受け取ること、そして対話をする

ために、市民の声を聴き、このまちの未

来を考えるために、議員がまちの中に 26

人います。政治の話はタブーではありま

せん。自分たちが暮らす目の前の、足元

の話です。ぜひこれからも関わっていた

だきますようにお願いして、本条例案に

対し、反対の討論といたします。  

  なお、関連する次の陳情につきまし

ては、私たちが前述したように、外国人

を 含 む 要 件 に つ い て は 否 定 す る も の で

はなく、もっと議論したいというふうに

考えることから、前提となる部分で多少

異なる考えを持っていますが、趣旨とし

て 本 条 例 案 を 再 検 討 す る と い う 部 分 に

は賛同するため、採択の立場を取ります

ことを併せて申し上げておきます。  

  以上です。  

（１１番  落合勝利君  登壇）（拍手）  

23 ◯１１番（落合勝利君）   それで

は、ただいま議題となっております議案

第 52号  武 蔵 野 市 自 治 基 本 条 例 の 一 部

を改正する条例、議案第 53号  武蔵野市

住 民 投 票 条 例 の 委 員 長 報 告 に 反 対 の 立

場から討論いたします。  

  今議会で提案されました住民投票条

例につきましては、代表質問でも取り上

げさせていただいたとおり、なぜこのタ

イミングでの提案になったのか、理解に

苦しむと述べさせていただきました。昨
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年４月に自治基本条例が施行され、その

中 で 住 民 投 票 条 例 が 位 置 づ け ら れ た こ

とには賛成もしておりますし、その後、

住 民 投 票 条 例 の 策 定 に 向 け て 努 力 さ れ

て き た こ と に つ い て は 理 解 を し て い ま

す。しかしながら、昨年来のコロナ禍に

よって、一番重要な、市民に対する理解

を 得 る 作 業 は 大 変 に 困 難 で あ っ た と 受

け止めております。決算委員会でも議論

させていただきましたが、昨年は自治基

本 条 例 の 理 解 を 深 め る シ ン ポ ジ ウ ム な

ども予定されておりましたが、コロナ禍

によって代替の事業となりました。本来

であれば、市民参加の重要な柱である住

民 投 票 制 度 を こ う し た 場 に お い て 説 明

をし、御意見をいただきながら理解を深

めるべきであったろうと考えると、大変

に残念に思えてなりません。  

  市民周知という面から申し上げれば、

動 画 の 作 成 や 無 作 為 抽 出 の ア ン ケ ー ト

の実施もされ、こうした努力は評価でき

るものと考えています。しかし、市民理

解 が ど れ だ け 深 ま っ た の か と い う 面 か

らは、やはり不十分であったと言わざる

を得ません。市長からは、条例制定後に

丁 寧 な 説 明 を 行 う と い う 趣 旨 の 御 答 弁

がありましたが、市民にとって重要な制

度となる本条例を先に決めて、後で説明

するというのは、進め方としていかがな

ものでしょうか。そうした観点から質疑

もさせていただきましたが、やはり拙速

さを払拭するには至りませんでした。  

  条例案の中身についてですが、総務

委 員 会 の 場 で も 何 点 か 懸 念 さ れ る 点 を

申し上げました。１点目は、外国籍市民

の投票権についてであります。私ども公

明党の基本的なスタンスとして、住民投

票 権 と は 直 接 関 わ る も の で は あ り ま せ

んが、外国籍市民の地方参政権を認める

ことを主張してまいりました。ただし、

様々な課題があることを認識する中、永

住 外 国 人 へ の 付 与 と い う 一 定 の 要 件 を

示した上で、広く国民の理解を得ていく

取組を重視しております。今回の住民投

票 権 の 外 国 人 に 対 す る 要 件 に つ い て は

一定の理解をするところですが、やはり

市 民 の 理 解 が 深 ま っ て い な い も の と 受

け止めています。内外の賛否に対する声

も、参政権の付与と混同しており、この

点 の 裏 づ け に な っ て い る も の と 考 え ま

す。  

  ２点目は、武蔵野市の権限に属さな

い事項のただし書部分であります。この

条項については、説明を伺う限り、住民

の 意 思 を 明 確 に し よ う と す る と の 趣 旨

は分かりますが、解釈の幅が広く受け取

られかねないのではないでしょうか。  

  また、３点目に、市政に関する重要事

項についても、市長の権限で住民の意思

を 確 認 す る か ど う か の 決 定 が な さ れ る

よ う に 解 釈 で き て し ま う 点 も 大 き な 懸

念であります。これらの懸念される点に

ついても、前段でも申し上げたとおり、

多くの市民の理解に至っておりません。 

賛否はともかく、まずは本市の市民参加

の在り方を理解していただき、その柱で

あ る 住 民 投 票 制 度 を 理 解 し て い た だ く

ことが大切であります。そうした観点か

ら、いましばらくの時間が必要、今議会

で の 制 定 は 時 期 尚 早 で あ る と 判 断 し ま

したことを申し上げ、反対の討論とさせ

ていただきます。  

24 ◯議  長（土屋美恵子君）  お静か

にお願いいたします。  

 

（１２番  内山さとこ君  登壇）（拍手） 

25 ◯１２番（内山さとこ君）  新型コ

ロ ナ ウ イ ル ス の 陽 性 者 数 が や や 鎮 静 化

し、ようやく日常の市民生活を取り戻す

ことができつつあったこの 11月中旬、こ

の 武 蔵 野 で 別 の 流 行 病 の よ う な 騒 ぎ が

にわかに広がり始めました。黒塗りの街

宣 車 が 朝 か ら 大 音 量 で 住 宅 街 を 走 り 回

り、そして、吉祥寺駅をはじめ、まちな

かで、また、ＳＮＳ上で、外国籍住民を

排 除 す る よ う な 言 説 を 振 り ま く 示 威 行

動が繰り広げられ、もはや一武蔵野市の

住 民 投 票 条 例 の 問 題 で は な く な っ て し

まいました。それは先ほどワクワクはた

ら く の 本 多 夏 帆 議 員 が 指 摘 さ れ た こ と

でもあります。一体誰が何のために、本

当の目的は一体何なのでしょうか。  

  多様性を認め合い、尊重し合う平和

な 社 会 の 構 築 を 目 指 し て き た は ず の 武

蔵野市が、目指す方向とは真逆の対立や

分断の火種となってしまったことは、武

蔵 野 市 議 会 の 一 員 と し て 痛 恨 の 極 み で

す 。 本 市 に 関 わ り の あ る 外 国 籍 市 民 の

方々、そして、日本各地のコミュニティ

で国籍にかかわらず交流・生活している

方々、さらにもっと言えば、海の向こう

で は 外 国 人 と し て 扱 わ れ 生 活 し て い る

日 本 ル ー ツ の 方 々 が ど れ ほ ど 不 快 な 思

いをされているか、不当な扱いをされて

はいないかと想像すると、暗たんたる思

いになります。  
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  武蔵野市の住民投票条例については、

今年２月１日、総務委員会に骨子案につ

いて行政報告された際、１、条例の検討

過程について、２、主要な論点と考え方

について、３、パブリックコメントや市

民意見交換会、市議会議員、職員からの

意見募集について、そして、４、今後の

スケジュールの説明がありました。他自

治 体 の 先 行 事 例 や 根 拠 と な る 自 治 基 本

条例の検討過程の意見など、様々なデー

タを添えて、主要な論点をどのように検

討 し て き た か を 示 す 凝 縮 し た 内 容 で し

た。これは当時の与座委員も高く評価さ

れていたと記憶しています。私も当時、

総 務 委 員 と し て 幾 つ か 課 題 を 指 摘 し た

中で、最も重要な点と考えたのは、先ほ

ど質疑をした請求要件、必要署名数が投

票資格者の４分の１という点です。残念

ながら、この点は条例審査の中でも大き

な争点にはなり得ませんでしたが、先ほ

ど質疑させていただいたように、現状の

人口に比し ておよそ ３万 2,000筆という

の は あ ま り に ハ ー ド ル が 高 い の で は な

いかということを、今年度予算の施政方

針 に 対 す る 代 表 質 問 で も 指 摘 さ せ て い

ただいたところです。制度の濫用を防ぎ、

外国籍市民というよりも、特定の集団が

意 図 し て 投 票 結 果 に 影 響 を 与 え る こ と

のないよう、請求要件、成立要件ともに

高く設定することになりましたが、市民

参加が進んだ、いつの日にか、この要件

が 緩 和 さ れ る 日 も 来 る で あ ろ う と 思 い

ます。同じく、骨子案の段階で課題を指

摘した、市長等の情報提供の際の中立性

の保持は、努力規定から義務規定に見直

していただきました。他自治体の事例を

踏まえ、住民投票の成立、不成立にかか

わらず、開票すると明文化したことも評

価しています。なお、18歳以上とする年

齢 要 件 に つ い て は 引 下 げ の 意 見 も あ る

ようですが、これは現在策定が進められ

ている（仮称）子どもの権利条例の検討

の過程で、子どもの意見表明権について

の 議 論 を 十 分 に 尽 く し て い た だ き た い

と考えます。  

  さて、今回の条例提案で最大の関心

を 呼 ん だ 外 国 籍 住 民 の 投 票 資 格 に つ い

ての論点は、さきの議案審査が行われた

総務委員会で、憲法との関係、最高裁判

決との整合など、法的議論は尽くされた

こ と が 総 務 委 員 長 の 報 告 で よ く 分 か り

ました。すなわち、住民投票条例でいう

投票とは、地方自治法、公職選挙法に基

づ く 長 や 議 員 な ど 人 を 選 ぶ 選 挙 と は 異

なり、意思を表明するもの。つまり、参

政権というよりも、憲法第 16条の請願権

に近いということ。さらに、最高裁判決

で、これは道場委員が引用していた最高

裁判決でもありますが、基礎自治体の住

民 投 票 条 例 に 関 し て 在 留 外 国 人 の 参 加

は 憲 法 上 禁 止 さ れ て い な い こ と な ど が

確認されました。今、道場委員もうなず

いていらっしゃいます。この質疑での答

弁に対して、永住外国人、特別永住外国

人 の 方 々 が 原 告 で あ る 裁 判 で あ っ た こ

とから、最高裁判決にはそのような書き

込みもございますが、最高裁の判決は、

基礎自治体の住民投票条例に関して、在

留 外 国 人 の 参 加 は 憲 法 上 禁 止 さ れ て い

ないということなのです。ぜひ所属政党

の首相に倣って、答弁にも聞く耳を持っ

て い た だ き た い と い う ふ う に 私 は 思 い

ます。  

  言うまでもなく、本条例の根拠は昨

年 ４ 月 施 行 さ れ た 武 蔵 野 市 自 治 基 本 条

例にあります。同条例第２条で定めた市

民の定義は、市内に住民登録のある人だ

けでなく、在学在勤も含む個人や団体と

し、国籍について定めはありません。引

き 続 き ３ か 月 以 上 在 住 す れ ば 投 票 資 格

を得ることに否定的な意見の方は、では

在留期間が何年ならよいのか、もしくは

永住外国人ならよいのか。そうした具体

的な提案があるのであれば、我々議会の

委 員 会 の 審 査 の 中 で 一 部 修 正 提 案 も あ

るのではないかと、議論の行方を注視し

ておりましたが、そのような提案には至

りませんでした。外国籍住民にのみ在留

要 件 な ど の 要 件 を 認 め る こ と に は 明 確

な 合 理 性 が な い と し た 判 断 を 否 定 す る

こ と が で き な か っ た と い う こ と で は な

いでしょうか。３か月住んだだけで武蔵

野 市 の こ と が 分 か る の か と い う お 気 持

ちは理解します。では、新たな土地に転

居すれば、それは誰にでも当てはまるこ

とではないのでしょうか。国籍を問わず、

在 留 期 間 を 追 加 せ ざ る を 得 な く な り は

しないでしょうか。  

  本市では、どんなまちに暮らしたい

か、将来像を描く基本構想・長期計画が

スタートして、今年 50年、半世紀を迎え

ました。市民参加、職員参加、議員参加

で進められ、この策定過程は自治体の先

駆けとして、武蔵野市方式と言われてい

ます。そうした歴史の中で、在住市民学

者であった松下圭一さんが、自治体法務
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の重要性を指摘し、武蔵野市の総務部に

は自治法務課が設けられています。今回

の住民投票条例の検討過程では、まさに

こ の 武 蔵 野 市 の 歴 史 あ る 自 治 法 務 の ス

ペシャリストが担当し、検討に検討を重

ねてきました。今、日本では入管法の人

権侵害の実態が問題となり、また、政府

は、外国人労働者、技能実習生受入れの

分野拡大をしようとしています。これか

らますます多文化共生、コミュニティの

パ ー ト ナ ー と し て ま ち づ く り を 進 め て

いく文化の醸成が必要とされている、今

まさにこの時期に、市民自治の武蔵野市

と言われてきた、その名に恥じないよう、

自治基本条例を根拠とし、常設型の住民

投 票 制 度 と い う 市 民 の 権 利 を 広 げ る 仕

組みを整えること、そして、将来の自治

体の主権者、市民に、この多様性のあふ

れ る 市 民 自 治 の 武 蔵 野 の バ ト ン を し っ

かりつなげていきたいと思います。  

  以上、委員長報告に賛成の討論とさ

せていただきます。  

（２２番  山本ひとみ君  登壇）（拍手） 

26 ◯２２番（山本ひとみ君）  それで

は、私は、会派に属さない議員、分かち

合う経済・支え合う社会をつくる会、山

本ひとみですが、委員長報告に賛成の立

場で討論をしたいと思います。まず制度

の内容についてお話をし、それから取組

や宣伝のこともお話をし、これまでの経

過に対する評価を述べて、内容を討論し、

最 後 に 私 の 気 持 ち を お 伝 え し た い と 思

います。  

  この住民投票条例の最大の争点は、

投 票 資 格 を 武 蔵 野 市 に ３ か 月 以 上 住 む

18歳以上の市民で、国籍によらないとし

たことにあると思います。先ほどの反対

討論で、このことが中心になったという

お話がありました。実は私も、住民投票

の 制 度 と い う の は 国 籍 の 問 題 だ け で は

全くない、しかし、国籍のことも重要な

問題であると考えてきました。資格要件

以外にも、誰がこのことに対して住民投

票 を す べ き か と い う 判 断 を 最 終 的 に す

るのか、そして、どれぐらいの署名が必

要なのか、結果をどのように周知、広報

するのか、様々なテーマがあると、今で

も思います。言わば、この面については

特 定 の 人 か ら 迫 ら れ た と い う 点 を 私 と

しては感じております。  

  では、内容に入りますが、私は、国籍

によらない資格とした姿勢は、武蔵野市

において、差別や排除をよしとしない、

多様性を認め、それを生かす開かれたま

ちづくりに貢献する、今、必要な方針で

あると高く評価をいたします。３か月が

短 い の で は な い か と い う 意 見 も あ り ま

した。しかし、これは国籍の問題ではあ

りません。人それぞれ地方自治の関心や

参加の度合い、あるいは言葉の問題とい

うのは、それぞれ違いがあって当然です。

ほかにも、この条例が常設型の住民投票

を規定して、議会の議決を経ることなく

住 民 投 票 が 可 能 で あ る と い う こ と は 重

要なことだと思います。長や議会が住民

と意見を異にする場合もありますし、選

挙と選挙の間に新しい事態が発生して、

そ れ に 対 し て 住 民 投 票 の 形 で 意 見 表 明

をするということもあり得ます。実際に、

直 接 請 求 で 住 民 投 票 を 訴 え た こ と も あ

りました。武蔵野市の例はかなり前です

けど、私はそれに賛成でしたが、議会で

否決されました。また、他市でこうした

直 接 請 求 で 住 民 投 票 を 要 望 し た 場 合 に

議 会 で 否 決 を さ れ る と い う こ と が 実 際

に最近でもあるわけですから、常設型を

つ く っ て お く と い う 意 味 は 大 変 重 要 だ

と私は思います。そして、その後、住民

投 票 の 結 果 が 実 行 さ れ る か ど う か と い

うのは、まずは資格がある人の署名を全

体の４分の１以上集め、そして住民投票

を実施して、さらにその過半数を獲得し、

そ の 内 容 を 議 会 が 議 決 を し て 実 行 す る

という段取りになりますので、かなりハ

ードルがある状況ではあります。  

  住民投票の対象となる重要事項につ

いても、今日は様々に反対討論の中では

お話があります。例えば、この条例の第

４条、市政に関する重要事項は、「武蔵野

市及び市民全体に影響を及ぼす事項で、

住 民 に 直 接 そ の 意 思 を 確 認 す る 必 要 が

あると認められるものとする」とありま

して、次の（１）に「武蔵野市の権限に

属さない事項。ただし、住民全体の意思

として明確に表明しようとする場合は、

この限りでない」ということに対して市

政に関する重要事項としないという、ネ

ガ テ ィ ブ リ ス ト と な っ て い る 条 項 も ご

ざいます。そして、この場合、行政がテ

ー マ と し な か っ た 場 合 に は 救 済 措 置 と

か反論ができる場が必要ですけれども、

そ れ は こ の 前 の 総 務 委 員 会 の 質 疑 の 中

で担当部長から、行政不服審査会である

ということが明らかになりまして、これ

に つ い て 私 も 注 目 を し て い る と こ ろ で

あります。また、住民投票に関わる運動
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に 関 し て 極 力 規 制 を 少 な く し た い と い

う、そういう答弁もあったことも私は評

価をしているところでございます。です

から、この条例は国籍の問題だけではな

くて、全般的なテーマについてよく考え

られた条例であると思います。  

  さて、私の取組のことについて申し

上げたいのですが、外国籍の住民は、11

月 １ 日 現 在 で 、 武 蔵 野 市 の 人 口 14 万

8,142人のうち、約２％の 3,098人となっ

ています。身近なところでも、コンビニ

のレジや飲食店のサービス、介護、工事、

解 体 の 現 場 で 働 い て い る の を 日 常 的 に

見 て き た 方 が 多 い の で は な い で し ょ う

か。また、私は大人食堂でボランティア

を何回かしましたが、外国籍住民の困難

は 新 型 コ ロ ナ 災 害 の 下 で さ ら に 深 刻 化

していると感じました。働く場所や生活

資金は細り、歯科治療やがん検診も難し

くなっている方のお話を伺っています。

また、宣伝としては、私はできる限り市

民 団 体 の 住 民 投 票 条 例 賛 成 の 宣 伝 に 参

加をし、私自身も 11月 20日から昨日まで、

可能な限り宣伝をしてまいりました。そ

うした中で、12月 19日には、オーストラ

リ ア か ら 留 学 さ れ て き た 22歳 の 方 と 武

蔵境駅の南口でお会いして、話ができま

した。この方は、武蔵野市の住民投票条

例案を支持して、大変期待をしていると

いうことでした。ですから、外国籍住民

は前よりも格段に身近な存在ですし、今

後の日本社会を考えても、より人権を保

障していく、そのことが大事だと思って

います。入管体制や賃金等の労働条件も

含めて見直しをして、人権尊重を政府も

やっていただきたいと思っております。 

  さて、これまでの経過なのですけれ

ども、これまでの経過について、なぜこ

のタイミングなのかとか、拙速ではない

かという意見がありますが、行政は市民

参 加 の 十 分 な 手 だ て を 講 じ て き た と 思

っています。私にとっても、この人権尊

重 や 差 別 解 消 は 極 め て 大 き な テ ー マ で

す。2019年４月の選挙では、私は、人権

を尊重し、誰も排除しないまちづくりの

中で、年齢、性別、国籍、性的指向、性

自認、出自、障害のあるなしにかかわら

ず、全ての市民が個性と人権を尊重され

るまちをと訴えてきました。議会での審

議といえば、邑上市長の時代から議会で

検討が続けられ、2016年 11月から 2018年

９月までは自治基本条例（仮称）に関す

る懇談会も開かれ、2020年３月にこの条

例が全会一致で可決をされました。私自

身は、この自治基本条例に関する意見の

中でも、常設型の住民投票制度を条例に

よって設置することを支持する、住民投

票 の で き る 市 民 に は 定 住 外 国 人 も 含 む

べきと考える、結果は成立しない場合で

も公表すべきと考えると書きました。こ

う し た 意 見 は 現 在 の 住 民 投 票 条 例 案 に

盛り込まれていると考えています。そし

て、この住民投票条例案の骨子案、素案

ともに、総務委員会での行政報告、パブ

リックコメント募集、職員や議員からの

意見聴取などを経ています。  

  骨子案の主要な論点にも、投票資格

者、外国籍住民の取扱いは明記をされて

おりました。私は、この骨子案に関して

は、大きな反対の声があったということ

は聞いておりません。その後の市民から

のアンケート調査も、意見のある人から

聞くのではなくて、無作為抽出という方

法で 2,000名に送って いますが、 これは

法的にも十分な数とされており、ここで

73.2％ の 市 民 が 外 国 籍 住 民 を 投 票 資 格

に 加 え る こ と に 対 し て 賛 同 し た と い う

ことは、極めて大切な、重い事実だと私

は思います。何より、10月３日投開票の

武蔵野市長選挙において、松下玲子候補

のチラシには、常設型住民投票制度を確

立しますとの文章があり、私自身も選挙

カーで訴えました。あと２名の候補者の

方のチラシに関しては、残念ながら、私

が見るところ、こうした記載はありませ

んでした。ですので、11月の中旬に反対

の声が突然大きくなったときに、そして

市 議 会 議 員 や 元 市 議 の 方 か ら も 反 対 の

声があったときには、私は大変唐突に感

じたものです。  

  内容に関して申し上げますと、総務

委員会においても質疑がありましたが、

乗 っ 取 ら れ る と い う よ う な 意 見 が あ り

ましたけれども、一体誰が乗っ取るのか。

３か月間、衣食住を保障して、そして住

民参加の目的で引っ越して、どこに住む

のか。こうした点は大変荒唐無稽だと言

わざるを得ません。また、外国籍住民と

日 本 人 の 住 民 投 票 資 格 を 定 め た 大 阪 府

豊中市、神奈川県逗子市でも、外国籍住

民が増えて、乗っ取られたり、市政がゆ

がめられたということはありません。参

政権の関係においては、衆議院の法制局

の 見 解 を 自 民 党 の 国 会 議 員 の 中 で 記 し

た方がいますけれども、これはその方が

自 分 の 意 見 の 補 強 の た め に 法 制 局 の 見
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解を利用したもので、間違った態度であ

り、衆議院の法制局は特定の見解に対す

る 評 価 を 表 明 す る 立 場 に は な い と い う

こ と が 今 日 も 明 確 に な っ た と 私 は 思 い

ます。さらに、外国籍住民の権利に関し

ては、1995年の最高裁の判決についても

ありましたが、この判決は地方参政権の

付 与 が 憲 法 上 禁 止 さ れ た も の で は な い

ということを規定したものですので、こ

れ も 再 度 申 し 上 げ て お き た い と 思 い ま

す。参政権は国会で法律によって決めら

れる権利であり、ですから、幾つかの政

党が地方参政権について検討したり、提

案をしているわけです。住民投票制度は

自治体で決定する、そういうことも確認

をしておきたいと思います。  

  最後に、政治家にとって、住民の声と

ど う 向 き 合 っ て い く か に つ い て 申 し 上

げます。私のところにも、様々な意見が

メ ー ル や 電 話 や フ ァ ク ス や お 手 紙 や は

がきでありました。住民の中にはいろい

ろな気持ちがあると思います。長く地域

で頑張ってきた人も、それから、武蔵野

に 引 っ 越 し て き て ３ か 月 た っ て 資 格 を

得た方も、共に排除をしない姿勢が大切

です。そして、入れる気持ちがあった場

合には、その気持ちが差別や排外主義に

つ な が ら な い よ う な 発 言 や 行 動 が 必 要

であると私は思います。ですから、様々

な 形 で 信 頼 関 係 を 草 の 根 の 市 民 の 中 で

広 げ て い く と い う こ と が 極 め て 大 事 だ

と私は痛感をいたしました。この点で、

あ る 団 体 の 12月 ２ 日 付 の 市 政 レ ポ ー ト

で、子どもたちは大丈夫なのとか、治安

は 悪 化 し な い の と い う 意 見 を 書 い た レ

ポートがありますけれども、そんなこと

はないと私は思います。条例可決によっ

て 治 安 が 悪 く な る こ と は 考 え ら れ ま せ

んし、私は、外国籍住民との触れ合いの

場、実情を理解し得る場がさらに広がっ

ていけばいいと思います。この条例の成

立で、武蔵野市が、多様性を生かし、寛

容で自由な、誰をも排除しない開かれた

社 会 を 進 め て い く こ と に つ な が る と 考

えまして、賛成の討論といたします。  

27 ◯議  長（土屋美恵子君）  先ほど

から何度も申し上げていますが、拍手は

おやめください。傍聴者の方に再度申し

上げます。お気持ちは分かりますけれど

も、拍手のほうは御遠慮ください。  

（１４番  藪原太郎君  登壇）（拍手）  

28 ◯１４番（藪原太郎君）   それで

は、立憲民主ネットを代表して、議案第

52号  武 蔵 野 市 自 治 基 本 条 例 の 一 部 を

改正する条例、議案第 53号  武蔵野市住

民投票条例について、委員長報告に賛成、

両議案に賛成の立場で討論を行います。 

  このたびの議案上程に当たり、市内

では、その賛否をめぐった様々なデモ活

動などが行われました。その中でも、一

部 の 過 激 な 言 動 に 不 快 な 思 い や 恐 怖 を

感 じ た と い う 市 民 の 方 の 声 を い た だ い

ており、非常に残念に思います。一方で、

そ う し た 事 態 を 防 ぐ こ と が で き な か っ

たことは、我々議会も含めて、市政に関

わ る 者 と し て 反 省 を し な け れ ば な ら な

い、そのように感じています。  

  議案審査では、市内外の多くの方か

ら い た だ い た 御 意 見 も 参 考 に し な が ら

審査に臨みました。住民投票条例につい

ては、令和２年３月に全会一致で可決し

た自治基本条例第 19条に基づき、本市に

お け る 市 民 自 治 の さ ら な る 推 進 を 目 的

として、二元代表制を補完する常設型の

住民投票制度を確立するため、検討が進

められてきました。そして、令和２年 12

月には検討委員会の設置、翌２月には骨

子案の公表、市議会議員との勉強会、パ

ブリックコメントの募集、市議会各会派

及び市職員からの意見聴取、３月には市

民意見交換会、無作為抽出市民アンケー

トの実施、そして市長選挙を前にした８

月には、素案の公表、議会への行政報告、

パブリックコメントの募集、市民意見交

換会、市議会各会派及び市職員からの意

見聴取が行われました。  

  質疑の中では、これまでにないほど

丁 寧 に 慎 重 に 進 め ら れ て き た こ と が 明

らかになりました。また、無作為抽出市

民アンケートについては、サンプル数が

少ないとの声がありましたが、総務省の

統計局の見解に基づき、必要十分な回答

数 が 得 ら れ て い る こ と も 確 認 す る こ と

ができました。一方で、市の情報発信に

ついては、市報の全戸配布やＳＮＳなど、

現 時 点 で 考 え ら れ る 限 り の 方 策 は 行 っ

ているものの、全市民に届いているかと

まで言われれば、この条例に限らず、全

ての事案において言えることであり、よ

り 一 層 の 周 知 に つ い て は 全 体 的 な 検 討

を し て い か な け れ ば な ら な い と 感 じ て

います。  

  次に、住民投票を行うに当たり、リス

クはないか、確認を行いました。これら

のことについても、メール、電話、ファ

クス、ＳＮＳなどを通じて、市内外の方
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か ら 大 量 の 様 々 な お 声 を 聴 か せ て い た

だいています。例えば、住民投票を行う

こ と で 誰 か の 権 利 を 不 当 に 侵 害 す る こ

とはないか、特定の思想や地域に不利益

を押しつけるようなことはないか、特定

の考えを持つグループが大挙して転入、

恣 意 的 な 住 民 投 票 が 行 わ れ る こ と は な

いか。こうした懸念については、質疑の

中 で 根 拠 を 示 さ れ た 上 で 明 確 に 否 定 さ

れたことで、御心配をされていた皆様も

安心ができたのではないでしょうか。ま

た、公平性についても、しっかりと担保

されなければなりません。署名集めや住

民 投 票 に 関 し て 最 大 限 自 由 に 配 慮 し た

上で、公平性に留意していくとの答弁も

ありました。実施の際には、買収、強迫

そ の 他 の 不 正 な 手 段 が 行 わ れ ぬ よ う 徹

底 し て い た だ き た い と 改 め て 要 望 い た

します。あわせて、分かりやすい日本語

及 び 多 言 語 に よ っ て 中 立 な 情 報 提 供 を

行うことを強く求めます。  

  今回の件については、一部の国会議

員 な ど も 含 め た 公 人 も 荒 唐 無 稽 な 情 報

を あ た か も 事 実 の よ う に 発 信 し て い た

ことは、大いに問題があると思います。

衆 議 院 比 例 代 表 選 出 の 国 会 議 員 の 情 報

を基に、住民投票は選挙権に匹敵すると

衆 議 院 法 制 局 が 見 解 を 示 し た な ど と い

う話も他の会派から飛び出しました。産

経新聞でも同様の報道がありました。し

かしながら、衆議院法制局が特定の議案

に 対 し て こ の よ う な 見 解 を 示 し た 事 実

はなく、とんでもないフェイクニュース

で あ る こ と も 質 疑 の 中 で 明 ら か に な り

ました。最高裁判決の部分的な切取りも

行われ、根拠とするような議論もありま

した。参議院議員の公式ツイッターアカ

ウントからは、特定の国の人が８万人引

っ 越 し て き て 議 会 や 行 政 を 牛 耳 る な ど

という発信もありました。どうしてこん

な 荒 唐 無 稽 な 話 を 発 信 で き る の で し ょ

うか。そして、こうした都合のよいフェ

イクニュースの拡散力はとてつもなく、

正 し い 事 実 は な す す べ も な く 打 ち 消 さ

れていきます。本条例については、市民

に 分 断 を 生 ん だ と 評 さ れ る 方 も い ら っ

しゃいますが、その原因の多くはこうし

た情報によってもたらされたもので、拡

散 に 加 担 し た 議 員 が 万 が 一 に も い る の

であれば、猛省をしていただきたいと感

じています。  

  また、周知不足を指摘するのであれ

ば、住民投票案の中身をいち早く知って

い た 議 員 が 何 を し て き た の か が 問 わ れ

ます。市民に向けて、いつ、何をしたの

でしょうか。執行機関に説明責任を問う

のであれば、二元代表制の一翼である議

会、議員にも同様に問われることです。

課題があると主張するならば、気づいた

時点で指摘をし、改善案を示すべきです。

さらに言えば、2018年以来、足かけ３年

に わ た っ た 自 治 基 本 条 例 の 議 論 の 中 で

指摘し、改善策を提示し、最善の策は何

か を 議 論 す る べ き で は な か っ た の で は

ないでしょうか。気がついていなかった

で済ませるのでは、議員としての責任を

果たしていないことになります。議会は

議事機関です。市民のための最善策を議

論する機関です。課題があったのであれ

ば、なぜ議論をしようとしなかったのか。

議事機関として何をしていたのか、議員

は何をしていたのかも問われてきます。

こ れ は 議 会 全 体 と し て 考 え な け れ ば な

りません。さらに、時期尚早を指摘する

のであれば、いつ、どのような姿になっ

たら議論をするのでしょうか。具体策を

示すべきです。全会一致で可決した議会

基本条例には、論点及び争点を明確にす

ると前文に掲げています。今回の審議で

明確化したと言えるのか。会派としては

到底そうは思えず、残念でなりません。 

  さて、これら今回の審査においては、

制定の過程、そして条例の中身について

問題はないと、会派として判断をいたし

ました。私たちは基本的に、法律や条例

を 新 た に つ く る と き は 人 を 縛 る こ と に

は抑制的、最小限であるべきで、原則と

し て 権 利 を 拡 大 し て い く も の だ と 考 え

ています。当然ながら、人権には最も配

慮をするべきです。差別はあってはなり

ません。したがって、武蔵野市に暮らす

人たちに意思表明の機会を保障する、こ

の 武 蔵 野 市 住 民 投 票 条 例 に 賛 成 を い た

します。武蔵野市の市民自治が大きく前

進することを期待しています。  

  また、この後に審議される陳受３第

19号  住民投票条例の廃案、あるいは継

続審議を求める陳情につきましては、た

だいま述べた趣旨により、反対といたし

ます。  

  以上で賛成討論とさせていただきま

す。  

（２０番  橋本しげき君  登壇）（拍手） 

29 ◯２０番（橋本しげき君）  私は、

日本共産党武蔵野市議団を代表し、ただ

い ま 議 題 と な り ま し た 議 案 第 52号  武
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蔵 野 市 自 治 基 本 条 例 の 一 部 を 改 正 す る

条 例 と 議 案 第 53号  武 蔵 野 市 住 民 投 票

条例に賛成の立場から討論いたします。 

  全会一致で制定され昨年４月に施行

さ れ た 武 蔵 野 市 自 治 基 本 条 例 の 第 19条

を一部改正し、武蔵野市住民投票条例を

制定します。住民投票条例は、いわゆる

常設型の住民投票条例として、３か月以

上 武 蔵 野 市 に 住 所 の あ る 18歳 以 上 の 市

民──外国籍も 含み ますが ──に対 し、

住民投票権を保障するものです。廃置分

合または境界変更の場合、必ず住民投票

が行われますが、それ以外にも、市政に

関する重要事項について、投票資格者の

４分の１以上の署名が集まれば、議会の

議決を必要とせず、住民投票が行われる

ものです。投票総数が投票資格者総数の

２分の１以上集まれば、投票は成立いた

します。  

  住民投票条例については、その前段

である武蔵野市自治基本条例（仮称）に

関 す る 懇 談 会 が 2016年 11月 に 設 置 さ れ

てから、５年をかけて議論がされてきま

した。この自治基本条例（仮称）に関す

る懇談会は、市議会議員２名を含む構成

であり、22回開催されています。住民投

票条例については、かなり丁寧な議論が

行われてきました。今年２月に示された

骨子案については、市議会総務委員会で

行政報告、パブリックコメントの募集、

市 議 会 各 会 派 及 び 市 職 員 か ら の 意 見 聴

取、議長主催の市議会議員との勉強会な

どが実施されました。３月には市民意見

交換会、市 民 2,000名を対象にし た無作

為抽出市民アンケートの実施、６月には

コ ミ セ ン ４ か 所 で の 意 見 交 換 会 な ど を

経て、８月に素案が示されました。この

素案に対しても、市議会総務委員会で行

政報告、パブリックコメントの募集、市

議会各会派及び市職員からの意見聴取、

市民意見交換会が実施されました。これ

らを経て、今定例会に議案として提出さ

れています。骨子案と素案それぞれにパ

ブ リ ッ ク コ メ ン ト が 行 わ れ た と い う こ

とは、条例制定の過程としては過去にあ

まり例がないと言われています。私は、

決して拙速ではなく、必要な手続を踏ん

で 丁 寧 な 議 論 が 行 わ れ て き た と 考 え て

います。  

  住民投票条例に反対する政党の方な

どは、11月になって突然、議論が拙速だ

と主張されました。拙速どころか、必要

な手順を踏んで行われてきたものです。

これほど反対するならば、なぜ 10月の市

長 選 挙 で 争 点 化 を し な か っ た の で し ょ

うか。松下市長は住民投票条例の制定を

市長選の公約に掲げていましたが、それ

にこれほど強く反対であるならば、市長

選で争点化する責任があったのは、今、

住民投票条例に反対している、別の候補

を 応 援 さ れ た 側 の 政 党 に あ る の で は な

いでしょうか。反対する自由民主・市民

クラブの対応も、支離滅裂なものでした。

11月 16日の議会運営委員会では、住民投

票条例の議案上程、総務委員会への付託

に賛成しておきながら、24日の代表質問

では以下のように主張されました。今議

会に上程するのは一旦立ち止まり、市民

の意見をしっかり聞いた上で、修正すべ

きところは修正し、再度上程し直すこと

を強く求めると述べられました。これは、

自 ら の 会 派 も 賛 成 し て 決 め た 住 民 投 票

条 例 の 今 定 例 会 へ の 上 程 と 総 務 委 員 会

へ の 付 託 を ひ っ く り 返 す こ と を 主 張 し

たものです。まさに議会運営を破壊する

も の だ と い う こ と を 強 く 指 摘 し な け れ

ばなりません。なぜこうした支離滅裂な

態度に出たのか。それは自らの主張に道

理と一貫性がないからです。私はこうし

たやり方に強く抗議するものです。13日

の総務委員会では、拙速だとして反対を

主張される議員からは、具体的にどうす

れば議論が煮詰まった、周知がされたと

い う 段 階 に な る の か に つ い て 具 体 的 な

提案は何もありませんでした。私は、市

民 へ の 周 知 が 足 り な い と い う 議 論 を 主

張される方は、ではどうしたらよいのか、

具 体 的 な 提 案 を さ れ る べ き だ と 思 い ま

す。  

  次に、今回の住民投票条例で最大の

争点となっているのが、国籍にかかわら

ず、武蔵野市に３か月以上住民登録のあ

る 18歳 以 上 の 市 民 が 住 民 投 票 の 投 票 資

格者となっている点です。私は、13日に

行われた総務委員会の質疑の中で、外国

籍 の 住 民 に 住 民 投 票 権 を 保 障 す る こ と

は 法 的 に も 実 際 上 も 何 の 問 題 も な い こ

とを多面的に明らかにいたしました。ま

ず、住民投票には、拘束型と諮問型があ

ります。拘束型の例は、地方自治法に基

づく直接請求である議会の解散、議員や

長の解職、いわゆるリコールについての

住民投票などであり、このような拘束型

の住民投票は、投票結果に法的拘束力が

ありますから、市長などは投票結果に従

わなければなりません。今回の武蔵野市
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住民投票条例のように、自治体の条例に

基づく住民投票は、諮問型の住民投票と

言われ、投票結果に法的拘束力はありま

せん。自治基本条例第 19条３項では、住

民 投 票 条 例 の 結 果 を 尊 重 す る と 規 定 さ

れています。那覇地裁の 2000年５月９日

の判決では、尊重義務規定に依拠して、

市 長 に 市 民 投 票 に お け る 有 効 投 票 の 賛

否 い ず れ か 過 半 数 の 意 思 に 従 う べ き 法

的 義 務 が あ る と ま で 解 す る こ と は で き

ず、本件住民投票の結果を参考とするよ

う 要 請 し て い る に す ぎ な い と 言 う べ き

であるとの判決が出ています。判決は諮

問 型 の 住 民 投 票 を 認 め る 立 場 に あ り ま

す。学者の通説も同じです。憲法でも地

方自治法でも、条例に基づく住民投票を

禁止する条項はありません。よって、本

条 例 案 の 規 定 は 何 ら 憲 法 上 も 法 律 上 も

問題がありません。  

  また、12月３日付の産経新聞では、武

蔵 野 市 が 条 例 案 で 日 本 人 と 外 国 人 を 区

別 せ ず に 認 め た 住 民 投 票 の 投 票 権 に つ

いて、衆院法制局が、地方公共団体の選

挙 の 選 挙 権 に 匹 敵 す る も の と な り 得 る

として、外国人参政権を代替しかねない

と い う 懸 念 を 裏 づ け る 見 解 を ま と め て

い た こ と が ２ 日 明 ら か に な っ た と 報 道

しました。同新聞のインタビューに答え

て、自民党の長島衆院議員は、法制局も

指摘するとおり法的効果だ、住民投票は

政 治 的 な 意 思 決 定 プ ロ セ ス に 影 響 を 与

えるわけで、広義の参政権に当たると述

べ て い ま す 。 私 は 、 日 本 共 産 党 の 山 添  

拓 事 務 所 を 通 じ て 衆 院 法 制 局 に 問 い 合

わせました。その結果、産経新聞の報道

に対して、正式に抗議したいぐらいだ、

複数の見解を示したのを切り取られた、

衆 院 法 制 局 と し て 一 部 の 見 解 を 助 長 す

る よ う な 発 信 は し な い と の こ と で あ り

ました。条例に基づく住民投票と選挙と

は、結果の法的拘束力など、全く違うも

のです。住民投票について、広義の参政

権だとか、実質的な参政権などと、参政

権 と い う 言 葉 を 使 う こ と で 住 民 投 票 と

選挙を混同させて、市民をミスリードし

ようとすることはやめるべきです。  

  憲法第 16条では、請願権を規定して

います。何人も平穏に請願する権利を有

しとあります。「何人も」とありますから、

通説は、請願は日本国民だけでなく、外

国 人 も す る こ と が で き る と 解 し て い ま

す。政府見解も同じです。なぜなら、請

願権は単なる希望などの表明であって、

選挙権と異なるからです。今回の住民投

票条例との関係でいうと、住民の意見表

明であり、請願権の行使と言えます。何

人も請願できるので、住民投票の対象か

ら 外 国 人 を 排 除 す る こ と の ほ う が 不 自

然です。外国人も含めて、住民投票権者

として保障するのが自然であり、まさに

日 本 国 憲 法 に か な う も の で あ る と 言 え

ます。  

  入国管理法、入国管理特例法が改正

され、外国人登録法が廃止されるととも

に、住民基本台帳法が改正され、2012年

７月９日に施行されました。これにより、

一 定 の 外 国 人 住 民 も 日 本 人 と 同 様 に 住

民票が作成されるようになりました。つ

まり、外国人の住民登録制度ができたわ

けです。外国人も住民登録されるように

なりましたので、在留カードを発行され、

適 法 に 滞 在 し て い る 外 国 人 が 把 握 さ れ

るようになりました。ですから、住民票

に 載 っ て い る 同 じ 住 民 だ と い う こ と に

なり、外国人を日本人と差別する理由は

ますますなくなってきています。３か月

の居住が駄目で、１年ならいいのか、３

年なのか、５年なのか、永住外国人なら

よいのかという線引きは、どれも合理的

な説明がつかないと思われます。  

  住民投票条例の骨子案 14ページで、

「 選 挙 は 人 を 選 ぶ 拘 束 型 の 制 度 で あ る

のに対して、住民投票は市政の重要事項

に つ い て 住 民 の 意 思 を 確 認 す る 諮 問 型

の制度であるため、性質が大きく異なり

ます。そのため、住民投票において、本

市 で 共 に 生 活 し て い る 外 国 籍 の 人 を 含

め な い と い う 合 理 的 な 理 由 は な い と 判

断しました」とあります。これは大変筋

が通った話だと考えます。外国人も同じ

コ ミ ュ ニ テ ィ に 暮 ら す 住 民 で あ る わ け

ですから、地域の問題に意見を表明する

ことができることは当然のことです。住

民 投 票 権 と 参 政 権 は 明 確 に 分 け て 考 え

るべきものです。住民投票の結果につい

て法的拘束力は持たないものの、投票結

果を尊重するとした条例案は、より進ん

だ市民参加に挑戦するまち、多様性を認

め合い、平和と文化を育むまち武蔵野を

目指す取組として、日本国憲法の趣旨を

十分踏まえたものだと考えます。  

  武蔵野市のように外国籍の市民にも

日 本 人 と 同 様 な 条 件 で 住 民 投 票 権 を 保

障 し て い る 自 治 体 は 豊 中 市 と 逗 子 市 で

あり、武蔵野市は全国で３例目だと言わ

れています。ここだけ見ると、武蔵野市
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は 全 国 で あ ま り 例 の な い こ と を 行 お う

としていると見えるかもしれません。し

かし、外国籍の方が住民投票に参加した

例はこれまでにたくさんあります。戦後、

全国で住民 投票は約 1,700件行われてい

ます。そのうち、自治体の条例に基づく

住民投票、つまり、住民投票の結果に法

的拘束力のない住民投票ですが、これは

少なくとも 428件行われています。外国

人 も 投 票 に 参 加 で き る 住 民 投 票 条 例 は

少なくとも 247件制定されており、その

うち、実際に住民投票が実施されたのは

少なくとも 197件です。つまり、全国で既

に約 200回も外国人も投票に参加した住

民投票が実施をされているのです。武蔵

野 市 は 全 国 で あ ま り 例 の な い こ と を し

ようとしているのではありません。全国

で既に行われ、多数の実績があることを、

武 蔵 野 市 で も 実 現 し よ う と い う こ と に

すぎません。住民投票条例ができると武

蔵 野 市 が 外 国 人 に 乗 っ 取 ら れ る と い う

言説がいまだにありますが、外国人も含

み過去約 200回行われた住民投票の事例

の中で、外国人に乗っ取られた自治体が

あるなら、１つでも例を挙げるべきだと

思います。挙げられるわけがありません。 

  この間、右翼団体が市内に押し寄せ

て、反対を主張していますが、こうした

威 圧 的 な や り 方 に 屈 す る こ と が あ っ て

はなりません。無理が通れば道理引っ込

むということがあってはなりません。反

対を主張してきた議員の方々も、その論

拠は既に失いました。住民投票条例は、

全 会 一 致 で 制 定 さ れ た 自 治 基 本 条 例 第

19条によって、制定が予定されているも

のです。住民投票条例は制定することに

なっているのです。ぜひ時間をかけて議

論 し て き た こ の 住 民 投 票 条 例 を 必 ず 制

定させようではありませんか。  

  以上で議案第 52号と議案第 53号に賛

成の討論を終わります。  

  なお、議案第 52号と議案第 53号に賛

成のため、この後の取扱いとなります陳

受３第 19号には反対をいたします。  

  以上で私の討論を終わります。  

30 ◯議  長（土屋美恵子君）  何度も

繰り返して申し上げますが、拍手等、そ

れから私語はおやめください。  

  討論を終局し、採決に入りたいと思

いますが、これに異議ありませんか。  

（「異議なし」と呼ぶ者あり）  

31 ◯議  長（土屋美恵子君）  異議な

いものと認め、採決に入ります。  

  採決は１件ずつ行います。  

  まず、議案第 52号  武蔵野市自治基

本条例の一部を改正する条例、本案の委

員長報告は原案可決であります。本案を

委 員 長 報 告 の と お り 決 す る こ と に 賛 成

の方は挙手願います。  

（賛成者挙手）  

32 ◯議  長（土屋美恵子君）  挙手少

数であります。よって、本案は否決され

ました。  

  次に、議案第 53号  武蔵野市住民投

票条例、本案の委員長報告は原案可決で

あります。本案を委員長報告のとおり決

することに賛成の方は挙手願います。  

（賛成者挙手）  

33 ◯議  長（土屋美恵子君）  挙手少

数であります。よって、本案は否決され

ました。  

  暫時休憩いたします。  

                                

○午後  ０時１２分  休  憩  

      

━━━━━━━━━━━━━━━━━  

                               

○午後  １時３０分  再  開  

34 ◯議  長（土屋美恵子君）  休憩前

に引き続き会議を開きます。  

  次に、日程第２  陳受３第 19号  住

民投票条例の廃案、あるいは継続審議を

求める陳情を議題といたします。  

  総務委員長の報告を求めます。  

（総務委員長  深沢達也君  登壇）  

35 ◯総務委員長（深沢達也君）  ただ

い ま 議 題 と な り ま し た 陳 受 ３ 第 19 号  

住民投票条例の廃案、あるいは継続審議

を 求 め る 陳 情 の 総 務 委 員 会 に お け る 審

査 の 概 要 と 結 果 に つ い て 御 報 告 い た し

ます。  

  本陳情は、その内容から、議案第 52号  

武 蔵 野 市 自 治 基 本 条 例 の 一 部 を 改 正 す

る 条 例 及 び 議 案 第 53号  武 蔵 野 市 住 民

投票条例と一括して審査を行いました。 

  質疑の内容については、先ほど御報

告したとおりでございます。  

  質疑を終了した後、討論なく、採決に

入りました。採決の結果、可否同数であ

ったため、委員長裁決により不採択すべ

きものと決しました。  

  よろしく御審議をお願いいたします。 

36 ◯議  長（土屋美恵子君）  お諮り

いたします。質疑、討論を省略して採決

に入りたいと思いますが、これに異議あ

りませんか。  
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（「異議なし」と呼ぶ者あり）  

37 ◯議  長（土屋美恵子君）  異議な

いものと認め、採決に入ります。  

  陳受３第 19号  住民投票条例の廃案、

あるいは継続審議を求める陳情、本件の

委員長報告は不採択であります。本件を

委 員 長 報 告 の と お り 決 す る こ と に 賛 成

の方は挙手願います。  

（賛成者挙手）  

38 ◯議  長（土屋美恵子君）  挙手少

数であります。よって、本件は委員長報

告 の と お り 決 す る こ と は 否 決 さ れ ま し

た。  

  ただいま、本件について委員長報告

の と お り 決 す る こ と は 否 決 さ れ ま し た

ので、改めて、陳受３第 19号  住民投票

条例の廃案、あるいは継続審議を求める

陳情の原案について採決いたします。  

  本件を採択することに賛成の方は挙

手願います。  

（賛成者挙手）  

39 ◯議  長（土屋美恵子君）  挙手多

数であります。よって本件は採択と決し

ました。  

      

━━━━━━━━━━━━━━━━━  
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令和３年度住民投票条例案、素案、骨子案の対応表 

 

 

条例案 

令和3年11月 

 

本資料該当ページ↓ 

素案 

令和3年8月 

骨子案 

令和3年2月 

第１条（目的） P36 P4  

第２条（定義） P37 P5  

第３条（自治基本条例第19条第１項に規定する境界変更） P38 P5 P47 

第４条（自治基本条例第19条第２項に規定する市政に関する重要事項） P40 P6 P7 

第５条（住民投票の投票資格者） P46 P7 P11 

第６条（住民投票の請求） P64 P9 P16 

第７条（住民投票の形式） P66 P10 P32 

第８条（代表者証明書の交付等） P67 P11  

第９条（署名等を求める手続） P68 P12 P19 

第10条（署名等を求めるにあたっての禁止事項） P71 P13 P43 

第11条（署名簿の提出等） P72 P14  

第12条（審査名簿の調製） P73 P15  

第13条（署名等の審査等） P74 P16 P22 

第14条（署名等の取消し） P76 P17  

第15条（署名等の効力等） P76 P17  

第16条（実施の決定） P77 P18  

第17条（住民投票の期日） P77 P19 P37 

第18条（投票資格者名簿の調製等） P78 P20  

第19条（投票所） P79 P21  

第20条（投票管理者及び投票立会人） P79 P21  

第21条（投票資格） P80 P21  

第22条（投票の方法） P80 P22 P34 

第23条（期日前投票等） P81 P22  

第24条（無効投票） P81 P23 P34 

第25条（情報の提供） P82 P23 P40 

第26条（住民投票運動における禁止事項） P84 P24 P43 

第27条（開票所等） P87 P25  

第28条（開票管理者及び開票立会人） P88 P25  

第29条（住民投票の成立要件） P88 P26 P26、P51 

第30条（開票結果の告示及び通知） P89 P27 P24 

第31条（投票及び開票） P90 P27  

第32条（再請求の制限期間） P90 P28 P30 

第33条（投票結果の尊重） P91 P28 P24 

第34条（委任） P94 P29 P36 

付 則 P95   
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検討過程における内容の変遷と各段階で寄せられた意見 

 

 

（目的） 

第１条 この条例は、武蔵野市自治基本条例（令和２年３月武蔵野市条例第２号。以下「自

治基本条例」という。）第 19 条の規定に基づき、同条第１項の申請を行おうとする場合のほ

か、同条第２項に規定する市政に関する重要事項について、住民が直接その意思を表明する

住民投票の制度を設けることにより、市民自治の推進に資することを目的とする。 

 

◆ 武蔵野市住民投票条例（仮称）素案（令和３年８月）に対する意見一覧 
NO. 項目 意見要旨 市の考え方 
1 Ⅰはじめ

に 
P2「3 骨子案の作成～条例素案の検討と今後の
予定について」方向性の(4) 
「投票資格者には外国籍住民を含みます」とい
う方向性は非常に素晴らしいと思う。当然なが
ら住民＝日本国籍保持者ではない。差別的排除
的な声に惑わされず、このまま進めていただき
たい。 

第六期長期計画で掲げている「多様性を認め合
う支え合いのまちづくり」を推進するために、
同じコミュニティの中で共に生活している外
国籍住民にも意見を表明していただく必要が
あると考え、条例素案のとおり、投票資格者に
は外国籍住民を含める方向で検討します。 
本制度を確立することで、さらに本市の市民自
治が推進され、また、市長と議会がともに市民
の信託に応えるためのより一層の努力をして
いくことを目指します。 

2 Ⅰはじめ
に 

住民投票条例の誤った行使により、人権侵害や
権利拘束などの意図せざる結果を招くため、慎
重に判断すべきとの深い議論があった。結果、
常設型にする大義として「廃置分合・境界指定」
と限定された「市政に関する重要事項」のみに
限定し、「常設型」とする結論に至っていると理
解している。極めて重要な論点であるため、加
筆を求める。 

自治基本条例の制定に向けて２年以上にわた
って検討を行ってきた「武蔵野市自治基本条例
（仮称）に関する懇談会」においては、本市に
おける住民投票制度導入の可否から議論され、
アメリカの事例を挙げて、少数者に対する差別
や権利侵害を招く危険性もある制度であるた
め慎重な検討が必要だという意見がありまし
た。 
議論の結果、市民自治の推進を目的として、市
の憲法事項である廃置分合・境界変更を実施し
ようとするときは、必ず民意に諮るという、本
市独自の方向性が示されました。さらに、それ
以外の市政に関する重要事項については、実施
の要件としての必要署名数を高く設定したう
えで、議会の議決を要せずに住民投票の実施を
可能とするという方向性が示されたことから、
条例制定に向けた検討を行ったところであり、
その旨を条例素案４ページに記載しています。 

3 Ⅰはじめ
に 

懇談会においては、住民投票は「拘束型」とす
ることは、日本国憲法においても地方自治法に
おいても認めていないことを言及した上で、本
市においては「諮問型」と位置づけ、最終的に
は議会が決めると議論されている。位置づけを
明確に記載することを求める。 

ご指摘のとおり、住民投票を「拘束型」とする
ことは、日本国憲法においても地方自治法にお
いても認められていないことは、「武蔵野市自
治基本条例（仮称）に関する懇談会」における
議論の中で確認されています。その議論を踏ま
え、条例素案 28 ページに「憲法及び地方自治
法に基づく地方自治制度は間接民主制を基本
としているため、住民投票の結果がそのまま市
の意思決定となるような法的拘束力を持たせ
ることができず、市長と議会はその結果を「尊
重」し、市政へ反映させるかどうか議論したう
えで意思決定する」と記載しています。 

4 Ⅰはじめ
に 

「議会の議決を要せずに住民投票の実施を可
能とする常設型住民投票制度」「伝家の宝刀」等
の表現は、本条例を定める目的ではない。代表
民主制である議会の権能を、著しく貶める印象
を与えかねない。また、同時に市民の選挙権・
被選挙権等の参政権をもおびやかす誤解を招
きかねない。削除を求める。 

本条例は、市民自治の推進を目的として、新た
な自治の仕組みの一つとして制定するもので
す。市政運営は、二元代表制により行うことが
大前提です。そのうえで、どうしても住民が納
得のいかない場合に限り、実施の要件としての
必要署名数を高く設定したうえで、署名が集ま
れば議会の議決を要せずに住民投票を実施す
ることができる本制度は、二元代表制を補完す
るものです。本制度があることにより、市民と
議会がともに市民の信託に応えるためのより
一層の努力を行っていくことが期待されるも
のと考え、条例素案「Ⅰはじめに」でその旨を
説明しています。 
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5 1 目的 6番目の・「議会と市長等との審議がどうしても
折り合わず、合意が得られる見込みがない」と
いう状況で住民投票を行うことは、「議会と市
長が決められないので市民に聞く」とも捉える
ことができ、これは本市の住民投票の趣旨と違
うはずなので誤解のないような表現にすべき。 

本市の住民投票制度は、市民自治の推進を目的
としていることから、廃置分合・境界変更を行
う場合を除き、発議できるのは「住民のみ」と
しています（条例素案２ページ）。「議会と市長
が決められないので市民に聞く」ことを意図し
て議会又は市長がこの制度を利用して住民投
票を発議することはできません。 

6 制度全般
について 

転入して２年ほどのため、以前から住民投票制
度について話し合いが進んでいたことを初め
て知った。地方自治、地方行政に住民が主体的
に関わることができる接点を増やすと言う観
点で、とても有意義な制度だと思うので原則的
に前向きに捉えている。 
しかし、本件を制定させるがために、コロナ対
策等のより優先順位の高い施策が遅滞するこ
とがないようには懸念している。後々稚拙だっ
たと後悔しないためにも、バランス感覚を大事
にしていただきたい。 

ご意見として承ります。 
本制度は、武蔵野市自治基本条例第 19 条に規
定がありますが、制度の詳細は別途条例の制定
により定めることとされ、現在第 19 条は未施
行となっております。自治基本条例を全面施行
させ、さらなる市民自治の推進を図るため、着
実に本制度の検討を進めながら、他方で、新型
コロナウイルス感染症対策も行っております。
今後も、しっかりと施策の優先順位を見定めな
がら、着実に行うべき施策を進めてまいりま
す。 

7 制度全般
について 

この住民投票制度は、もしこの制度がなければ
市議会と市長に全てを託すしかない市民が、一
定の要件を満たせば自由に発議する権利と機
会を得られることで、市民自らが市政運営への
参加意識を高めることができ、より良い街づく
りへ貢献する気持ちも高まることが期待でき
る点で意義があると思う。また、行政側から見
ても、市民発の柔軟な意見に基づき市政運営に
活かすことで、硬直的にならずに弾力的に活路
を見出すことが出来る可能性があるというメ
リットを感じる。 

ご意見のとおり、本制度は二元代表制として住
民からの信託を受けた市長と議会が市政運営
を行っていくことを大前提としたうえで、さら
なる市民自治の推進のために、常設型の住民投
票制度を設けるものです。 

8 制度全般
について 

条例制定にあたって、武蔵野市として画期的な
条例にできなかったのか。 

常設型の住民投票制度を設置することについ
ては、武蔵野市自治基本条例に関する懇談会の
中で議論されました。その議論において、市の
廃止、設置、分割、合併（廃置分合）や市境の
変更（境界変更）については、全市民にもれな
く影響する重要事項であるため、実施しようす
るときは必ず民意に諮る必要があるとされま
した。その議論を受け、廃置分合や一つの丁目
以上の規模の境界変更の申請を行おうとする
ときは、必ず住民投票を行うとした規定は、武
蔵野市独自の規定となります。 

9 制度全般
について 

住民投票という制度ができることは、市に自分
たちの意見を届けるための新たな道が開けた
という意味において素晴らしい制度だと思う。 

本制度は、本市がこれまで培ってきた市民参加
の手法や市民自治の推進をさらに発展させる
ことができる制度であると考えています。 

 

◆ 武蔵野市住民投票条例（仮称）素案（令和３年８月） 

○この条例は、武蔵野市自治基本条例（令和２年３月武蔵野市条例第２号。以下「自治基本条例」とい

う。）第19条の規定に基づき、廃置分合又は境界変更の申請を行おうとする場合のほか、市政に関す

る重要事項について、住民に直接その意思を確認する住民投票の制度を設けることにより、住民の意

思を市政に的確に反映し、もって市民自治の推進に資することを目的とします。 

 

 

（定義） 

第２条 この条例において「住民」とは、第５条第１項に規定する投票資格者をいう。 

２ 前項に定めるもののほか、この条例で使用する用語は、自治基本条例において使用する

用語の例による。 

 

◆ 武蔵野市住民投票条例（仮称）素案（令和３年８月） 
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○この条例において、「住民」とは、住民投票の投票資格者のことをいいます。 

○上記に定めるもののほか、市民、市長等、市など、この条例で使用する用語は、自治基本条例の定義

と同様とします。 

 

 

（自治基本条例第 19 条第１項に規定する境界変更） 

第３条 自治基本条例第 19 条第１項に規定する別に条例で定める境界変更は、一つの丁目以

上の規模のものとする。 

 

◆ 武蔵野市住民投票条例（仮称）素案（令和３年８月）に対する意見一覧 
NO. 項目 意見要旨 市の考え方 
1 3 住民投

票の対象
となる境
界変更の
要件 

住民投票の対象となる境界変更の規模は。現時
点で境界変更を行う想定があるのか。 

一つの丁目以上の規模で境界変更を行う場合
としています。なお、現時点でその規模の境界
変更を行う想定はありません。 

 

◆令和３年総務委員会、行政報告、武蔵野市住民投票条例（仮称）素案（令和３年８月 17 日） 

NO. 議員名 問 答 

1 落合勝利 地方自治法第９条の規定による境界変更を行
う可能性もあるということで、これは具体的に
どういうことなのか。 

地方自治法第７条が一般的規定であるのに対
して、第９条は近隣の自治体との間に境界変更
について何か争いが生じて解決がつかないと
いった場合に、都知事に対して調停あるいは裁
定をお願いするという手続がある。その際には
議会の議決が必要になるが、ここでは議会に議
案を提案する前に調停・裁定を申請する場合に
は住民投票を行うという形で考えている。 

 

◆ 武蔵野市住民投票条例（仮称）素案（令和３年８月） 

○自治基本条例第19条第１項を改正し、住民投票の対象となる境界変更は、全ての市民の生活及び市政

運営全般に重大な影響を及ぼすおそれのあるものに限ることとし、具体的な規模はこの条例におい

て定めるものとします。また、地方自治法第９条の規定による境界変更の申請を行う場合も住民投票

の対象となることを明記します。 

〇自治基本条例第19条第１項の改正を受けて、この条例で定める住民投票の対象となる境界変更は、一

つの丁目以上の規模のものとします。 

 

◆ 武蔵野市住民投票条例（仮称）骨子案（令和３年２月）に対する意見一覧 

NO. 論点 
検討事項・

テーマ 
意見要旨 市の考え方 

1 論点 15 
廃置分合
と境界変
更 

住民投票の
対象となる
廃置分合と
境界変更に
ついて 

境界変更の規模については、「丁目」に
統一したほうが良いのではないか。 

境界変更は「一つの丁目以上の規模のも
の」としました。 

2 論点 15 
廃置分合
と境界変
更 

住民投票の
対象となる
廃置分合と
境界変更に
ついて 

「市内の一つの町や丁目以上」とある
が、「丁目以上」とすれば町も含まれる
こととなるのではないか。 

3 論点 15 
廃置分合
と境界変
更 

住民投票の
対象となる
廃置分合と
境界変更に
ついて 

実際のところ市境のほとんどは境界確
定ができていないが、隣市との境界確定
は必要に応じて当事者間での協議、確認
により行っている。この条例で言うとこ
ろの境界変更は、例えばマンション一棟
レベル、一街区レベル、一丁目レベル、
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道路一区間レベル、飛び地などを指して
いるのか。 

4 論点 15 
廃置分合
と境界変
更 

住民投票の
対象となる
廃置分合と
境界変更に
ついて 

廃置分合と境界変更を切り離して考え
るならば、自治基本条例第 19 条の改正
が必要。 

自治基本条例第 19 条における境界変更
の定義を「全ての市民の生活及び市政運
営全般に重大な影響を及ぼすおそれの
あるものとして別に条例で定めるもの
に限る。」と改正する必要があると認識
しています。 

5 論点 15 
廃置分合
と境界変
更 

合併特例法
に基づく投
票が実施さ
れたときの
取扱い 

合併は非常に重大な事項なので、法律に
基づく住民投票が実施された場合でも、
住民投票を再度実施してもいいのでは
ないか。 

ご意見を踏まえ、合併特例法に基づく合
併協議会の設置要求のための住民投票
と、合併協議会における協議を経て合併
に関する議決を行う前の本市の住民投
票制度による住民投票は、その目的が異
なることから、骨子案の内容を見直し、
住民投票を実施することとしました。 

6 論点 15 
廃置分合
と境界変
更 

合併特例法
に基づく投
票が実施さ
れたときの
取扱い 

合併協議会が、住民の意思を反映できる
ような構成でなければ、住民意思を確認
できるようにしておいたほうがいいの
ではないか。 

7 論点 15 
廃置分合
と境界変
更 

合併特例法
に基づく投
票が実施さ
れたときの
取扱い 

合併協議会との整合については、協議会
において住民の声を聴く機能が担保さ
れないのであれば、住民投票を方法とし
て残すのがいいのではないか。 

ご意見を踏まえ、合併特例法に基づく合
併協議会の設置要求のための住民投票
と、合併協議会における協議を経て合併
に関する議決を行う前の本市の住民投
票制度による住民投票は、その目的が異
なることから、骨子案の内容を見直し、
住民投票を実施することとしました。 

8 論点 15 
廃置分合
と境界変
更 

合併特例法
に基づく投
票が実施さ
れたときの
取扱い 

市条例による住民投票実施を適用除外
とすることに疑問を感じる。 
合併特例法が予定しているのは、合併協
議会の設立の請求であり、住民投票条例
が予定しているのは、合併協議会で合併
に関する協議が整ったのちである。確か
に２回投票を行うことは極めて非経済
的であると考えるが、上記２つのこと
は、フェーズが全く異なり、投票で求め
られていることが違う。 

9 論点 15 
廃置分合
と境界変
更 

合併特例法
に基づく投
票が実施さ
れたときの
取扱い 

市町村合併の問題は、今の自分たちの自
治体がなくなるかどうかという、住民の
暮らしと自治にとって最も根本的な問
題である。 
合併特例法の改正時には、合併協議会を
設置するという住民投票がたとえ行わ
れたとしても、合併するかどうかの最後
の決定に当たっては、やはり住民投票が
大事なのだという付帯決議がついてい
る。「ほぼ同様の趣旨で２回の投票を行
うことは極めて非経済的である」という
ことではないと考えられるため、地方自
治法第７条第６項の議決前に住民投票
を実施すべきだと考える。 

10 論点 15 
廃置分合
と境界変
更 

投票結果 廃置分合と境界変更が自治体の憲法事
項にあたり、署名収集を要さず必ず住民
投票を行うものと重く位置付けるので
あれば、その投票結果を他の住民投票結
果より重くすることは可能なのか。 

成立した住民投票の結果に対する市の
尊重義務について、付議事項の内容に応
じてその度合いを変えることは困難で
あると考えます。なお、廃置分合・境界
変更に関する住民投票の実施は署名収
集を要しませんが、成立要件は、それ以
外の付議事項に関する住民投票と同様
としています。 

 

◆令和３年総務委員会、行政報告、武蔵野市住民投票条例（仮称）骨子案（令和３年２月１日） 

NO. 議員名 問 答 

1 与座武 考え方はもっともだ。ただ、自治基本条例の 19
条１項では、廃置分合も境界変更の申請も並列
で「しなければならない」と書いてある。自治
基本条例と法的に整合性が保てるのか。 

自治基本条例制定時に想定しきれなかった部
分であり、住民投票条例案を上程する時に、整
合性が取れるよう自治基本条例の改正案を出
す予定である。 

2 与座武 合併特例法に基づく住民投票は、合併協議会を
つくってくださいねということ。住民投票条例
が想定しているのは、合併協議会で議論した合
併の考え方を聞くもの。合併特例法で出てきた
ら、住民投票条例に基づいて市民の意見を聞か
ないということで、本当にいいのか。 

骨子案で確定ではないので、御意見を踏まえ
て、もう１回やる形の整理も可能かとは思う
が、私どもとしては、このように整理をさせて
いただいた。 
〔骨子案→素案で変更した。〕 
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3 与座武 合併特例法の住民投票では外国籍市民を含ま
ないが、住民投票条例では外国籍市民を含む。
どのようにお考えなのか。 

合併特例法に基づく住民投票は拘束型であり、
外国籍の方の意見が結果に影響を及ぶことは
できないと整理した。 
※合併特例法：拘束型⇔住民投票条例：諮問型 

4 橋本しげ
き 

合併協議会を設置するという住民投票があっ
ても、合併をする最後の決定に当たっては、住
民投票が大事だという附帯決議（1985 年参議
院）がある。同趣旨だから、不経済だから２回
やらないというのは違うと思う。 

今後再検討したい。 
〔骨子案→素案で変更した。〕 

5 品川春美 例えば住民から廃置分合に対しての請求とい
うものはできるか 

合併特例法では、合併協議会の協議会の設置を
住民が発案して請求できる。住民投票条例に基
づく住民投票で、その合併協議会の設置ではな
く、もう合併をすべきだというような形で請求
いただくことも、制度上は可能。 

 

◆武蔵野市住民投票条例（仮称）骨子案（令和３年２月） 

考え方の結論 

【検討事項１：住民投票の対象となる廃置分合と境界変更について】 

⚫ 廃置分合はすべて住民投票の対象とします。 

⚫ 境界変更については、「全ての市民の生活及び市政運営全般に重大な影響を及ぼすおそれのあるも

の」の場合を住民投票の対象とします。 

⚫ 「全ての市民の生活及び市政運営全般に重大な影響を及ぼすおそれのあるもの」については、「境

界変更が、市内の一つの町や丁目以上の規模である」ことを基準とします。 

【検討事項２：住民投票を実施するタイミングについて】 

⚫ 地方自治法第７条第６項に基づく議決を行う前に実施するものとします。 

【検討事項３：合併特例法に基づく投票が実施されたときの取扱い】 

⚫ 本制度に基づく住民投票実施の適用除外とします。 

【検討事項４：成立要件について】 

⚫ 成立要件についての特例は設けません（その他の住民投票における成立要件と同様とします）。 

 

 

（自治基本条例第 19 条第２項に規定する市政に関する重要事項） 

第４条 自治基本条例第 19 条第２項に規定する市政に関する重要事項（以下「市政に関する

重要事項」という。）は、武蔵野市及び市民全体に影響を及ぼす事項で、住民に直接その意思

を確認する必要があると認められるものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、次に掲げる事項は、市政に関する重要事項としない。 

(1) 武蔵野市の権限に属さない事項。ただし、住民全体の意思として明確に表明しようとす

る場合は、この限りでない。 

(2) 法令の規定に基づく住民投票その他直接請求を行うことができる事項（地方自治法（昭

和 22 年法律第 67 号）第 74条第３項の規定により議会に付議した条例の制定又は改廃の

請求であって、議会がこれを否決した場合における当該請求に関する事項を除く。） 

(3) 武蔵野市の組織、人事及び財務に関する事項 

(4) 金銭の徴収又は給付に関する事項 

(5) 特定の個人又は団体、特定の地域の住民等の権利等を不当に侵害するおそれのある事項 

(6) 前各号に掲げるもののほか、住民投票に付することが適当でないことが明らかな事項 
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◆令和３年総務委員会、武蔵野市住民投票条例案（令和３年 12月 13日） 

NO. 議員名 問 答 

1 やぶはら
太郎 

重要かどうかの判断をどのように行うのか  条文に除外規定が記載されており、住民投票の
対象になるかどうかは除外規定に照らして市
長が個別に判断する  

2 やぶはら
太郎 

「不当に侵害」とはどのようなことか 多数者が少数者の方を侵害するようなことに
なってはいけない。 
例えば、環境に大変な負荷のかかるような施

設を市内の何町何丁目に建てるというような
ことで住民投票になった場合には、そちらの何
町何丁目の方に対して負担を押しつけるよう
な結果になってしまうのではないかと。 
そういう危惧があるので規定を設けた。 

3 やぶはら
太郎 

「前各号に掲げるもののほか、住民投票に付す
ることが適当でないことが明らかな事項」、こ
れについてはどのように判断されるのか 

まず重要事項とは「武蔵野市及び市民全体に影
響を及ぼす事項」というのが前提である。 
武蔵野市とか市民全体には関わりのないよ

うなことというのは対象にはならない。 
限定列挙していない事項であっても、総合的

にみて除外規定に当たるような場合に判断す
るための規定である。 

4 やぶはら
太郎 

インターネットなどで、市長が恣意的に投票内
容を決めることができるなどという話も耳に
するが、そういったことはできないと思うが、
一応これは確認したい。 

私の考えでは、市の権限に属することという
ことで、市が公共施設をどうするかとか、市の
所有の何かをどうするとか、それが市民全体に
関わる内容であれば対象になってくるという
ことだと思う。 

他団体で常設型住民投票を置いている自治体
の例では、庁舎の建て替えのような、公共施設
をどうするかといったような場合や、市名、市
の名称を変更するに当たって住民投票を実施
したという事例がある。 
武蔵野市及び市民全体に影響を及ぼす事項

であることが前提だが、除外規定に該当しない
限りは、最初の手続きである代表者証明書を交
付するという判断になる。 
この時点で、市長の裁量の範囲はそれほど広

くはなく、恣意的な理由で申請を拒むことはで
きないと考える。 

5 桜井夏来 実際の住民投票の過程において、恣意的な運用
がなされないための仕組みとしての担保を何
かお考えであるかどうか。 

代表者証明書の交付の段階で、条例の規定に照
らし、市政に関する重要事項に当たるかどうか
市長が判断する。除外規定を細かく規定してお
り、恣意的な理由で拒むことはできない。 
代表者証明書の交付の申請に対して、証明書

を交付する、しないというのは、行政処分に当
たる。もし代表者証明書を交付しないという判
断に不服がある方がいたとしたら、行政不服審
査法に基づく審査請求ができる。審査請求の過
程では、第三者が入った機関である武蔵野市行
政不服審査会において審議がされ、そこで市長
の判断に違法、不当な点がなかったかについ
て、第三者も入った目でチェックする仕組みが
現在担保されている。 
 それから、情報提供の段階で、中立性の保持を
義務規定として考えている。中立性の保持は、
何をもって中立性かというのが非常に難しい
が、市としては、市にとって有利な情報を流す
ということは決してしない。市の立場とは異な
るものであっても、客観的な数値、指標、デー
タについて積極的に出し、市民の方に御判断い
ただくという趣旨だ 

6 落合勝利 ２項の第１号ただし書の部分。幅が広過ぎるの
ではないかというのが大きな懸念の一つ。国策
として例えば原発でいえば、国、また当該地域
で、様々な議論の下で進められることかもしれ
ない。ただ、影響がないかどうかというのは、
やはり同じ日本の中にあるので、直接的なとこ
ろはないにしても、間接的には関係してくるこ
とはある。最終的にそれを認めるかどうかとい
うことになるが、認識というのはいかがか 

ただし書は、武蔵野市に影響があるか、ないか
ということよりも、あくまで住民全体の意思と
してそれを表明する必要があるのかというと
ころが基準になる。 
武蔵野市及び市民全体に影響を及ぼす事項

というのが前提になるので、市内に何か非常に
環境負荷のかかる施設を設置するとなったら、
それが武蔵野市の権限に属さない事項であっ
ても、これはまさにただし書として投票は行え
るだろうというふうに思う。 
例えば、何か他府県の施設設置は、武蔵野市

及び市民全体に影響を及ぼす事項というのが
一つの基準になるだろう考える 

7 落合勝利 例えば、東京都や国政に対する影響、当然住民
は都民であり国民であり同じように意見を表
明する権利を剥奪することは一切私は考えて
いないが、変な政治利用や変なセンセーショナ
ルな流れに流されるみたいなことにつながっ

武蔵野市が権限を持たない事項であったとし
ても、それが市にとっての重要事項であり、そ
れに対して住民一人一人が考え、その結果を住
民全体の意思として表明する機会を妨げるこ
とは適当ではないだろうというような議論を
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ていくとか、そういった懸念も払拭し切れない
のではないか 

踏まえて、こうした規定を置いている。 
その上で、住民投票制度、濫用、乱発される

のは好ましくない。本市では４分の１という相
当高い要件を設け、また、２分の１という成立
要件も設けているので、悪用等は、要件の高さ
というところでも防ぐことができると考える 

8 落合勝利 ４分の１の署名が集まれば重要事項と考えら
れると受け取れる答弁だったが、基本的にはそ
の前段階で、集まる、集まらない以前に、それ
が重要事項だと考えられた時点で申請は出さ
れる。 

そうすると、４分の１集まるか集まらないか
も含めて、その前段で集まらなくても、申請の
時点では重要事項だ、除外規定に入っていなけ
ればそうだと考えられないか 

代表者証明書の交付申請の段階で、第一義的に
は、条例の除外規定に照らして、市長が判断を
する。重要事項であるというふうに判断をして
代表者証明書の交付をすることによって署名
集めが始まるが、そこで４分の１が集まらなけ
れば、そもそも住民投票はできない。これは住
民全体の意思を表すものではないという判断
が署名数によって下されると考える 

9 落合勝利 結局、４分の１の署名が集まれば住民投票には
かけるが、その前段として、除外事項でなけれ
ば、申請が出されたときには第一義的には重要
事項として認められる。そこに、このただし書
があるところに、解釈としてはやはり隙間が生
じてしまうのではないのかというのがどうし
ても拭い去れない。それだけは申し上げておき
たいと思う。 

 

10 橋本しげ
き 

手続的には、最初に市政運営上の重要事項だと
いうことにならないと署名集めが始まらない
が、４分の１というハードルとの関係で、なる
べく住民投票の対象にしない規定は少ないほ
うがいいというのが武田教授の御指摘だ。これ
についての見解は。 

市政に関する重要事項とは、武蔵野市及び市民
全体に影響を及ぼす事項で住民に直接その意
思を確認する必要があると認められるものと
して、広く定義をしている 

11 橋本しげ
き 

除外事項が６項目あるのはどういう経緯か ４分の１という要件は相当程度高いと考える
が、第１項だけで判断するのは難しいというこ
とで、判断基準として一定の除外項目が必要と
考え、こうした項目を設定した 

12 橋本しげ
き 

市長に拒否権を与えることになるのではない
かという指摘に対してはどのように答えるか 

除外規定で列挙されている項目に照らして判
断をする。それ以外の理由によって恣意的な判
断をしてこれを拒否するということはできな
いものと考えている 

13 橋本しげ
き 

武蔵野市にとって何が市政に関する重要事項
なのかということはなるべく広く捉えて、やは
り住民の意思を反映する方向で判断するとい
うことを求めておきたい 

 

14 道場ひで
のり 

「住民全体の意思として明確に表明しようと
する場合は、この限りでない。」とは、何でも
該当するということか。誰が判断するのか 

市長が一義的に判断する。 
まず、「武蔵野市及び市民全体に影響を及ぼす
事項」というのが前提で、その上で、市の権限
に属さない事項については、市として意思決定
を行うことができず、実施主体ともなり得ない
ため、原則として除外事項にしている。 
ただ、署名要件を相当程度高く設定している

ので、そうした形で住民としての意思が表明さ
れるものについては、これはその意見の表明を
妨げるのは適切でないという議論があり、こう
した規定を設けている 

15 道場ひで
のり 

例えば施政方針、市長の２期目の一番最初の施
政方針で非常に大事なもの。この中の８ページ
に、原発に頼らない社会を目指しますとある。
10ページには、今年１月に核兵器禁止条約が発
効されたが、日本はこの条約にまだ批准してい
ないと。こういういわゆる核に対してのアピー
ルもされている。 

となると、市長選挙に勝って市長になられて
いるから、同じようなポリシーというか考えの
方とかがこういうような発意を出してきた場
合、そういうものも住民投票の対象になってし
まうのか。まず、なるかならないか 

第４条第１項に、市政に関する重要事項の定義
として、「武蔵野市及び市民全体に影響を及ぼ
す事項」。武蔵野市内に何か非常に環境に負荷
のかかるような施設を造るとなれば、それはも
ちろん対象になるとは思うが、遠く離れたよう
なところで何かの施設を造るということは、武
蔵野市や市民全体に影響を及ぼす事項には当
たらないというのが通常の読み方である。 
 それから、署名要件として相当程度高い４分
の１というのを設けている。３万 2,000件の署
名を集めるというのは、これは本当に市内を二
分するような大きな議論になっているもので
ないと通常成立し得ない要件であるというふ
うに思うので、武蔵野市とかけ離れたようなと
ころでの議論についてこの投票が行われると
いうことはないだろうと思う 

16 道場ひで
のり 

第４条の２項（１）「ただし、住民全体の意思
として明確に表明しようとする場合は、この限
りでない。」ということは、武蔵野市の市民と
してそういう発意をアピールしたいこととい
うのは、あり得るのではないか。 

だから、それがもしそうなった場合というの

武蔵野市及び市民全体に影響を及ぼす事項で、
武蔵野市に権限がない事項というのはあり得
るだろうという中で、そういう問題について市
として権限がなかった場合であっても、住民と
して一定の意見の表明をしたいという意思が
あるならば、それを妨げるのは適切ではないだ
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は、例えば安全保障の問題や、いわゆる国防問
題や、例えば原発のエネルギー政策とか、これ
は物すごく、もう間違いなくこれは政治だ。 

そうなると、この住民投票が広義の参政権に
なるのかなと私は思った 

ろうということで、こういう規定を置いている 

17 道場ひで
のり 

逗子と豊中を調べたが、逗子と豊中は、住民投
票をやりましょうという住民の発意が上がっ
てきたときに拒否ができないのを御存じか。 

拒否ができないということは存じあげていな
い。 

18 道場ひで
のり 

拒否が可能というのは、市長の取捨選択が可能
というのは、これは危険性があるのではないか 

今、逗子市の住民投票条例を見ているが、第４
条で住民投票の請求及び発議というところが
あり、その第６項で、市長は住民投票に係る市
民請求または議会請求があったときは、第２条
各号の規定に該当する場合を除き、住民投票を
拒否することができないものとするという規
定がある。第２条各号の規定というのは除外規
定であり、条件としてはうちと変わらない 

 

◆ 武蔵野市住民投票条例（仮称）素案（令和３年８月）に対する意見一覧 
NO. 項目 意見要旨 市の考え方 
1 4 自治基

本条例第
19 条第 2
項に規定
する市政
に関する
重要事項 

住民投票の対象としないのは「特定の個人又は
団体、特定の地域の住民等の権利等を不当に侵
害する恐れのある事項」なのか、「特定の個人や
地域に限定した事項」なのか、どちらなのか。 

「特定の個人又は団体、特定の地域の住民等の
権利等を不当に侵害するおそれのある事項」が
住民投票の対象外となります。 

2 4 自治基
本条例第
19 条第 2
項に規定
する市政
に関する
重要事項 

ある事項について住民投票の対象になるかな
らないかを判断するのは市長であるため、市長
の判断基準が明確なものであることが求めら
れる。住民意志をより的確に反映し、地方自治
を発展させるためには、できるだけ広い対象を
認めることが必要。「住民全体の意思として明
確に表明しようとする場合」も「よほどの事態」
ではないと住民投票を行うことが認められな
いのか。 

住民発議による住民投票の対象になる事項は、
「武蔵野市及び市民全体に影響を及ぼす事項
で、住民に直接その意思を確認する必要がある
と認められるもの」としており、除外規定に該
当することが明らかな場合を除き、対象となる
と考えます。そのうえで「よほどの事態」であ
るかどうかは、集められた署名数によって決ま
るものと考えます。 

3 4 自治基
本条例第
19 条第 2
項に規定
する市政
に関する
重要事項 

「金銭の徴収又は給付に関する事項」を除外規
定としたのはなぜか。 

金銭の「徴収」を除外規定としたのは、地方税
の賦課徴収や分担金、使用料、手数料の徴収に
関する条例の制定や改廃の請求が地方自治法
で直接請求の対象から除外されているため、そ
の規定との整合性を図っているものです。金銭
の「給付」についても住民投票にはなじまない
と考えます。 

4 4 自治基
本条例第
19 条第 2
項に規定
する市政
に関する
重要事項 

除外規定の「〜明らかな場合」は、市に都合の
悪い申立てを取り上げないなど恣意的な運用
につながる恐れがあるため、例えば別途内規で
縛りを設けるなどしてはどうか。 

住民投票に該当するかどうかを市長が判断す
る手続である代表者証明書の交付は、いわゆる
行政処分に当たると考えられます。市長が代表
者証明書の交付を拒否する処分を行う場合は、
武蔵野市行政手続条例の適用を受け、その理由
を提示することが義務付けられることから、恣
意的な判断によりこれを拒否することはでき
ないと考えます。 

 

◆令和３年総務委員会、行政報告、武蔵野市住民投票条例（仮称）素案（令和３年８月 17 日） 

NO. 議員名 問 答 

1 橋本しげ
き 

条例素案に「特定の個人又は団体、特定の地域
の住民等の権利等を不当に侵害するおそれの
ある事項」とあるが、説明文は「特定の個人や
地域に限定した事項」となっている。 

特定の個人や地域に限定した事項が除外事
項なのですか、それとも特定の個人や地域に限
定した事項が不当な権利侵害に当たる場合が
除外事項なのか。  

請求の趣旨が何か少数の方を封じ込めるよう
な意図であれば、それは当然除外されると考え
る。  

2 
 
 
 
 
 
 
3 

橋本しげ
き 

ということは、特定の個人や地域に限定した事
項であっても、そういう権利侵害にはならない
だろうというようなテーマであれば、これは住
民投票のテーマとなり得るということか。 
 
 
 
地域的な問題なのか、それとも全市に影響する
のか、判断によって分かれるので、そこに恣意

個別の、一部の地域のみということだと、市民
全体に漏れなく影響を与えるような事態に発
展することというのは起こりにくいと思う。た
だ、原則は、事案の重さ、内容に応じて個別判
断になると考える。 
この点については、今後、改めて考え方を整

理したい。 
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的な判断が入らないのかどうか。だから、今後
よく議論していただければ。 

 

◆ 武蔵野市住民投票条例（仮称）素案（令和３年８月） 

○自治基本条例第19条第２項に規定する市政に関する重要事項は、武蔵野市及び市民全体に影響を及

ぼす事項で、住民に直接その意思を確認する必要があると認められるものとします。 

○市政に関する重要事項であっても、下記のいずれかに該当する事項は、住民投票の対象としないこと

とします。 

(1)市の権限に属さない事項。ただし、住民全体の意思として明確に表明しようとする場合は、これを

妨げるものではありません。 

(2)法令の規定に基づく住民投票その他選挙権を有する者が直接請求を行うことのできる事項。ただ

し、地方自治法第74条第３項の規定により議会に付議した条例の制定又は改廃の請求であって、議会

がこれを否決した場合における当該請求に関する事項を除きます。 

(3)市の組織、人事及び財務に関する事項 

(4)金銭の徴収又は給付に関する事項 

(5)特定の個人又は団体、特定の地域の住民等の権利等を不当に侵害するおそれのある事項 

(6)上記に掲げるもののほか、住民投票に付することが適当でないことが明らかな事項 

 

◆ 武蔵野市住民投票条例（仮称）骨子案（令和３年２月）に対する意見一覧 

NO. 論点 
検討事項・

テーマ 
意見要旨 市の考え方 

1 
論点２ 
重要事項 

判断の主体 

市政に関する重大事項、除外規定該当の
判断は何時、どの部署が行うのか。学識
有識者等の第三者による審査会が、事前
相談や判断を担うべき。 

住民投票に付する事項が「市政に関する
重要事項」であるかどうか、除外規定に
該当するかどうかの判断を行うのは市
長です。〔８ 代表者証明書の交付等〕
において、住民投票の実施を請求しよう
とする代表者が市長に対して、住民投票
に付そうとする事項及びその趣旨を記
載した実施請求書を提出し、当該事項が
重要事項であること等の確認を求める
ことを明記します。 
なお、代表者証明書の交付申請における
市長の判断については、行政不服審査法
に基づく不服申し立てができるほか、訴
訟の対象となるため、第三者機関による
決定の仕組みを設けることは不要と考
えます。 
また、必要署名数が集まれば市政に関す
る重要事項であると考えられることか
ら、除外規定は市長が恣意的に除外する
ことのないよう担保する必要がありま
す。そのため、「その他住民投票に付す
ることが適当でないと明らかに認めら
れる事項」は、「住民投票に付すること
が適当でないことが明らかな事項」と明
記し、逐条解説等で考え方を説明しま
す。 

2 
論点２ 
重要事項 

判断の主体 

市長や議会が市民の意向と違う方向を
向いている場合に住民投票を行うため、
市長が安易に「適当でない」と判断しな
いようきちんと担保してほしい。あらか
じめ第三者機関として審議会の構成員
等を決めておき、そこで審議するという
ステップを踏んでもいいのではないか。 

3 
論点２ 
重要事項 

判断の主体 
「市政に関する重要事項」に該当するか
どうかは第三者機関が決定するという
仕組みが必要ではないか。 

4 
論点２ 
重要事項 

判断の主体 
「(6) 住民投票に付することが適当で
ないと明らかに認められる事項」と判断
するのは誰か。 

5 
論点２ 
重要事項 

判断の主体 

「(6) 住民投票に付することが適当で
ないと明らかに認められる事項」では曖
昧さが残る。公序良俗に反するものなど
誰がみても明らかに適当でないもの以
外については、審議会などが判断するべ
きではないか。 

6 
論点２ 
重要事項 

判断の主体 

「(6) その他住民投票に付することが
適当でないと明らかに認められる事項」
の乱用を心配している。門前払いとなる
ことを防ぐ、除外規定の乱用防止の措置
が必要である。 
どの項目に照らして除外するのかを広
報し、行政だけの決定でなく、第三者機
関が除外するか否かを決めるべきでは
ないか。 

7 
論点２ 
重要事項 

判断の主体 
「(6) その他住民投票に付することが
適当でないと明らかに認められる事項」
の判断者の記載が欲しい。 

8 
論点２ 
重要事項 

判断の主体 
重要事項か否かの判断はどのようなス
キームで行われるのか。 
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9 論点２ 
重要事項 

重要事項の
定義 

住民意思をより的確に反映し、地方自治
を発展させるためには、できるだけ広い
対象を認めることが必要。 

本市の住民投票条例の趣旨から、「市政
に関する重要事項は、武蔵野市及び市民
全体に影響を及ぼす事項で、住民に直接
その意思を確認する必要があると認め
られるもの」と広く定義し、除外規定を
限定的にしました。 

10 論点２ 
重要事項 

除 外 規 定
（全般） 

法で禁止されていない限り、できるだけ
除外規定は少なくするべきだと考える。
骨子案に「国や都など、市以外が権限を
持つ事項だとしても、それが市にとって
の重要事項であり（以下、略）」とされ
ていることは、良いと考える。 

11 論点２ 
重要事項 

除 外 規 定
（１） 

「ただし、住民全体の意思として表示し
ようとする場合は、この限りではない。」
の規定は必要ないのではないか。理由
①、前段で「市の権限に属さない事項」
と言い切っているのに、敢えて含みのあ
る規定は必要ない。人により解釈の幅が
広く、今後の運用に支障をきたすのでは
ないか。 

署名要件を満たした場合は、国や都な
ど、市以外が権限を持つ事項だとして
も、本市にとっての重要事項であり、そ
れに対する意思を住民全体のものとし
て表明することを妨げることは、市民自
治の推進の観点から適当ではないと考
え、住民投票を可能としました。 

12 論点２ 
重要事項 

除 外 規 定
（１） 

「ただし、住民全体の意思として表示し
ようとする場合は、この限りではない。」
の規定は必要ないのではないか。 
理由②、「市の権限に属さない事項」で、
社会経済状況においての世論の高まり、
人々の関心が過敏に高い時がある。その
時に「市の権限に属さない事項」である
からと除外できるか心配だ。 

13 論点２ 
重要事項 

除 外 規 定
（３） 

「(3) 市の組織、人事又は財務に関する
事項」を除外規定とする理由は何か。組
織上不具合がある、新しい部の設置を要
望したいという市民意見が高まった場
合に、住民投票することはできないの
か。 

市政運営は二元代表制が大前提であり
ますが、市長と議会が市民全体の意向と
違う方向を向いているという状況が起
きた場合にも、議会が可決しないと住民
投票が実施されないという地方自治法
に基づく直接請求の制度は、本市の自治
の推進を鑑みた場合に不十分ではない
か、と懇談会で議論されました。その結
果、実施要件となる必要署名数の要件を
有権者の 50 分の１よりも多い数で一定
以上の厳しさを持ったものと設定した
うえで、議会の議決を要せずに住民投票
が実施できる常設型の住民投票制度を
設けるべきであるという方向性が示さ
れました。 
このようなよほどの事態でコストをか
けて実施することとなる住民投票にお
いて、市の組織運営などの内部的な事項
を対象事項とすることが相応しいか検
討し、そもそも、市長の執行権に属する
(3)は除外することとしました。 
なお、自治基本条例第 15 条において市
民参加の手続を規定しており、組織や財
務に関する事項は、計画策定等の段階で
市民の声を聴く仕組みがあります。 

14 論点２ 
重要事項 

除 外 規 定
（４） 

「(4) 金銭の徴収に関する事項」につい
て、「意見に偏りが生じる」のは当然で
はないか。例えば、市内全域を禁煙にし
てほしいということについては、金銭の
徴収に関するものになってしまい住民
投票の対象とならないのか。 

地方自治法に基づく直接請求において
も、地方公共団体を維持するために必要
な経費をまかなうものであることから、
市税等の徴収に関する事項は除外され
ています。 
なお、路上喫煙に対する過料も金銭の徴
収なので対象外となりますが、ご意見の
ようなケースについては、市内全域を禁
煙地区とすることについて是か非かを
問うものとして、住民投票の対象となり
得るものと考えます。 

15 論点２ 
重要事項 

除 外 規 定
（５） 

「(5) 特定の個人又は団体、特定の地域
の住民等の権利等を不当に侵害するお
それのある事項」については、懇談会議
事録にあるアメリカを参考にするのは
適切ではなく、「(6) 住民投票に付する
ことが適当でないと明らかに認められ
る事項」に含めても良いのではないか。 

懇談会において、少数者を多数の意見で
排除するのは危険であるという危機意
識があったことからこの項目を設けて
います。例えば、クリーンセンターのよ
うな施設を「この地域に作るのは反対」
という内容は住民全体の意思を表明す
るものとなるが、「この地域に作ってほ
しい」という内容では、一部の住民に市
全体の負担を押し付けることになるた
め避けるべきだという議論があったた
め、重要な項目であると考えています。 
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◆令和３年総務委員会、行政報告、武蔵野市住民投票条例（仮称）骨子案（令和３年２月１日） 

NO. 議員名 問 答 

1 与座武 市の権限に属さない事項だが、「ただし、住民
全体の意思として表示しようとする場合は、こ
の限りでない」。具体的な事象が出てきたとき
に、誰がどうやって判断するのか。 

市長が判断する。懇談会の議論を踏まえた。武
蔵野市の自治ということを考えると、声を上げ
られる仕組みをつくったほうがいい。ただし、
要件としてのハードルを上げた上で、４分の１
の人が賛成するのであれば、それは非常に重大
事項であろう。 

2 与座武 「地方自治法に基づく条例の改廃請求におい
て、投票の結果、議会が否決した場合に限り、
特例事項として、投票を可能とします。」 
市民の権限を広げることで反対するつもりは
ないが、法体系上大丈夫か。 

４分の１という相当ハードルが高い要件を設
定した。他市にも同様の規定があり、違法性が
指摘されるところではないと確認をした。法体
系上問題になることはない。 

 

◆武蔵野市住民投票条例（仮称）骨子案（令和３年２月） 

考え方の結論 

【検討事項１：重要事項の定義】 

⚫ 市及び市民全体に影響を及ぼす事項で住民に直接その賛成又は反対の意思を確認する必要があると認

められる事項 

【検討事項２：除外規定】 

（１）市の権限に属さない事項。ただし、住民全体の意思として表示しようとする場合は、この限りで

ない。 

（２）法令の規定に基づいて住民投票を行うことができる事項 

（３）市の組織、人事又は財務に関する事項 

（４）金銭の徴収に関する事項 

（５）特定の個人又は団体、特定の地域の住民等の権利等を不当に侵害するおそれのある事項 

（６）住民投票に付することが適当でないと明らかに認められる事項 

 

 

（住民投票の投票資格者） 

第５条 住民投票の投票権を有する者（以下「投票資格者」という。）は、年齢満 18 年以上

の日本国籍を有する者又は定住外国人であって、かつ、武蔵野市に住民票が作成された日（他

の市町村（特別区を含む。）から武蔵野市の区域内に住所を移した者で、住民基本台帳法（昭

和 42 年法律第 81 号）第 22 条の規定による届出をしたものについては、当該届出をした日）

から引き続き３月以上武蔵野市の住民基本台帳に記録されているものとする。 

２ 前項に規定する「定住外国人」とは、次の各号のいずれかに該当する者をいう。 

(1) 出入国管理及び難民認定法（昭和 26年政令第 319 号）第 19条の３に規定する中長期在

留者 

(2) 日本国との平和条約に基づき日本の国籍を離脱した者等の出入国管理に関する特例法

（平成３年法律第 71 号）に定める特別永住者 

 

◆令和３年総務委員会、武蔵野市住民投票条例案（令和３年 12月 13日） 

NO. 議員名 問 答 

1 やぶはら
太郎 

主権者教育を受ける義務教育を終える中学校
卒業相当、16歳までの拡大をするべきではない
か。なぜ年齢の拡大に及ばなかったのか。 

16 歳、17 歳の子どもたちの主権についてど
のようにお考えか。 

懇談会の議論で、年齢を拡大する場合、相当の
合理性をもって定めることは困難なため、将来
的に可能性を残しながら、公職選挙法に準じる
こととされたという経緯がある。 
住民投票は１人１票を同一の条件で行うも
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のであり、主体的な意思を表明する。そういう
意味でいうと、民法改正に伴う成年年齢の引下
げが令和４年４月１日から施行され、18歳から
親の監護義務がなくなるということを踏まえ、
18 歳以上を年齢要件とすることは妥当である
と考えている。 
現在も、18歳未満の方の意見については、こ

れまでも中高生世代広場など意見聴取を行う
機会はある。また、現在、子どもの権利に関す
る条例の制定についても議論が行われている。
今後、様々な社会情勢の変化等により制度を見
直していくことは可能である 

2 やぶはら
太郎 

本市の今回の条例とほぼ同等に近い住民投票
条例が既に設置されている大阪府豊中市、それ
から神奈川県逗子市、こちらの両市においては
まだ住民投票が行われたことはないと認識し
ているのがよろしいか 

その両市は、例えば条例設置などに当たって
は何かトラブルなどがあったのか。 

両市の条例の設置前、設置後の外国籍市民の
人口の推移 

豊中市と逗子市で住民投票が行われたという
実績はない。 
逗子市では、条例制定の議論において、外国

籍住民を投票資格者に含めることについて、市
民からの反対意見はなく、議会でも直接的な議
論になっていないと聞いている。 
豊中市では、パブリックコメントの実施の時

点の案では、在留期間の要件を設けるという案
だったが、もう少し条件を緩和してはどうかと
いう意見が多く、在留期間の要件を設けずに、
３か月という要件に緩和したと聞いている。 
両市とも、条例制定後に外国人人口が急激に

増えたという事実はないと伺っている 
3 やぶはら

太郎 
特定の目的達成のために、要するに考えを同じ
くする数万人もしくは十数万人を転居させて、
住民投票を実現するということは現実的にあ
り得るのか 

そうした結果を招くことがないように、署名要
件は投票資格者の４分の１、３万 2,000件と定
めた。さらに、その倍の６万 4,000件の投票が
あって初めて投票は成立する。武蔵野市は都市
部の人口密度も非常に高い状況であり、特定の
集団が大量に移住することで、実施要件や成立
要件に影響を及ぼす可能性は極めて低い 

4 やぶはら
太郎 

議員や首長を選ぶ選挙権を持たない数万人に
よって行政や議会を牛耳るという状況が起き
得るのか。これら条例案策定の過程で議論され
たのか、 

住民投票の対象の市政に関する重要事項は、除
外規定を設け「特定の個人又は団体、特定の地
域の住民等の権利等を不当に侵害するおそれ
のある事項」と定めている。例えば、何か日本
人の権利を侵害するような行為というのは、除
外規定によって、住民投票はできない。恣意的
な内容の住民投票について署名収集や投票が
行われるということはない。 
結果として署名が集まり、投票が成立したと

しても、条例に基づく住民投票の結果について
は法的拘束力を持たせることができないこと
から、成立した結果をどのように取り扱うかは
国民から選挙で選ばれた市長と議会が決定す
る。市長と議会は投票結果全体を見て判断をす
る。 
以上を考えれば、特定の集団によって武蔵野

市政が牛耳られるとか、特定の集団のみに有利
な結果、市政の重要な決定がなされる、これは
起こり得ない。 

5 やぶはら
太郎 

平成７年２月 28 日の最高裁を引用して、住民
とは日本国民と解されるべきであるという意
見がある。この判決は、選挙に対しての内容で
あって、住民投票とは全く関係のない話だと私
は読み取ったが、執行部としてはどのように理
解しているのか。 

平成７年２月 28 日の最高裁判決は、定住外国
人の方が、憲法上、地方公共団体に関する選挙
の選挙権を保障されているかどうかが争われ
たもの。判決では、地方公共団体に関する選挙
の選挙権を有することが憲法によって保障さ
れているのは日本国民に限られているとの判
断が示された。 
本市の住民投票は、市政に関する重要事項に

ついて賛否の意見を表明していただくもので
あり、選挙権や被選挙権、参政権を与えるもの
ではない。したがって、判決の趣旨にこの住民
投票制度が反するものではない。 

6 やぶはら
太郎 

（衆議院法制局見解の報道に関して）住民投票
が何を対象として、結果の拘束力がどの程度
で、前提となる要素がどのくらい整えば選挙権
に匹敵するのか、見解を伺いたい。 

また、本条例が運用次第でそのように運用さ
れる可能性というのがあるのか、ないのか 

衆議院法制局に確認したところ、報道された内
容は衆議院法制局としての公式な見解ではな
い。そもそも組織の性質として衆議院法制局ま
たは担当の立場として見解を述べるという概
念がない。報道された内容は、一般的な条例に
基づく住民投票権について述べたものであり、
今回上程している武蔵野市の条例について述
べたものではない。特定の自治体の条例に対し
て衆議院法制局は見解を述べる立場にはない
という回答をいただいている。 
 本市の住民投票には法的拘束力はなく、投票
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結果全体を踏まえて、市長と議会が重要事項を
審議して決定する二元代表制の仕組みに何ら
変わるところはない。選挙の場合は、結果に拘
束力がある、代表者を選ぶものであるのに対し
て、住民投票は意見を表明するもので、住民投
票が選挙権に匹敵するものとは考えていると
ころではない。 
 住民投票の対象は、まず武蔵野市と市民全体
に影響を及ぼす事項であるという前提がある。
その上で除外規定があり、特定の個人、団体等
の権利を不当に侵害するおそれのある事項、住
民投票に付すことが適当でないことが明らか
な事項というのは対象から除かれる。何か恣意
的な内容で住民投票が行われるものではない 

7 桜井夏来 市の行政のサービスの中で国籍が条件に含ま
れているものがあるかどうか 

逆に市民の側が、まちの課題、コミュニティ
の課題に関わりたいと思ったときに、同じよう
に国籍によって制限されるものが今現在武蔵
野市内にあるのかどうか。 

例えば、コミュニティに関わるという意味で
いえば、コミセンの運営に関わりたいというふ
うに思った場合、あるいは商店会に入りたい、
商工会に入りたい、あるいは地域の防災として
消防団に加入したいというような要望があっ
た場合に、国籍によってこれを断るということ
があり得るのか 

国籍条項によるサービスの制限あるいは要件
を別途課すようなことがあるか、念のため、庁
内に照会をかけた。その結果、そういったもの
はないということは確認した。 
基礎自治体において、区域内に住所を有する

者は等しく住民である。国籍によってサービス
提供に差を設けるといったことは認められる
ことではないと考える。 
消防団だとかコミセンだとか様々例示を挙

げられていたが、それについても特に国籍によ
る制限といったものはない 

8 桜井夏来 もし住民投票条例に関して外国籍市民の方に
対して制限を加えると、今度は自治基本条例と
住民投票条例の間でダブルスタンダードが生
じるのではないか、そごが生じるのではないか 

自治基本条例に関する懇談会の中でも時間を
割いて議論が行われた。外国籍の方を含むかど
うか結論が出なかった。 
その中で、合意があった範囲内で第 19 条が

定められ、この第 19 条に基づいて、その後、住
民投票条例の検討を行い、骨子案の段階で、今、
御提案しているような内容とした。 

9 落合勝利 基本的に公職選挙法に準拠したような形が望
ましいとして、年齢について下げたらどうかと
か、様々な意見もあったが、やはり公職選挙法
になった。しかし、外国人に関しては、その考
え方というのがどこかでなくなったのか、検討
した結果、これは要らないということになった
のか、経過を教えてほしい 

公職選挙法に準拠をするのかどうかは、投票
という形式を取る以上、投票の方法等につい
て、これを市が独自に構築するというのは非常
に難しいので、選挙制度に準じて行うのが合理
的であると考えた。 
選挙制度は代表者を選ぶものであり、住民投

票制度は意見の表明であり、趣旨が別物であ
る。 
投票の方法について公職選挙法に定める手

続にのっとって行うとしても、投票資格者の範
囲については、これは市として判断ができると
いう議論が行われ、現在の内容になった 

10 落合勝利 定住外国人になった経過はそもそもどこにあ
ったのか  

引き続き３か月以上武蔵野市の住民基本台帳
に記録されているとは、公職選挙法に準じて、
選挙権の要件に倣っているもの。公職選挙法で
は、その団体の住民として選挙に参与するため
には、少なくとも一定期間そこに住み、地縁的
関係も深く、かつ、ある程度団体内の事情にも
通じていることが必要であると。これは逐条解
説で考えが示されており、この一定期間という
のが３か月である。 
庁内の議論の中で、適法に在留資格が認めら

れて生活をしている外国籍の方というのは、そ
の地域コミュニティの中で一緒に暮らしてい
る住民であるというふうに捉えられると考え、
定住外国人になった。 
他団体の中には永住者に限るといった形で

定めているところもあることは認識している
が、外国人の方に限って、永住者に限る、ある
いは国内何年という要件を設けることは明確
な合理性がないというのが、市のこれまでの検
討の経過で話し合われた事項であり、適法に在
留資格が認められ、本市に住民登録のある外国
籍の方については、日本国籍を有する住民と同
じ要件とすることが妥当であるというのがこ
の間の検討の経過である。  

11 落合勝利 そこが一つ大きなポイントだ、明確な合理性が
ないがゆえに３か月とされたということが。 

ただ、基本的には私も参政権を認めることと
住民投票がイコールだと思っていないが、少な

庁内で検討する中で、自治基本条例、それから
第六期長期計画の中で、多様性を認め合う、多
文化共生、国際交流、平和などを姿勢として打
ち出しており、それと整合を取る形で検討が行
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くとも日本において地方参政権がまだ認めら
れていないという状況というのは、それなりの
理由がある。 

永住者、また、特定永住者、定住者、それぞ
れ在留している外国人の立場というか、それぞ
れの形があるけれども、我々は基本的に永住権
を持つ外国人に対する地方参政権は容認して
もいいのではないかという立場なので、そうい
った部分からすれば、決して外国人に何も認め
ないということではないけれども、それは一定
程度理由がある話であって、そういったもろも
ろの理由をきちんと検討した上で進められて
きたのだろうとは思う。 

なぜ定住外国人にされたのか、合理的な部分
を再度確認しておきたい 

われてきた。 
自治基本条例の考え方、第六期長期計画で定

められている市としてのあるべき姿、そういう
ものに照らして今回の住民投票条例を検討し
たときに、本市として、定住外国人の方を含め
ない合理的な理由というのはないのではない
かというのがこの検討過程であった 

12 きくち太
郎 

外国から来たばかりで３か月しか日本に住ん
でいない、しかも武蔵野市に住んだ、こういう
人たちに自治基本条例に基づく住民投票をさ
せるという、この感覚についてお答えくださ
い。 

【松下市長】要件が住民からしか発案できない
ことになっており、市長や議会から、この意見
を市民に聞いてみたい、表明してもらいたいと
いうのはできない立てつけになっている。 
市民の方々が、私たちが住む私たちのまちの

こと、自分たちの意見を市長や議会ももっと尊
重してほしいという形で住民投票が行われた
際には、仮に日本に来たばかりで３か月だった
方も、在留資格があって住民登録がある方は、
コミュニティの一員、まちの一員であり、その
ような形で住民投票に参画をする資格が出て
くる。 
ただし、言葉の壁があれば、３か月あれば日

常生活を営む中でごみを捨てたりとか様々活
動する中で言葉の壁というのは乗り越えられ
ていくとも思うが、それでも難しければ、市で
も様々、ＭＩＡで取り組んでいることもあり、
多言語の翻訳機能を持つものや、市報も多言語
化をしており、そうした中で一定サポートが必
要。このサポートは、国籍に限らず、障害をお
持ちの方にもサポートをする必要があるし、視
覚障害や聴覚障害、サポートが必要な方には
様々サポートを行うというのが市としてのス
タンスだというふうに考えていただければと
思う。 

13 きくち太
郎 

先ほど別の委員から、５年 10 年と長く住んで
いる外国籍の方はいいのではないかとか、そう
いうような話もあった。ただ、３か月となると、
市民感情からすると、いかがなものかなという
ふうに申し上げておく。 

 

14 きくち太
郎 

平成７年の判例の中に、その外国人が特段の関
係があるというような文章が入っていたと思
うが、これについて全然御説明がなかった。も
う一度説明していただきたい。 

平成７年２月 28 日の最高裁判決は、定住外国
人には、憲法上、地方公共団体に関する選挙の
選挙権を保障されているかどうかが争われた
もの。判決では、地方公共団体に関する選挙の
選挙権を有することが憲法によって保障され
ているのは日本国民に限られているとの判断
が示された。 
ただ、この判決の一部において、我が国に在

留する外国人のうちでも、永住者等であって、
その居住する区域の地方公共団体と特段に緊
密な関係を持つに至ったと認められるものに
ついて、その意思を日常生活に密接な関連を有
する地方公共団体の公共的事務の処理に反映
させるべく、法律をもって、地方公共団体の長、
その議会の議員等に対する選挙権を付与する
措置を講ずることは、憲法上、禁止されている
ものではないと解するのが相当であると判断
が示されている。 
したがって、この判決では、選挙権について

は日本国民に限られているものだが、地方選挙
においては、永住者等の、特段にその地方公共
団体と緊密な関係を持つに至ったと認められ
る方について、その地方公共団体の長や議会の
議員の選挙権を付与する措置を講ずることは
禁止されていないという判断が示された。法律
をもって定めることは禁止されていないとい
うふうに受け止めている。 

15 きくち太
郎 

住民投票も、やはり幅広い選挙権だと私は認識
している。結果を尊重するということだから。

平成７年２月 28 日は選挙の選挙権に関する裁
判であり、選挙権と住民投票における投票は、
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特別永住権とか、10年以上住んでいるとか、そ
の自治体との何か特別な関係、こういったもの
をもう一度検討すべきだ。 

趣旨が異なる。 
【自治法務課長】一般的には、住民投票を条例
で定める場合には、法律の定める議会や長の権
限を法的に侵害しない範囲で認められる。法的
拘束力を持たない諮問的住民投票である限り、
許容されるものとされている。 
具体的には、憲法第 92 条以下の地方自治規

定を具体化する形で、地方自治法第 89 条以下
に議会の組織・権限が、それから、地方自治法
第 139条以下に長の地位・権限が定められてお
り、住民投票を条例で定める場合には、法的拘
束力を持たない諮問的なものである限り、許容
されるものとされている。 
本市の住民投票条例案についても、そのよう

な法的拘束力のないものである。 
16 橋本しげ

き 
（衆議院法制局見解の報道に関して）国会の山
添拓事務所を通じて衆議院法制局に問合せた。
この報道については、衆議院法制局の見解は、
正式に抗議したいぐらいだ、複数の見解を示し
たのを切り取られた、衆議院法制局として一部
の見解を助長するような発信はしないという
ことだ。どのようにお考えになるか 

衆議院法制局に確認した。報道された内容は衆
議院法制局としての公式な見解ではない、報道
された内容は一般的な条例に基づく住民投票
権について述べたものであり、今回上程してい
る武蔵野市の条例について述べたものではな
い、特定の自治体の条例に対して衆議院法制局
は見解を述べる立場にはないと考えていると
の回答をいただいた。 

17 橋本しげ
き 

一部メディアが、今回の武蔵野市の住民投票条
例との関係で、広義の参政権であるとか、実質
的な参政権であるとか、こういう表現をしてい
る。これは事実と違うということでよろしいか 

住民投票の投票は、参政権とは異なる。参政権
のうち、最も一般的で重要なものは選挙権、被
選挙権であるとか、そういったものが参政権の
範囲として考えられているものである。 
住民投票については憲法第 16 条の請願、意

見の表明であって、それに対して何らかの措置
を義務づけるものではないという点において、
請願に近いものであると考えている。 

18 橋本しげ
き 

1995 年２月 28 日の最高裁判決は参政権のもの
だが、永住外国人等の地方参政権を、憲法上、
禁止していないということは、法的拘束力のな
い住民投票においてはましてや禁止していな
いというふうに思う。これは 2002年２月 19日
の名古屋高裁の確定判決もある。 

法律上、憲法上、問題ない。外国人の投票資
格を認めることに法的には何の問題もない。条
例は法律に違反しない範囲で制定できるが、外
国人の投票資格を制限する法律の規定はない。 

地域で暮らす外国人が地域の問題に意見を
表明することは当然の権利である。日本国憲法
が保障する表現の自由などの普遍的な基本的
人権は外国人にも保障されている。これは武蔵
野市民以外の人が武蔵野市の問題（例えば住民
投票条例の制定）について意見を表明する権利
があるのと同じことである。そのため、外国人
住民に住民投票の投票資格を認め、意見を表明
する権利を保障することは不合理ではない。 

外国人住民に投票資格を認めることは、地域
の問題を共に考えることにより外国人と相互
理解を深めるよい機会である。同じコミュニテ
ィを構成する住民であるわけだから。 

選挙ではなく、地域の問題に声を出すという
のは、何年住んでいるとか住んでいないとか、
言葉を話せるとか話せないという話ではない
と考えているが、どう考えるか 

市の考え方と近いものである。 
第六期長期計画で、多様性を認め合う支え合い
のまちづくりを基本目標の一つとして掲げて
いるところ。こうした考え方に照らして、今回
の住民投票条例の内容について検討を行って
きた 

19 橋本しげ
き 

通説は、請願というのは日本国民だけでなくて
外国人もすることができるという見解で政府
見解も同じだ。なぜなら、請願権は単なる希望
などの表明であって、選挙権と異なるので、こ
れは国籍に関係ない。選挙権や被選挙権を持た
ない未成年者も請願権を有するわけで、外国籍
の人であろうが、未成年者であろうが、例えば
署名に行くとか名前を書くとかということは
できる。請願というのは、自分の利害に関する
ことに限らず、広く一般的公共事項についても
請願できるということだ。こういう見解でいい
かどうか 

委員御指摘のとおり 

20 橋本しげ
き 

基本的人権の保障は外国人にも及ぶというこ
とだと思うが、見解をお聞きしたい 

委員御指摘のとおり 

21 橋本しげ
き 

住民投票は選挙ではないので、外国人に保障さ
れるというのは自然な解釈であるということ
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を確認したい 
22 橋本しげ

き 
３か月が駄目だと、１年住んだらいいのか、３
年なのか、５年か、永住外国人ならいいのかと
いうような、いろいろな線引きを持ち込んだと
しても、どれも、より合理的な説明にならない
と思うので、今回の条例のような規定というの
は最も自然な結論だと思うが、ほかの選択肢よ
りもやはり今回の、日本人と同等に扱うという
のが合理的だというふうに考えているという
ことでよいか。 

委員御指摘のとおり 

23 橋本しげ
き 

８万人が大挙して武蔵野市に押し寄せてきて、
この狭いまちで住むところがあるのかどうか 

非常に人口密度も高い状況で、仮にもし何か不
正の、実体のないような方が入ってくるような
場合でも、それは住民基本台帳法に基づいて、
市として調査ができるし、大量の方が入ってく
る懸念というのは、これは当たらないと考える 

24 橋本しげ
き 

この武蔵野市において、国籍に関係なく、同じ
住民として、この社会の一員として、このまち
で暮らしていく、そのために市としては最大限
の取組を行っていくということの見解 

【松下市長】第六期長期計画の 10 年後の目指
すべき姿には、「誰もが安心して暮らし続けら
れる 魅力と活力があふれるまち ～未来に
挑戦！ 武蔵野市～」。目指すべき姿を実現す
るための基本目標の１に、多様性を認め合う支
え合いのまちづくりを掲げている。多様な価値
観や多様なライフスタイル、様々な異なる背景
を持つ市民の皆様が武蔵野市に住んで、生活を
している。そうした多様性を認め合うこと。寛
容で、そして人と人とのつながりの中で信頼感
を醸成し、地域での見守りや支え合いの基礎と
なる。それが、誰もが安心して住み続けられる
よう一人一人の多様性を認め合い、誰も排除し
ない支え合いのまちづくりを推進するという
考えで、この第六期長期計画は議会でも議決を
いただいた。10年後の目指すべき姿の実現に向
けて、目標を持って取り組んでいきたい。 

25 道場ひで
のり 

平成 14 年に住民投票権についての判断が、平
成 14年９月 27日に最高裁に上告棄却された名
古屋高裁の判断、そして最高裁の棄却で決まっ
た。 

ここにも、我が国に在留する外国人であっ
て、特別永住者等、その居住する区域の地方公
共団体と特段に緊密な関係を持つに至ったと
認められる者について、あと、同じ内容を言っ
ている。そうすると、この平成 14 年の最高裁
の判断というのは、平成７年の最高裁の判断に
準拠している。かつ、今度は参政権でなく住民
投票権だ。ということは、住民投票権であって
も同じ規定を言っている。ここで、例えば最高
裁のところでの言葉で言うと、永住者等であっ
てといっている。そして、平成 14 年の判決の
ときには、特別永住者といっているのである。 

３か月居住されたということと、この永住者
や特別永住者の違いというのはどう把握され
ているか 

特別永住者については、法律上の規定があり、
永住者とは位置づけが異なる 
【市民課長】特別永住者は、戦前から日本に住
んでおり、平和条約発効後もそのまま引き続き
住んでいて、サンフランシスコ講和条約のとき
に日本国籍を離脱することになった台湾とか
朝鮮半島出身者とその子孫ということになる。 
永住者は、中長期在留者の区分の一つであ

り、こちらは、素行が善良であること、独立生
計を営むに足りる資産または技能を有するこ
と、それから、その者の永住が日本国の利益に
合致すると認められることについて審査をし
て、その永住者という資格を得るということに
なっている。なお、永住者になると、日本での
在留期間や活動制限がなくなる。 

26 道場ひで
のり 

３か月お住まいになった方々と、永住者、特別
永住者というのは違うのではないかと。御見解
をお願いします。 

平成 14 年の名古屋高裁判決は、特別永住者の
方が、自分たちに住民投票の投票権がないのは
どうなのかといって争った裁判である。裁判所
はこれについて、特別永住者の方の投票権は憲
法上どうですかと聞かれたので、それは平成７
年の判決に準拠しつつ、憲法上禁止されている
ものではないという判断を示した。 
この裁判によって、それ以外の、私どもで言

っている中長期在留者のような方について何
らかの判断を示したものではないというふう
に考えている 
【自治法務課長】こちらは岐阜県の御嵩町で産
業廃棄物処理施設の設置についての住民投票
に関する条例が、投票資格者を有する選挙人名
簿の登録者に限定したことが、憲法 21 条、14
条等に違反し不当として、在日韓国人の方が町
を被告に国家賠償法に基づいて慰謝料を求め
た訴訟である。 
平成 14年２月 19日に名古屋高等裁判所の判

決が出ており、その後、平成 14年９月 27日に
最高裁判所上告棄却により確定した。 
 判決のポイントとして、特別永住者等に条例
をもって住民投票の措置を講ずることは憲法
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上禁止されているものとまでは解されないと
いう趣旨の判断が示された。 
平成 14年２月 19日の名古屋高等裁判所判決

では、条例に基づく住民投票において、特別永
住者等以外の外国人については憲法上の明確
な判断を示していないというふうに認識をし
ており、そういった特別永住者等以外の外国人
を投票資格者とすることについて、憲法違反で
あるという裁判例はこれまでにないものと認
識をしている 

27 道場ひで
のり 

その人たちと、３か月住まわれて、これがもし
決まれば住民投票権を与えられる方々という
のは、この区別はなくていいのか。 

この裁判については、訴えたのは特別永住者の
方で、それについて平成７年の判断、地方公共
団体の参政権について法律上も否定はされな
いという判断を受けて、特別永住者のことを聞
かれたので、特別永住者について、住民投票の
投票権を条例でもって認めることは憲法上禁
止されているものではないという判断を示し
たもので、特別永住者以外の方について何らか
の判断を示したものではない。 
ただ、判断の示されていない事項について

は、これはまさに市としての政策判断であろう
というふうに考えている 

28 道場ひで
のり 

３か月住んでいる人は特段に緊密な関係なの
か 

３か月間住んでいる方と、ここで示されている
特段に緊密なというのは、概念が異なる 
特段に緊密な関係というのは、やはり永住者

とか特別永住者の方だというのがこの裁判所
の考え方。 
まず平成７年の最高裁の判決というのは、憲

法 15 条、公務員の選定・罷免であるとか、93
条２項、地方公共団体の長や議会の選挙を行う
のは、これは日本国民に限るという判断が示さ
れた、その上で、例外として、委員おっしゃっ
たように、特段に緊密な関係を持つに至った永
住者等の方に、地方の参政権を法律をもって付
与することは憲法上禁止されるものではない
という判断が示されたもの。 
平成 14 年のほうは、これは住民投票に関す

るもので、憲法 15条、公務員を選定・罷免する
ものでもないし、地方公共団体の長や議会の議
員を選挙するものでもないので、そうすると、
憲法 15条とか 93条２項は関係がなくなる。 
そうすると、では、もしこの名古屋高裁が、

委員御指摘のように、私どもが提案しているよ
うな住民投票条例に何か憲法上問題があると
いうような御意見であるとするならば、憲法の
どの条項を問題としているのだろうかという
ところを内部でも議論をした。それについて、
憲法 15 条、93 条２項が関係ないとなると、現
行の憲法で、私どもが提案しているような住民
投票条例について何らか憲法の趣旨に反する
というような規定はないというのが私どもの
判断である。 

29 道場ひで
のり 

14 年の裁判官は７年の判例を持ってきている
のだから、それは関係がないわけない。特段に
緊密な関係という表現と、「外国人のうちでも」
ということは、明らかに区別をしているという
ことだ。 

 

 

◆ 武蔵野市住民投票条例（仮称）素案（令和３年８月）に対する意見一覧 
NO. 項目 意見要旨 市の考え方 
1 Ⅰはじ

めに 
P2「3 骨子案の作成～条例素案の検討と今後の
予定について」方向性の(4) 
「投票資格者には外国籍住民を含みます」とい
う方向性は非常に素晴らしいと思う。当然なが
ら住民＝日本国籍保持者ではない。差別的排除
的な声に惑わされず、このまま進めていただき
たい。 

第六期長期計画で掲げている「多様性を認め合
う支え合いのまちづくり」を推進するために、同
じコミュニティの中で共に生活している外国籍
住民にも意見を表明していただく必要があると
考え、条例素案のとおり、投票資格者には外国籍
住民を含める方向で検討します。 
本制度を確立することで、さらに本市の市民自
治が推進され、また、市長と議会がともに市民の
信託に応えるためのより一層の努力をしていく
ことを目指します。 

2 Ⅰはじ
めに 

懇談会では「外国人の投票権利」について、深く
議論されている。グローバル化する社会におけ

参政権のうち最も一般的で重要なものは選挙権
とされています。本制度の趣旨は、重要な問題に
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る「市民・住民とは誰か」という「市民権の付与」
について、記載する必要がある。 
骨子案に対する意見への市の考え方では、「市民
権は参政権」と限定して解釈されていることが
わかった。しかし現在、もはや国民にのみ与えら
れている市民権の発想は、グローバリゼーショ
ンの時代に適応しにくくなっていると指摘され
ている。市民権を巡る学際的な議論、二重国籍問
題の今後等、庁内の議論が必要ではないか。グロ
ーバルな経済のみならず、地域経済や実際の生
活における共生・多文化の課題や展望を、市民的
合意を形成する場を設定することを強く求め
る。 

ついて住民に意見を表明していただくものであ
り、選挙のように代表者を選ぶものではなく、投
票結果に法的拘束力があるものでもない点で、
選挙とは明確に位置付けが異なります。したが
って、本制度を設けることにより、現行の法制度
において外国籍の方に認められていない参政権
や、市民権に当たるような新たな権利を付与す
ることを意図するものではありません。 
なお、投票資格者に外国籍住民を含めることに
ついては、無作為抽出アンケート、パブリックコ
メント、市民意見交換会、コミュニティセンター
における意見交換会などによりご意見をいただ
くとともに、市議会とも様々な形で意見交換等
を行い、それらを踏まえて庁内検討委員会にお
いて議論を行いました。 

3 5 住民
投票の
投票資
格者 

制度趣旨・制度意義から考えても、日本国籍を有
している住民だけに投票資格を限るべきではな
く、広く外国人にも投票資格を認めるべき。 

第六期長期計画で掲げている「多様性を認め合
う支え合いのまちづくり」を推進するために、同
じコミュニティの中で共に生活している外国籍
住民にも意見を表明していただく必要があると
考え、条例素案のとおり、投票資格者には外国籍
住民を含める方向で検討します。 
本制度を確立することで、さらに本市の市民自
治が推進され、また、市長と議会がともに市民の
信託に応えるためのより一層の努力をしていく
ことを目指します。 

4 5 住民
投票の
投票資
格者 

外国籍市民を投票資格者とすることは大賛成。
基本的には、人間はどこに住もうと皆平等に扱
われるべきだ。 

5 5 住民
投票の
投票資
格者 

外国人を含める事については、今の時世を考え
ると自然な流れであり賛成。 

6 5 住民
投票の
投票資
格者 

高齢化社会において、主に労働の担い手として
の外国人の受入れを促進していかないことに
は、今後の日本社会は財政的に立ち行かないこ
とは日を見るより明らかである。また、国際的な
輸送手段の発達や旧社会主義諸国の市場参加、
国際結婚の増加などになり、商取引レベルでも
個人生活レベルでも国際化の波は身近になって
いる。 
「開かれた都市社会の形成」というテーマは今
後の地方自治運営において非常に重要だと思
う。街の活力の源として欠かせないものは人口
であり、魅力ある街づくり→人口流入→街の活
性化→魅力ある街づくり、というループ的な相
乗効果が期待できると思う。多様な価値観に寛
容で開かれた都市イメージは、街の魅力向上に
大きく寄与するものではないか。 
私は外国人に投票資格を認めることは賛成派だ
が、否定派の方々が一定数以上おられることに
充分な配慮を尽くして、もう少し議論に時間を
かけても良いかもしれないとも思う。 

市民自治の推進を図るために検討を進めてきた
本市の住民投票制度は、市政に関する重要事項
について、住民が直接その意思を表明するため
のものであるため、外国籍住民を除外する合理
的な理由はないと考えています。 
本市では、第六期長期計画に基づき「誰もが安心
して暮らし続けられる 魅力と活力があふれる
まち」の実現を目指して「多様性を認め合う支え
合いのまちづくり」を推進していることも踏ま
えて、引き続き本制度の趣旨を丁寧に説明して
まいります。 

7 5 住民
投票の
投票資
格者 

外国籍の方への拒否感がある市民もいるのでは
ないか。日本国籍がなくても、市民であることに
変わりがない。行政上のサービスを享受し、何ら
かの形で貢献している。外国籍の方も一定の意
見を持っていておかしくない、というのが寛容
な考えではないか。 

8 5 住民
投票の
投票資
格者 

定住外国人は生活を共にし地域社会をつくる仲
間なので排除されるべきではない。そもそも排
他的・排除的なコミュニティは武蔵野市の目指
すものではない。武蔵野市のコミュニティは
個々人が背景にかかわらず参加できる必要があ
る。 

9 5 住民
投票の
投票資
格者 

意見の分かれる問題だが、今日、投票資格の要件
を市民の中で外国籍住民だけ別にする必要はな
い。 

10 5 住民
投票の
投票資
格者 

投票資格者に永住外国人を含むべきとの考えを
一貫して示している。素案では、永住外国人より
もさらに広く、外国籍住民を日本国籍を有する
住民と同様に扱うことは、法の下の平等にもか
なう適切な考え方である。この方向で以後の議
論が進められることを望む。 

11 5 住民
投票の
投票資
格者 

諮問型の住民投票制度であるため、代表者を選
ぶ法的拘束力のある選挙とは別のものだと思
う。住民自治の推進の観点で制定された自治基
本条例において規定されてきることから、同じ
コミュニティで過ごし同じ住民である人を国籍

市民自治の推進を図るために検討を進めてきた
本市の住民投票制度は、市政に関する重要事項
について、住民が直接その意思を表明するため
のものであるため、外国籍住民を除外する合理
的な理由はないと考えています。 
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を理由に除くことは考えられない。また、住民投
票制度は、武蔵野市がこれまで培ってきた住民
参加や意見聴取の方法に新たに加わる仕組みで
あると考えるため、その仕組みだけに国籍を除
外要件とする理由はないと思う。国政への影響
が出るという意見もあるが、偏った内容であれ
ば請求段階で認められないし、仮に住民投票が
実施されることになったとしても、武蔵野市の
住民力の高さを考えれば適正な判断がなされる
ものと信じている。住民自治の観点や多様性を
認め合う社会、二元代表制を補完する制度とし
て、この制度がより良い制度となることを願う。 

本市では、第六期長期計画に基づき「誰もが安心
して暮らし続けられる 魅力と活力があふれる
まち」の実現を目指して「多様性を認め合う支え
合いのまちづくり」を推進していることも踏ま
えて、引き続き本制度の趣旨を丁寧に説明して
まいります。 

12 5 住民
投票の
投票資
格者 

住民投票の投票権について、外国籍市民を入れ
ることについては賛成です。４で住民投票の対
象外となるものを定めていることや投票結果に
法的拘束力がないこと、結果を踏まえてきちん
と議会が審議することを考えると、「外国に乗っ
取られる」という一部の意見が実現することは
ないと思う。 

13 5 住民
投票の
投票資
格者 

投票資格者に外国籍住民も含めることについ
て、懇談会で「国益に関するようなものについて
住民投票が行われることとなった場合に問題に
なる可能性はある」という意見が挙がったとあ
るが、外国籍住民ばかりが「国益に関する～可能
性はある」とは限らない。そもそも何が「国益」
なのか考え方は色々で国籍は関係ない。その発
想自体が差別的排他的で、武蔵野市民の良識を
疑われると思う。 

ご指摘の意見については、外国籍住民を投票資
格者に含めることについて慎重であった委員か
ら出されたものです。 
懇談会では、外国籍住民を投票資格者に含める
ことについて、賛否両論の議論がされました。市
としましては、懇談会の議論を基に検討を進め
たうえで、第六期長期計画において、まちづくり
の基本目標のひとつとして「多様性を認め合う
支え合いのまちづくり」を掲げたことを踏まえ、
市民自治推進の観点から外国籍住民を投票資格
者に含める方向で検討しています。 

14 5 住民
投票の
投票資
格者 

投票資格者に外国籍住民も含めることについ
て、懇談会で「国益に関するようなものについて
住民投票が行われることとなった場合に問題に
なる可能性はある」という意見が挙がったとあ
るが、「国益に関するようなもの」なら更にその
上に国政という弁があるので、そのような心配
はあまり現実的ではないと考える。 

素案では、住民投票の対象としない事項として
「市の権限に属さない事項」を挙げています。た
だし、署名要件を満たした場合は、例え国が権限
を持つ事項だとしても、それに対する意思を住
民全体のものとして表明する場合には、それを
妨げることは市民自治の観点から適当ではない
と考え、住民投票を可能としています。 

15 5 住民
投票の
投票資
格者 

住民投票に外国人参政権を認める必要はない。
外国人を認めないのは差別ではない。武蔵野市
の市政とはいえ土地の問題は領土問題であり、
外国人に意見される必要はないと考える。 

参政権のうち最も一般的で重要なものは選挙権
とされています。 
本市の住民投票制度は、市民自治の推進の観点
から確立する制度であり、投票結果に法的拘束
力はありません。また、「意見を表明する」ため
の本制度と、投票結果に法的拘束力がある「代表
者を選ぶ」ための選挙は、明確に位置付けが異な
るものです。本制度は、あくまでも二元代表制を
補完する制度であるため、住民投票が行われた
場合でも、最終的には選挙で選ばれた市長と議
会が審議を行い、重要事項を決定していくこと
に何ら変わりはありません。 
したがって、現行の法制度において外国籍の方
に認められていない参政権を付与するものでは
なく、また、違憲性のあるものではないと考えま
す。 
これまで市民参加の手法として行ってきたアン
ケートや意見交換会、パブリックコメント等の
手法に新たに加えられるものである本制度にお
いて、外国籍住民の意見を除く合理的な理由は
ないと考えます。 

16 5 住民
投票の
投票資
格者 

外国人参政権に向けての蟻の一穴となりうる危
険な条例だと思う。反対意見は外国籍者を市民
と認めないということではなく、参政権を付与
することに反対しているのである。外国籍住民
の意見は別枠でヒアリングを行い、日本国籍者
が日本人住民の自治を損ねない範囲で市政に反
映すればよいではないか。 

17 5 住民
投票の
投票資
格者 

投票資格者に外国籍住民を含めると、住民の利
益だけでなく、日本の国益を著しく損なう。納税
者なのになぜ投票権がないのかと言う人もいる
が、税金は公共サービスに使われるのではあり
投票権を買っているわけではない。外国人に投
票権を与えれば、武蔵野市が日本ではなくなる
可能性がある。外国人に参政権を与えようとし
ているのは日本だけである。世界が認めないこ
とをなぜ武蔵野市はやろうとするのか理解でき
ない。 

18 5 住民
投票の
投票資
格者 

投票資格者に外国人を含めることは、憲法に規
定されている国民主権に抵触する。参政権は国
民の権利であり、地方自治体であっても外国人
の意図に左右されることがあってはならない。
このような懸念を残したまま原案が作成された
ことで市政にに大きな不信感を持った。 

19 5 住民
投票の
投票資
格者 

外国籍住民が増えており、意見を伺うことは必
要だが、投票権は日本国籍住民に限ることを守
っていただきたく、断固反対する。多様性の尊重
のためにも、日本の文化、秩序、主権に対して、
危機感を持っていただきたい。 

20 5 住民
投票の
投票資
格者 

外国籍の方は、それぞれの国籍を有する国や地
方自治体に選挙権があるのに、居住地である日
本の地方自治体へ投票権を認めるのはおかしい
し適切ではないと思う。人数の多い国の方が発
議し、投票することができるようになると人数
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の多い国の人々の意見が反映される恐れがあ
る。性善説で、外国人の方の意見も取り入れれば
より幅広い人が恩恵を受ける施策が作れると考
えられているのかもしれないが、国や地方自治
の投票権については、悪用される場合も想定し
て外国籍の方の発議権、投票権は認めないで欲
しい。 
日本国憲法では外国人参政権を認めていないの
で、地方自治体もそれに準じて欲しい。 

21 5 住民
投票の
投票資
格者 

容易な条件で外国人が参政権を得られることが
周知されてしまえば、将来的に外国人が武蔵野
市に流入し、外国人に有利な条例を制定される
ことも現実味を帯びてくる。主権者は日本人で
あるため、日本国憲法に反してまで外国籍住民
に阿る必要性やメリットなどない。コロナ禍で
このような無責任な条例が作成される恐れがあ
ることに、大変憤りを覚える。 

参政権のうち最も一般的で重要なものは選挙権
とされています。本市の住民投票制度は、市民自
治の推進の観点から確立する制度であり、投票
結果に法的拘束力はありません。また、「意見を
表明する」ための本制度と、投票結果に法的拘束
力がある「代表者を選ぶ」ための選挙は、明確に
位置付けが異なるものです。本制度は、あくまで
も二元代表制を補完する制度であるため、住民
投票によって条例が制定されるわけではなく、
投票結果を踏まえて、最終的には選挙で選ばれ
た市長と議会が審議を行い、重要事項を決定し
ていきます。 
したがって、現行の法制度において外国籍の方
に認められていない参政権を付与するものでは
なく、また、違憲性のあるものではないと考えま
す。 
なお、国籍にかかわらず、特定の集団の流入によ
り、その集団に有利な結果が導かれることがな
いよう、署名要件や成立要件を高めに設定して
います。 

22 5 住民
投票の
投票資
格者 

外国籍住民が不当に扱われ、不便な生活を強い
られることは望まないし、出来うる限り日本人
と同じ市民サービスを受けられるべきだと考え
る。しかし、外国籍住民に投票資格を与えること
は非常に危険である。武蔵野市を外国籍住民に
とって都合の良い街に作り変えようと多くの外
国人が意図的な悪意を持って大量移住してくる
恐れは十分に考えられる。性悪説で慎重に制度
を作成しなければならないのではないか。 
外国籍住民から暮らしに対する不満や改善を求
める声があるなら、意見交換する場を市が設け
れば済む話であり、それを行わないのであれば
市の怠慢である。 

国籍にかかわらず、特定の集団の流入により、そ
の集団に有利な結果が導かれることがないよ
う、署名要件や成立要件を高めに設定していま
す。都市部にあって人口密度の高い本市におい
ては、特定の集団が大量移住し、前述の実施要件
や成立要件に影響を与えるという可能性は極め
て低いと考えます。 
また、住民投票の対象となる「市政に関する重要
事項」は「市及び市民全体に影響を及ぼす事項
で、住民に直接その意思を確認する必要がある
と認められるもの」と定義づけたうえで、除外規
定を設けています。除外事項のひとつに「特定の
個人又は団体、特定の地域の住民等の権利等を
不当に侵害するおそれのある事項」と定めてい
るため、恣意的な内容の住民投票について署名
収集が行われることはありません。 
なお、条例に基づく住民投票の結果には、法的拘
束力を持たせることはできません。成立した結
果をどのように取り扱うかは市長と議会が決定
するものであり、投票結果全体を見て判断する
こととなります。 
ご意見のとおり、市ではこれまでもさまざまな
政策等の立案及び決定の段階において、外国籍
住民も対象に含めたアンケートや意見交換会等
を実施してきました。これまでの市民参加の手
続も含め、引き続き自治基本条例に定める基本
原則（情報共有、市民参加、協働、計画に基づく
市政運営）に則り市民自治を推進してまいりま
す。 

23 5 住民
投票の
投票資
格者 

日本における外国人による土地の買収が問題視
され、ゆくゆくは日本人が外国人に追い出され
かねないような状況でこのような条例には賛成
できない。 

国籍にかかわらず、特定の集団の流入により、そ
の集団に有利な結果が導かれることがないよ
う、署名要件や成立要件を高めに設定していま
す。都市部にあって人口密度の高い本市におい
ては、特定の集団が大量移住し、前述の実施要件
や成立要件に影響を与えるという可能性は極め
て低いと考えます。 
また、住民投票の対象となる「市政に関する重要
事項」は「市及び市民全体に影響を及ぼす事項
で、住民に直接その意思を確認する必要がある
と認められるもの」と定義づけたうえで、除外規
定を設けています。除外事項のひとつに「特定の
個人又は団体、特定の地域の住民等の権利等を
不当に侵害するおそれのある事項」と定めてい
るため、恣意的な内容の住民投票について署名
収集が行われることはありません。 

24 5 住民
投票の
投票資
格者 

外国籍住民に投票権を付与することには多くの
課題がある。今後の外国籍市民の割合によって
は、外国籍市民の署名だけで住民投票が行われ
ることもあり得る為、慎重な対応が必要。市の将
来を左右する投票を行う場合、権利を行使する
なら、永住の意思があるとして日本国籍を取得
して投票してほしい。アンケート結果を見ると
賛成が７割だが、あくまで回答者数 509 名であ
る。住民投票を機能させていくためには、住民の
市政参加が欠かせず、情報公開、情報提供、広
報 、広聴に力を入れてほしい。 

25 5 住民 外国籍住民を含めることについてのリスクをど
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投票の
投票資
格者 

う考えているのか。 なお、条例に基づく住民投票の結果には、法的拘
束力を持たせることはできません。成立した結
果をどのように取り扱うかは市長と議会が決定
するものであり、投票結果全体を見て判断する
こととなります。 
引き続き、自治基本条例に定める基本原則（情報
共有、市民参加、協働、計画に基づく市政運営）
に則り市民自治を推進してまいります。 

26 5 住民
投票の
投票資
格者 

安全保障の観点から、国籍の要件も公職選挙法
と同様に日本国民に限るべきと考える。 

27 5 住民
投票の
投票資
格者 

外国籍住民に投票権を付与するか否か、には多
くの論点があり、一自治体の法的拘束力を持た
ない住民投票であっても、メリットデメリット
を明確にする議論を尽くさないまま、軽率に投
票権を付与することには反対する。一旦、外国籍
住民に投票権を付与したのちに問題が浮上して
も、投票権を停止することは容易ではないと思
われる。 

本市における住民投票制度については、懇談会
において大きな方向性が示されましたが、投票
資格者に外国籍住民を含める否かについては今
後整理すべきこととされました。これを受けて
より具体的な検討を行った結果を、骨子案とし
て令和３年２月に公表しました。骨子案に対し
ていただいた様々なご意見を踏まえて、さらな
る検討を行ったものが令和３年８月に公表した
条例素案です。条例素案に対してもパブリック
コメントや市民意見交換会、市議会からの意見
聴取を行い、お寄せいただいた意見を十分に考
慮したうえで、条文に明記することを検討しま
す。 

28 5 住民
投票の
投票資
格者 

住民投票は、二元代表制を補完するもので、その
結果を市長と議会は尊重するとしているため、
事実上の参政権と捉えることが可能。投票資格
者は選挙権と同様が望ましいと考える。 
外国籍住民の投票権付与の根拠のひとつとして
納税をあげるならば、外国籍の方で投票権を付
与するのは納税する方に限らないと整合性がと
れないのではないか。 
また、日本で生活して日の浅い外国籍住民にと
っては言語の問題があり、正しい理解で投票で
きるような手当が必要と思うが本素案では示さ
れていない。コミュニティにとけこみ、地域課題
や特性を理解するには、永く武蔵野市に居住し
今後も定住する意思を持っていることが前提で
ある。外国籍住民に投票権を与えるにしても永
住者限定や３年、５年以上居住・納税しているな
どの条件の見直しを求める。 

本市の住民投票制度は、市民自治の推進の観点
から確立する制度であり、投票結果に法的拘束
力はありません。また、二元代表制を補完する制
度ではありますが、「意見を表明する」ための本
制度と、投票結果に法的拘束力がある「代表者を
選ぶ」ための選挙は、明確に位置付けが異なるも
のです。 
市全体にとって重要な事柄について、住民全体
で考え、賛否を問うというときに、ともに地域に
住み、課題を共有する外国籍住民を含めないこ
とは、本市の自治の原則に照らしてふさわしく
ないと考えております。また、市としては、「外
国籍住民も納税者であるため投票資格者とする
べきである」とは考えておりません。 
なお、ご指摘のとおり、市からの情報提供におい
ては、言語の問題により市民間の情報格差が生
じることがないよう配慮しなければならないと
認識しています。 
外国籍住民に限定した要件を設定するか否かに
ついては、日本国籍住民であれば、基準日時点で
転入してから３か月経過したばかりの方や翌日
に転出予定の方であっても投票資格がある一方
で、外国籍住民にのみ永く住み続けることを要
件とすることには明確な合理性がないと判断し
ました。 

29 5 住民
投票の
投票資
格者 

外国籍住民には、在住期間や在留資格の要件を
設けるべき。 

日本国籍住民であれば、基準日時点で転入して
から３か月経過したばかりの方や翌日に転出予
定の方であっても投票資格がある一方で、外国
籍住民にのみ永く住み続けることを要件とする
ことには明確な合理性がないと判断しました。 

30 5 住民
投票の
投票資
格者 

投票資格者の年齢に関しては公職選挙法を用い
ている一方で、外国籍を対象にすることの説明
が不十分である。一部の国が意図をもって住民
を大量に移民させ、市政に影響を及ぼすことは
無いか懸念である。そのような懸念がないこと
を文言に残すべきである。 

本制度の趣旨は「意見の表明」であり、投票とい
う手法を用いることから、事務手続の部分では
公職選挙法や地方自治法に準じることとしてい
ます。 
一方で、国籍にかかわらず、特定の集団の流入に
より、その集団に有利な結果が導かれることが
ないよう、署名要件や成立要件を高めに設定し
ています。都市部にあって人口密度の高い本市
においては、特定の集団が大量移住し、前述の実
施要件や成立要件に影響を与えるという可能性
は極めて低いと考えます。 
また、住民投票の対象となる「市政に関する重要
事項」は「市及び市民全体に影響を及ぼす事項
で、住民に直接その意思を確認する必要がある
と認められるもの」と定義づけたうえで、除外規
定を設けています。除外事項のひとつに「特定の
個人又は団体、特定の地域の住民等の権利等を
不当に侵害するおそれのある事項」と定めてい
るため、恣意的な内容の住民投票について署名
収集が行われることはありません。 
なお、条例に基づく住民投票の結果には、法的拘
束力を持たせることはできません。成立した結
果をどのように取り扱うかは市長と議会が決定



57 

するものであり、投票結果全体を見て判断する
こととなります。 

31 5 住民
投票の
投票資
格者 

住民投票自体は「公職選挙法に基づく選挙に準
じて行う」としているのに、住民投票条例につい
ては外国籍住民にも投票権があるのは矛盾して
いる。公職選挙法で外国籍住民に参政権はない。 
国の公職選挙法＞武蔵野市の住民投票であり、
国の公職選挙法を順守するのが大原則。 

現行の選挙制度において、外国籍の方に選挙権
が認められていないのは、ご指摘のとおりです。 
本制度は、投票という手法を用いることから、事
務手続の部分では、公職選挙法や地方自治法の
規定を参考にしていますが、本制度の趣旨は住
民の「意見の表明」であり、「代表者を選ぶ」選
挙とは位置付けが明確に異なります。 
したがって、投票者の資格について、公職選挙法
と一致させなければならないものではなく、住
民投票の投票資格者に外国籍の方を含めること
が、公職選挙法の規定に矛盾するものではあり
ません。 

32 5 住民
投票の
投票資
格者 

私が知りうる限りにおいて、外国において外国
人の投票権を付与している国・自治体はない。い
くら住民で納税していても、それはあくまでも
外国に住まわせてもらっているというのが常識
である。地方自治体の自治を外国人にゆだねる
ようなことは、あってはならない。少ないからい
いという意見もあるが、「アリの一穴」になる。
外国人は、あくまでも一時的滞在者の扱いであ
る。７割近い賛成とあったが、議論が必要であ
る。 

本市における住民投票制度については、懇談会
において大きな方向性が示されましたが、投票
資格者に外国籍住民を含める否かについては今
後整理すべきこととされました。これを受けて
より具体的な検討を行なった結果を、骨子案と
して令和３年２月に公表しました。 
市としては、「外国籍住民も納税者であるため投
票資格者とするべきである」とは考えておりま
せん。また、本市の自治を外国人にゆだねるとい
う意図は全くなく、市全体にとって重要な事柄
について、住民全体で考え、賛否を問うというと
きに、ともに地域に住み、課題を共有する外国籍
住民を含めないことは、本市の自治の原則に照
らしてふさわしくないと考えております。 
骨子案に対して無作為抽出アンケートを含めて
いただいた様々なご意見を踏まえて、さらなる
検討を行ったものが令和３年８月に公表した条
例素案です。条例素案に対してもパブリックコ
メントや市民意見交換会、市議会からの意見聴
取を行い、お寄せいただいた意見を十分に考慮
したうえで、条例案を市議会に上程します。 
なお、諸外国における地方参政権（選挙権・被選
挙権）としては、一定の条件ですべての外国籍住
民に認めているケースや、特定国出身の外国籍
住民に限定して認めているケースがあります。 

33 5 住民
投票の
投票資
格者 

選挙権がない外国籍住民に対して住民投票の権
利を与えている国はあるのか。意思表示の権利
が増えることは良いことだが、選挙と住民投票
の制度に相違があることに違和感がある。 

選挙権がない外国籍住民に対して住民投票の権
利を与えている国については確認できておりま
せんが、外国籍住民による市政参加制度は存在
しています。 
本市の住民投票制度は、市民自治の推進の観点
から確立する制度であり、投票結果に法的拘束
力はありません。また、二元代表制を補完する制
度ではありますが、「意見を表明する」ための本
制度と、投票結果に法的拘束力がある「代表者を
選ぶ」ための選挙は、明確に位置付けが異なるも
のです。 
市全体にとって重要な事柄について、住民全体
で考え、賛否を問うというときに、ともに地域に
住み、課題を共有する外国籍住民を含めないこ
とは、本市の自治の原則に照らしてふさわしく
ないと考えております。 

34 5 住民
投票の
投票資
格者 

現在の市長選挙及び市議会議員選挙の低い投票
率は、果たして市民の信託を受けた市長、市議会
議員といえるのか。市長選、市議選の投票率が低
すぎるため、限られた有権者が投票した人物が
市長や市議会議員に選出されており、今後の投
票率が上がらない限り、住民投票条例は時期尚
早だと考える。極端な結果を生じる可能性が否
定できず、武蔵野市民にとって住民投票は不利
益になると考える。 

住民投票の対象になる事項は、「武蔵野市及び市
民全体に影響を及ぼす事項で、住民に直接その
意思を確認する必要があると認められるもの」
としたうえで、除外規定を設けています。また、
本制度の趣旨を鑑みて、必要署名数や成立要件
を定めることから、武蔵野市民にとって不利益
が生じる恐れはないと考えています。 

35 5 住民
投票の
投票資
格者 

第六期長期計画のまちづくりの基本目標（「多様
性を認める」など）の実現と外国籍住民に投票資
格を認めることは別の議論である。自治基本条
例では、個別の制度における市民の定義はそれ
ぞれの条例で定義するとなっており、住民投票
以外ではほとんどが外国籍住民も対象となって
いる。 
素案では、住民発議による住民投票が行われる
のは「よほどの事態」に限られると記されてい
る。そうであるならば、そのよほどの事態を招い

第六期長期計画は、令和 2年度から 11年度まで
の 10年間の市政運営の指針であり、市が目指す
べき方向性や取り組むべき政策を定める市の最
上位計画として策定されました。したがって、住
民投票制度の検討を行うにあたっては、長期計
画と整合性を図る必要があると考えました。 
本市における住民投票制度は、あくまでも市民
自治の推進を目的としており、二元代表制によ
る間接民主主義を補完するものと位置付けてい
ます。市長または議会に対して、有権者が直接民
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た市長または議会に対して、自ら選挙した有権
者が直接民主主義の一環として住民投票を行う
ことが適切であり、そこに有権者以外の投票資
格者を認めるのはダブルスタンダードとなる。 
住民の意見表明の場であるという議論もある
が、現在でも市長は手紙や議会への陳情・請願な
ど市や議会への意見表明の場は確保されてお
り、住民投票の投票資格の有無とは違う議論で
あると考える。 

主主義の一環として行うリコールとは異なり、
市政に関する重要事項について（廃置分合・境界
変更を行う場合を除いて、一定の署名数が集ま
れば）議会の議決を要せずに住民投票を行うこ
と、成立した結果については市に尊重義務があ
ることが、自治基本条例で定めた本市における
住民投票制度です。あくまでも市政運営は二元
代表制で行うことが大前提であるため、本制度
が濫用されるべきではないことから「よほどの
事態」と表現しています。 
投票資格者については、条例素案に記載のとお
り、多様性を認め合う支え合いのまちづくりを
推進するためには、同じコミュニティの中で共
に生活している外国籍の方にも意見を表明して
いただく必要があると考えることから、適法に
在留資格が認められ、本市に住民登録のある外
国籍の方の投票資格は日本国籍の方と同様とす
る方向で検討します。 

36 5 住民
投票の
投票資
格者 

市民の定義に国籍の要素がないことが投票権を
外国籍市民に付与する理由になるとは考えられ
ない。投票資格者以外の方の意見を把握できる
システムを確立することで 18歳以下の市民と同
様に外国籍を持つ市民への対応もできるのでは
ないか。多様性に重きを置き、日本の特色をなく
していくような政策には反対する。 

住民投票制度は、これまで本市が市民参加の手
法として行ってきた意見交換会、パブリックコ
メント、各種アンケート、市民意識調査などに新
たに加えられるものであり、本制度に限って外
国籍住民を対象から除くことは合理的な理由は
ないと考えます。 
また、条例素案に記載のとおり、多様性を認め合
う支え合いのまちづくりを推進するためには、
同じコミュニティの中で共に生活している外国
籍の方にも意見を表明していただく必要がある
と考えることから、適法に在留資格が認められ、
本市に住民登録のある外国籍の方の投票資格は
日本国籍の方と同様とする方向で検討します。 

37 5 住民
投票の
投票資
格者 

市民の定義に国籍の要素がないからと言って、
住民投票条例において投票権を外国籍住民に付
与する理由にはならない。日本国民の定義（日本
国籍を所有する者）を満たし、なおかつ、武蔵野
市民の定義を満たす者に投票権があると考え
る。 

38 5 住民
投票の
投票資
格者 

「市民権」に関わる重大事案である。多国籍国家
である米国や多国籍国家政策に取り組んだ英国
の事例を踏まえて、共生社会の表裏を自治体が
背負う覚悟と骨格を明確にしていただきたい。 
すでに本市においても、3,223名の外国籍の市民
がおり、今後の家族結合によっては、人口構成に
影響を与える重大要素である。また、当然のこと
ながら、経済活動を伴うことから、今後他の事象
も想定して慎重な判断が求められる。本条例の
権能を鑑みれば、住民自治のルールであっても、
法治国家の法制度の枠を超えて、独自の治外法
権領域を形成することは、他の法体系と市民生
活の秩序と混乱に影響を及ぼすものと考える。 
居住地登録年限の妥当性を示し、根拠を法令と
結びつける必要がある。再考を求める。 

市民権とは、特に参政権を指して用いられる用
語であると理解しています。 
住民投票の請求に必要な署名数は、要件を高く
設定することで、一部の住民にのみ利益を誘導
するようなことはできないようにしています。
また、外国籍住民を含めた住民投票の結果に法
的拘束力はなく、住民投票の結果を踏まえて市
政の重要事項に関して決定するのは、選挙によ
る信託を受けた市長と議会であり、現行の二元
代表制の仕組みを否定するものではありませ
ん。 
住所要件としては、公職選挙法の規定に準じて
「引き続き３か月以上」とする方向で検討して
います。懇談会において、外国籍住民のみ追加の
要件（３年以上在住等）を設けるべきではないと
いう議論があったことも踏まえ、日本国籍住民
であれば、基準日時点で転入してから３か月経
過したばかりの方や翌日に転出予定の方であっ
ても投票資格がある一方で、外国籍住民にのみ
永く住み続けることを要件とすることには明確
な合理性がないと考えます。 

39 5 住民
投票の
投票資
格者 

外国籍住民の意見を取り入れるための方法とし
て、なぜ住民投票である必要があるのか。 

本制度は、外国籍住民の意見を取り入れるため
の方法として確立するものではなく、あくまで
も本市の市民自治を推進するためのひとつの手
法であり、これまで市民参加の手法として行っ
てきたアンケートや意見交換会、パブリックコ
メント等の手法に新たに加えられるものです。
二元代表制で市政運営を行うことや「情報共有」
「市民参加」「協働」「計画に基づく市政運営」が
自治の基本原則であることに変わりはありませ
ん。 

40 5 住民
投票の
投票資
格者 

外国籍住民について、名簿調製時に在留資格が
あるが投票日前に在留期限を迎える人はどう扱
うのか。投票所での名簿対照時に正確に判定で
きるのか。また、日本語で会話できない方への投
票所でのサポートをどうするのか、記述式の投
票で日本語以外で記載された場合の審査をどう
するか検討が必要と思われる。 

条例素案 21 ページ（21 投票資格）で示してい
るとおり、投票資格者名簿に登録をされた方で
あっても、投票日（期日前投票や不在者投票を行
う場合には、実際に投票を行う日）に、投票資格
者でない方については、投票をすることができ
ません。具体的な運用については、選挙管理委員
会と調整を行います。 
なお、投票の方法は、「投票用紙の選択肢から一
つを選択し、所定の欄に○の記号を自書」する方
向で検討しています。点字投票などの一部の例
外を除き、記述式での投票が行われることはあ
りません。 
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41 5 住民
投票の
投票資
格者 

投票資格者に外国籍住民を含めるため、投票に
際し必要な情報が提供されることが求められ
る。言語の問題などで市民の間に情報格差が生
じると、投票において不利益を生じることも考
えられる。外国籍住民の情報アクセス権を保障
するために、市のサポート体制などを構築する
ことを求める。 

ご指摘のとおり、市からの情報提供においては、
言語の問題により市民間の情報格差が生じるこ
とがないよう配慮しなければならないと認識し
ています。 

42 5 住民
投票の
投票資
格者 

自治基本条例で定義している「市民」で、投票資
格者に含まれない子どもや事業者の意見等をど
のように聴いていくのか。 

投票資格者に含まれない子どもや事業者の意見
等を伺う方法として、パブリックコメントやア
ンケート調査による意見聴取のほか、ワークシ
ョップや意見交換会の実施など、住民投票以外
のさまざまな市民参加の手法の中で意見聴取の
機会を設けていきたいと考えます。 

43 5 住民
投票の
投票資
格者 

今後、子どもの権利に関する条例が制定される
流れの中で、どう連動するのか。 

子どもの権利に関する条例の制定に向けた議論
が進められていることについて、その検討経過
を注視しつつ、今後の社会情勢の変化等も踏ま
え、住民投票制度の見直しを行っていくことは
可能だと考えています。 

44 5 住民
投票の
投票資
格者 

子どもの権利条約では子どもは意見を聞かれる
権利がある。住民投票の結果は未来に影響が現
れるものだが、子どもの意見はどのように取り
込まれるのか。 

市ではこれまでも中高生向けのワークショップ
やアンケートの実施等により、意見聴取の機会
を設けてきました。住民投票の結果に基づく市
政運営においても、引き続きさまざまな市民の
皆様からの意見を聴きながら進めていくことが
必要と考えています。 

45 5 住民
投票の
投票資
格者 

年齢要件を「年齢満 18年以上」とした根拠は理
解するが、子どもの人権の観点から「年齢要件に
満たない子どもの意見も聞くことができる仕組
み」を作ってほしい。 

市では、将来を担う中高生世代がまちや地域活
動などに関心を持ち、市の取組みに関する理解
を深めたり、今後のまちづくりについて提言を
行うことを目指す中高生世代ワークショップ
「Teensムサカツ」を実施しています。また、こ
れまでもアンケートや意見交換会、出前講座の
実施等により、18 歳未満の子どもたちから意見
を聴く機会を設けてきたため、引き続きこれら
の機会や手法を活用していきたいと考えます。 

46 5 住民
投票の
投票資
格者 

外国籍住民の投票を認める一方で、対象年齢に
ついては公職選挙法に準じて 18歳以上としてい
る理由な何か。対象年齢の引き下げについて、検
討してはどうか。 

年齢要件については、「武蔵野市自治基本条例
（仮称）に関する懇談会」において、公職選挙法
の要件から拡大するには、その範囲を相当の合
理性をもって定めることは困難であるため、将
来的に可能性を残しながら、公職選挙法に準じ
ることとされました。また、一人一票同一の条件
で行う住民投票における主体的な意思の表明と
いう観点から、民法改正に伴う成年年齢引き下
げにより、18 歳から親の監護義務がなくなるこ
とを踏まえ、現時点において 18歳以上を年齢要
件とすることは妥当であると考えています。 
一方、今後の社会情勢の変化等を踏まえ、条例制
定後も制度を見直していく可能性はあると考え
ています。 

47 5 住民
投票の
投票資
格者 

投票資格がない「市民」がいることとのバランス
を図るために、請求や投票に何らかのトラブル
や懸念が生じた際には、居住実態を調査すると
いった歯止めを設けておくことはどうか。 

住民投票の請求や署名を行うことができる投票
資格者は、本市の住民基本台帳に３か月以上記
録されている満 18歳以上の方になります。住民
投票実施の手続において、居住実態に疑義が生
じた場合は、住民基本台帳法に基づく居住実態
等の調査を行うことができます。 

48 5 住民
投票の
投票資
格者 

外国籍住民の人数を明確にしてほしい。 令和３年 11月１日時点における、本市の外国籍
住民の人口は 3,098人です。なお、外国籍住民の
人口は、本市ホームページに掲載しております。 

49 5 住民
投票の
投票資
格者 
6 住民
投票の
請求 

骨子案に対して、発議主体は、本条例で定めた
「市民」に限定し、「首長」には決して発議権限
は持たせるものではないことを厳格に明記する
ことを求め、これについては明記された。 

本市の住民投票制度は、市民自治の推進を目的
としていることから、廃置分合・境界変更を行う
場合を除き、発議できるのは「住民のみ」として
います。 

50 6 住民
投票の
請求 

発議主体は、本条例で定めた「市民」に限定し「首
長」には決して発議権限は持たせるものではな
いことを厳格に明記していただきたい。骨子案
に対する意見の中に同様の意見があり、それに
対する市の考え方として市長や議会に「発議権
限」を持たせるものではないと記されているた
め、それを条文に明記し、後日解釈の変更が無い
ようにしていただきたい。 

本市の住民投票制度は、市民自治の推進を目的
としていることから、廃置分合・境界変更を行う
場合を除き、発議できるのは「住民のみ」として
います。この点について、条文上明記する方向で
検討いたします。 

51 6 住民
投票の

市長の発議を認めていないのはなぜか。 懇談会においては、執行機関である市長に住民
投票の発議権を認めることは、議会に対する強
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請求 い牽制となることから、認めるべきではないと
いう意見がありました。市政は、二元代表制とし
て選挙により住民からの信託を受けた議会と市
長とが、市民の意思を把握したうえで審議を尽
くして合意形成し運営していくことが大前提で
す。これらを踏まえ、発議できるのは住民のみと
しています。 

52 無作為
抽出市
民アン
ケート 

「投票資格者は、引き続き 3 か月以上本市の区
域内に住所を要する…」の「要する」は「有する」
でしょうか。 

ご認識のとおりです。今後資料等を作成する際
に修正いたします。 

 

◆令和３年総務委員会、行政報告、武蔵野市住民投票条例（仮称）素案（令和３年８月 17 日） 

NO. 議員名 問 答 

1 きくち太
郎 

外国籍の方が住民投票をできないといった場
合にどんな不利なことがあり得るのか、この点
について、具体的にこういった例がありますと
いうようなことをお示しいただきたい 

自治基本条例は「市民」の中に外国籍の方も含
めている。それから、長期計画において、多様
性を認め合う、支え合いのまちづくりというこ
とで、市としての考え方を示している。 
共に地域で生活する外国籍の方の意見を聞

かないということになると、市民自治、市民参
加の考え方とそぐわないことになってしまう。 

2 きくち太
郎 

外国籍の方が参加できるメリットはいろいろ
なことが想定されると思うのですけれども、こ
れについて、こういう場合にはこうだよという
ような、メリット、デメリット的な具体例を示
していただくと分かりやすい 

住民投票は、よほどの事態、市内を二分するよ
うな議論になっているような事態に行われる
ものと想定している。当然それは外国籍の方も
含め市内に住んでいる方、皆さんに多大な影響
がある問題である。 
そういう問題は、国籍に関わりなく意見を表

明する権利、機会が保障されるべきである。 

 

◆ 武蔵野市住民投票条例（仮称）素案（令和３年８月） 

○住民投票の投票権を有する者（以下「投票資格者」という。）は、年齢満18年以上の日本国籍を有す

る者又は定住外国人であって、かつ、武蔵野市に住民票が作成された日（他の市町村（特別区を含

む。）から武蔵野市の区域内に住所を移した者で、住民基本台帳法（昭和42年法律第81号）第22条の

規定により届出をしたものについては、当該届出をした日）から引き続き３月以上武蔵野市の住民基

本台帳に記録されている者とします。 

○上記の定住外国人とは、次のいずれかに該当する者をいいます。 

・出入国管理及び難民認定法（昭和26年政令第319号）第19条の３に規定する中長期在留者 

・日本国との平和条約に基づき日本の国籍を離脱した者等の出入国管理に関する特例法（平成３年法

律第71号）に定める特別永住者 

 

◆ 武蔵野市住民投票条例（仮称）骨子案（令和３年２月）に対する意見一覧 

NO. 論点 
検討事項・

テーマ 
意見要旨 市の考え方 

1 
論点１ 
住民投票
の実施 

対象年齢の
拡大 

年齢要件について、「現状は 18 歳とい
うところで線を引いておき、将来的には
拡大していく、という方向性も視野にい
れながら」という懇談会の意見がある。
15歳から 18歳までの人でも、世の中の
問題に関心を寄せて情報発信できたり
する。市の将来に関わる住民という観点
で、15歳以上に拡大するのはどうか。 

今回、新たに住民投票制度を設けるにあ
たって、武蔵野市の自治の推進を考えた
うえで、公職選挙法で規定されている国
の選挙制度に準じることに合理性があ
るかどうかについて判断しました。 
年齢要件については、懇談会においても
議論されましたが、「なぜ 15歳なのか、
16 歳なのか」を対外的に合理的に説明
できる理由がないため、将来的に可能性
を残しながら、公職選挙法に基づくこと
としました。 

2 
論点１ 
住民投票
の実施 

発議主体の
明確化 

発議主体は、本条例で定めた「市民」に
限定し、「首長」には決して発議権限は
持たせるものではないことを厳格に明
記することを求める。 

〔５ 住民投票の投票資格者〕において、
投票資格者を「年齢満 18 年以上の日本
国籍を有する者又は定住外国人であっ
て、かつ、武蔵野市に住民票が作成され
た日から引き続き３月以上武蔵野市の
住民基本台帳に記録されている者」と明
記したうえで、〔６ 住民投票の請求〕
において、投票資格者が、その総数４分
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の１以上の者の連署をもって、その代表
者から市長に対して住民投票実施の請
求をすることができることを明記して
います。 
住民投票を発議できるものとして、市長
や議会を除くという規定をあえて設け
る必要はなく、市長や議会の発議権を条
例では規定しないことが、まさに「発議
権限」を持たせるものではないことを示
しています。 

3 論点３ 
住民投票
の投票資
格者 

外国籍住民
の取扱い 

外国籍市民を含めることについては賛
成である。 

骨子案で示したとおり、外国籍住民を投
票資格者に含めて、追加の要件は設けな
いこととしました。 

4 論点３ 
住民投票
の投票資
格者 

外国籍住民
の取扱い 

「誰もが安心して住み続けられるよう、
一人ひとりの多様性を認め合う、誰も排
除しない支えあいのまちづくり」の視点
にたち、在留期間などの要件を設けず、
外国籍市民を投票資格者として認めて
いることを特に評価する。 

5 論点３ 
住民投票
の投票資
格者 

外国籍住民
の取扱い 

外国籍市民を入れることに賛成である。 

6 論点３ 
住民投票
の投票資
格者 

外国籍住民
の取扱い 

「請求資格者」及び「投票資格者」に外
国籍市民を含める考え方に賛成。条件に
関しても日本人と同様でよく、外国籍市
民だけ特別な条件を設定する必要はな
い。 

7 論点３ 
住民投票
の投票資
格者 

外国籍住民
の取扱い 

『18歳以上、外国人を含める』について
どちらも異論はない。特に外国人は入れ
ない理由がわからないと思うほど、入れ
ることが自然と考える。 

8 論点３ 
住民投票
の投票資
格者 

外国籍住民
の取扱い 

外国籍市民も武蔵野市で暮らす住民で
あり、市民サービスを受けるべき対象で
あることを考えると、外国籍市民を含め
ないとする理由が見当たらない。あくま
で住民投票は市政運営へ反映する諮問
型の制度であり、公職選挙法に基づいて
人を選ぶ選挙とも違うと考える。 

9 論点３ 
住民投票
の投票資
格者 

外国籍住民
の取扱い 

外国籍市民の投票権については、骨子案
のとおり日本人と同様でよいと考える。
外国籍市民は現在 0.2%ほど、逆にマイ
ノリティとして、国籍による意思表示は
見えにくいかと思う。多様性社会の中で
は弱者の声を届けるしくみは別途きち
んと確保すべき。 

10 論点３ 
住民投票
の投票資
格者 

外国籍住民
の取扱い 

賛成。外国籍の方を含めることで、実務
面で選挙とは異なる運用が必要と考え
る。 

骨子案で示したとおり、外国籍住民を投
票資格者に含めて、追加の要件は設けな
いこととしました。 
具体的な運用については、選挙管理委員
会と調整を行います。 11 論点３ 

住民投票
の投票資
格者 

外国籍住民
の取扱い 

外国籍市民を投票資格者に含めること、
また在住期間などの要件もつけないこ
とについて支持する。選挙管理委員会と
よく調整して、実施可能な運用方法を検
討していただきたい。 

12 論点３ 
住民投票
の投票資
格者 

外国籍住民
の取扱い 

外国籍市民も同じコミュニティで生活
している人という観点から、投票資格者
に含めることに賛成。多言語対応として
は、国が作成している「在留支援のため
のやさしい日本語ガイドライン」で、外
国人が希望する情報発信言語として挙
げられているやさしい日本語と英語（余
裕があれば、外国人住民の国籍で中国人
が一番多いため中国語）を想定しておけ
ばよいのではないか。 

13 論点３ 
住民投票
の投票資
格者 

外国籍住民
の取扱い 

外国籍市民を含むことは良いと思いま
す。投票操作の危惧などについての備え
はいかがでしょうか。 

14 論点３ 
住民投票
の投票資

外国籍住民
の取扱い 

市民として等しく市民サービスを受け
る権利は内外問わず有するものと考え
るため投票権を付与することについて

本市においては、外国籍住民にのみ在留
期間などの要件を設けることには明確
な合理性がないと判断し、適法に在留資
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格者 は賛成。ただし、短期の在留外国人に投
票権を付与することに課題がないか懸
念している。一定の要件を設けることも
視野に入れ慎重な検討を求める。 

格を認められ本市に住民登録のある外
国籍住民については、日本国籍を有する
住民と同じ要件とすることが妥当であ
ると考えます。 

15 論点３ 
住民投票
の投票資
格者 

外国籍住民
の取扱い 

永住外国人を地方自治の担い手として
迎え、日本国民と等しく参加する政治を
実現することは現実に即しており、民主
主義の成熟と発展につながるので、投票
資格者に永住外国人を含むべきとの案
で良いと考える。 

16 論点３ 
住民投票
の投票資
格者 

外国籍住民
の取扱い 

外国籍市民を投票資格者に含めて、追加
の要件は設けないことに反対。 
①公職選挙法への影響の考慮：選挙と住
民投票の目的は異なるが、「投票権」で
は変わりがない。自治体の条例で投票権
を認めることで、国や都に求められるレ
ベルが上昇することが懸念される。 

条例に基づく住民投票には法的拘束力
はなく、参政権のうち公の意思の決定に
参加する選挙権などとは、明確に位置付
けが異なる制度です。本市の自治のルー
ルを定めた自治基本条例では、市民の要
件に国籍の要素はありません。市全体に
とって重要な事柄について、住民全体で
考え、賛否を問うというときに、共に地
域に住み、課題を共有する外国籍住民を
含めないことは、本市の自治の原則に照
らしてふさわしくないと考えます。ま
た、本市では第六期長期計画の中で、ま
ちづくりの基本目標の一つに、「多様性
を認め合う支え合いのまちづくり」を掲
げており、「誰もが安心して住み続けら
れるよう、一人ひとりの多様性を認め合
う、誰も排除しないまちづくりを推進す
る」方向性を強く打ち出していることか
ら、この実現のためには、外国籍住民も
投票資格者に含めることが必要である
と考えました。 
本制度は、あくまでも本市の市民自治を
推進するためのひとつの手法であり、二
元代表制で市政運営を行うことや「情報
共有」「市民参加」「協働」「計画に基
づく市政運営」が自治の基本原則である
ことを覆すものではないと考えます。 

17 論点３ 
住民投票
の投票資
格者 

外国籍住民
の取扱い 

外国籍市民を投票資格者に含めて、追加
の要件は設けないことに反対。 
②国の保安の観点：今後の外国籍市民の
割合によっては、外国籍市民の署名だけ
で住民投票が行われることもあり得る。
あくまで参考として取り扱うべきであ
り、投票権を与えることはリスクがある
と考える。 

18 論点３ 
住民投票
の投票資
格者 

外国籍住民
の取扱い 

外国籍市民は含めないほうが良い。充分
に住民投票の経験がない現時点では見
送り、改めて検討するべきだと思う。共
生社会の実現という意味では、外国籍市
民に限らないが、Yes か No の意思表示
しかできない住民投票のチャンスを活
用するのではなく、日常の生活の中にお
いて自らの意思を実行できるような支
援体制を整えるべき。 

19 論点３ 
住民投票
の投票資
格者 

外国籍住民
の取扱い 

外国籍市民に投票権を付与することに
は多くの課題があると考える。 
理由①、市民の定義に国籍の要素がない
からと言って投票権を外国籍市民に付
与する理由にはならない。 

20 論点３ 
住民投票
の投票資
格者 

外国籍住民
の取扱い 

外国籍市民に投票権を付与することに
は多くの課題があると考える。理由②、
住民投票は選挙で選ばれた市長、選挙で
選ばれた議員で構成される議会を補完
するものである。よって住民投票の投票
資格者は同じく市長、議員を選挙した市
民(有権者)とすることが妥当。 

21 論点３ 
住民投票
の投票資
格者 

外国籍住民
の取扱い 

外国籍市民に投票権を付与することに
は多くの課題があると考える。 
理由③、納税を理由に投票権を付与すべ
きとの意見があるが、公職選挙法では、
納税の有無に関係なく、18 歳以上の国
民に選挙権が付与されている。 

22 論点３ 
住民投票
の投票資
格者 

外国籍住民
の取扱い 

外国籍市民に投票権を付与することに
は多くの課題があると考える。 
理由④、国家の 3要素は、国民、主権、
領土である。廃置分合、境界変更は国家
で言えば領土の変更である。国の根幹に
かかわる問題であり、当然に国民の声を
聞く必要がある。このことを自治体に置
き換え、領土は市の領域と考えれば、当
然に日本国民の声を聞くことが妥当で
はないか。 

23 論点３ 
住民投票
の投票資
格者 

外国籍住民
の取扱い 

外国籍市民に投票権を付与することに
は多くの課題があると考える。 
理由⑤、選挙人名簿の範囲外の人の特
定、管理など、正確な行政事務手続きが
可能なのか。 

投票資格者は、本市の住民基本台帳に登
録されていることが要件であり、審査名
簿、投票資格者名簿の調製は、住民基本
台帳システムと連携させることを想定
しています。 

24 論点３ 
住民投票
の投票資
格者 

外国籍住民
の取扱い 

外国籍市民に投票権を付与することに
は多くの課題があると考える。 
理由⑥、合併特例法による投票には外国
籍市民は含まれない。 

合併特例法に基づく住民投票は、その過
半数の賛成があったときは、合併協議会
の設置について議会が議決したものと
みなされる法的拘束力のある制度です。 
法的拘束力がなく、あくまで意思の表明
である条例に基づく住民投票とは性質



63 

が異なるものです。 

25 論点３ 
住民投票
の投票資
格者 

外国籍住民
の取扱い 

外国籍市民に投票権を付与することに
は多くの課題があると考える。 
理由⑦、外国籍市民への参政権につなが
る恐れがあり慎重な対応が必要。 

参政権の定義にはいろいろな考え方が
ありますが、その代表は選挙権です。選
挙権は、政治を担う代表者を選ぶもので
あり、また、投票の結果が当落を厳密に
定める拘束型の投票制度です。一方、市
の条例に基づく住民投票は、市全体にと
って重要な事柄について、住民全体で考
え、賛否を問うというものであり、政治
を行う代表者を選ぶ選挙とは性質が異
なるとともに、法的拘束力を持たない諮
問型という位置付けです。「代表者を選
ぶこと」「拘束型の投票であること」を
前提に議論されている外国人参政権の
問題と、市の住民投票条例の中で外国籍
住民が投票資格者となるということと
は別の議論であると考えます。 

26 論点３ 
住民投票
の投票資
格者 

外国籍住民
の取扱い 

「市民権」に関わる重大事案である。多
国籍国家である米国や多国籍国家政策
に取り組んだ英国の事例を踏まえて、共
生社会の表裏を自治体が背負う覚悟と
骨格を明確にしていただきたい。 
すでに本市においても、3,223名の外国
籍の市民がおり、今後の家族結合によっ
ては、人口構成に影響を与える重大要素
である。また、当然のことながら、経済
活動を伴うことから、今後他の事象も想
定して慎重な判断が求められる。本条例
の権能を鑑みれば、住民自治のルールで
あっても、法治国家の法制度の枠を超え
て、独自の治外法権領域を形成すること
は、他の法体系と市民生活の秩序と混乱
に影響を及ぼすものと考える。 
居住地登録年限の妥当性を示し、根拠を
法令と結びつける必要がある。再考を求
める。 

市民権とは、特に参政権を指して用いら
れる用語であると理解しています。 
住民投票の請求に必要な署名数は、要件
を高く設定することで、一部の住民にの
み利益を誘導するようなことはできな
いようにしています。また、外国籍住民
を含めた住民投票の結果に法的拘束力
はなく、住民投票の結果を踏まえて市政
の重要事項に関して決定するのは、選挙
による信託を受けた市長と議会であり、
現行の二元代表制の仕組みを否定する
ものではありません。住所要件として
は、公職選挙法の規定に準じて「引き続
き３か月以上」としています。懇談会に
おいても、外国籍住民のみ追加の要件
（３年以上在住等）を設けるべきではな
いという議論がありました。 

27 論点３ 
住民投票
の投票資
格者 

投票資格者
以外の意見
の把握 

事業者の意見はどのように反映されて
いくのか。自治基本条例で定める「市民」
の定義には事業者が含まれる。行政と事
業者が関わる場面が増えてきており、他
の自治体と比較して産業振興にしっか
り取り組んでいるからこそ、「住民」の
定義には事業者が含まれなかったとし
ても、まちづくりのなかで事業者は動い
ているということを残してほしい。 

住民投票の投票資格者は「武蔵野市に住
所を有する 18 歳以上の者」と自治基本
条例で規定しています。「市民」の定義
は、在住・在勤・在学、事業者も含めて
いますが、住民投票の場合は、投票資格
者名簿の調製などの実務上の理由から、
住民基本台帳の情報に基づく事務を前
提としないと執行が著しく困難となり
ます。自治全体の仕組みとして、住民投
票以外で事業者の皆さんからご意見を
伺う方法を検討していく必要があると
認識しています。 

28 論点３ 
住民投票
の投票資
格者 

投票資格者
以外の意見
の把握 

「意見を尊重する」ということは住民投
票に限らない。投票資格者に含まれない
世代の意見はどのように集められるの
か。意見を持っているけど言えない、資
料を読む時間がない、分からないという
状況がある。取りこぼしてしまう部分に
ついて声を聴く場を設けてほしい。 

市民自治全般に対するご意見として承
ります。 
なお、住民投票は、公職選挙法に基づく
選挙に準じて行うことから、事業者に投
票という形で意思を表明していただく
ことはできません。しかし、投票を勧誘
するなどの住民投票運動を通して、意思
を表明することは可能です。住民投票に
おいて、18 歳未満の方の意見をどのよ
うに反映させるかは、今後の研究課題で
あると認識しています。 

29 論点３ 
住民投票
の投票資
格者 

投票資格者
以外の意見
の把握 

外国人を含めるのには賛成だが、納税者
であるという視点があるのなら、事業者
の声を聴く枠組みも考えて欲しい。例え
ば景観など決められる住民投票だと、事
業者にも影響が及ぶ可能性が高くなる。
また、中高生の無作為ワークショップな
ども行ってきた経緯や、子どもの権利条
例検討の流れもある。こうした世代の声
を聴くことも大切。 

30 論点３ 
住民投票
の投票資
格者 

投票資格者
以外の意見
の把握 

18 歳未満の子がいる場合、その法定代
理人に２票もたせてもよいと思う。 

ご意見として承ります。なお、投票に関
する事項は、条例に定めるものを除き、
公職選挙法のほか、市の選挙執行規程等
に準拠するため、法定代理人が２人以上
いる場合の確認方法など、実務上の対応
は困難であると考えられます。 

31 論点３ 
住民投票
の投票資

要件 集団的な転入者（住民投票のみの為の）
に対する排除対策が必要ではないか。 

投票資格者の住所要件は「引き続き３月
以上武蔵野市の住民基本台帳に記録さ
れている者」としています。また、署名
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格者 審査のための名簿の基準日は代表者証
明書交付申請日時点、投票資格者名簿の
基準日は投票期日の告示の日の前日時
点、住民投票の期日は実施の告示の日か
ら起算して最長で 90 日以内としてお
り、これらにより一時的に有権者となる
ことを目的とした転入を防ぐことが可
能と考えます。 

 

◆武蔵野市住民投票条例（仮称）骨子案（令和３年２月） 

考え方の結論 

【検討事項１：投票資格者】 

⚫ 投票資格者は、引き続き３か月以上本市の区域内に住所を要する 18歳以上の者とします。 

【検討事項２：外国籍市民の取扱い】 

⚫ 外国籍市民は投票資格者に含めることとし、在留資格や在留期間などの要件は設けません。 

 

 

（住民投票の請求） 

第６条 投票資格者は、市政に関する重要事項について、その総数の４分の１以上の者の連

署をもって、その代表者から市長に対し、文書により住民投票の実施を請求することができ

る。 

 

◆ 武蔵野市住民投票条例（仮称）素案（令和３年８月）に対する意見一覧 
NO. 項目 意見要旨 市の考え方 
1 Ⅰはじめ

に 
P2「3 骨子案の作成～条例素案の検討と今後の
予定について」方向性(3) 
「よほどの事態」を想定しているにもかかわら
ず、必要署名数が投票資格者の 4分の 1以上と
いうのはハードルが高すぎる。 

住民発議で行う住民投票の対象は、市民全体に
影響を及ぼす事項で、住民に直接その意思を確
認する必要があると認められる事項としてい
ます。本来市政運営は、二元代表制として住民
の信託を受けた市長と議会が責任をもって行
っていくことが大前提であり、議会の議決を要
さずに住民投票が実施されることは、よほどの
事態であると考えます。そのような観点から、
本制度が濫用されることは望ましくないと考
え、住民投票実施の要件となる必要署名数は、
考えられる中で最も厳しい要件となる「４分の
１以上」としました。 

2 Ⅰはじめ
に 

P2「3 骨子案の作成～条例素案の検討と今後の
予定について」方向性の(3) 
そもそも、なぜ住民投票の発議に必要な署名数
が「4分の 1以上」なのか、骨子案から十分な
説明がなされていない。P9に「5分の 1以上」
「6分の 1以上」と並べて検討したと書いてあ
るが、なぜ「4分の 1以上」なのか、詳細な理
由を明らかにしてほしい。 

本制度に基づく住民投票は、必要署名数が集ま
れば、議会の議決を要さずに実施することがで
きます。そのため、現行制度における住民投票
において、投票結果をもって議会が議決したも
のとみなすとしている合併特例法の必要署名
数の要件である「６分の１以上」をひとつの基
準とし、これより下げることは、二元代表制の
意義を踏まえ、適当ではないと考えました。ま
た、地方自治法に基づき市長・議会に対して不
信任を示すリコールを請求する場合の署名数
は「３分の１以上」ですが、本市における住民
投票制度はこれと同じ重さを持つまでとは言
えないと考え、「６分の１以上」以上で、「３分
の１以上」より少ない範囲で検討しました。市
政運営は、二元代表制として住民の信託を受け
た市長と議会が責任をもって行っていくこと
が大前提です。そのうえで、住民投票の対象と
なる「市政に関する重要事項」は「武蔵野市及
び市民全体に影響を及ぼす事項で、住民に直接
その意思を確認する必要があると認められる
もの」と定義づけています。その観点から、本
制度が濫用されることは望ましくないと考え
るため、前述の範囲内で最も高い要件である
「４分の１以上」を必要署名数としました。 

3 6 住民投
票の請求 

必要署名数について、なぜ投票資格者総数の「5
分の 1以上」「6分の 1以上」ではなく「4分の
1 以上」なのか、詳細な理由を明らかにしてほ
しい。「本市の住民制度の趣旨を踏まえ」という
理由は、「4分の 1以上」という数字を定めた根
拠にならない。 

4 6 住民投
票の請求 

検討結果は尊重したいが、３万超の署名はとて
も多いと考える。乱用は良くないが、もう少し

現行制度における住民投票において、投票結果
をもって議会が議決したものとみなすとして
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ハードルを下げる、可能なら 10 分の１以上と
することが望ましい。 

いる合併特例法の必要署名数の要件である「６
分の１以上」をひとつの基準とし、これより下
げることは、二元代表制の意義を踏まえ、適当
ではないと考えました。 

5 6 住民投
票の請求 

署名要件の高さは、制度の濫用防止の観点から
理解できなくはないが、実際の投票率を考える
ともう少し少なくてもよいのではないか。 

本制度においては、必要署名数が集まれば、議
会の議決を要さずに、住民投票を実施すること
ができます。市政運営は二元代表制として住民
の信託を受けた市長と議会が責任をもって行
っていくという大前提があるため、議会の議決
を要さずに住民投票が実施されることは相当
な重みをもつものと考えました。そのため、実
施にあたっての必要署名数の要件は、一定以上
の厳しさをもったものであるべきという前提
で検討を行い、「４分の１以上」とする方向で検
討しています。 

6 6 住民投
票の請求 

外国籍住民に投票権を与えることで、自分たち
の有利になるよう住民票を移して票を集め、外
国人に有利な制度とされてしまうことなどを
懸念する意見があるのを見ている。しかしこれ
は、外国人に限らず、日本人であっても同じこ
とが考えられる。そういった点では、制度の濫
用を防止するため、現状最も厳しい要件とした
1/4以上とすることに賛成する。 

条例素案で示したとおり、必要署名数は投票資
格者の「４分の１以上」とする方向で検討して
います。 

7 6 住民投
票の請求 
9 署名等
を求める
手続 

必要署名数は、４分の１以上よりも少なくする
べきだと求めている。たとえ必要署名数が投票
資格者の４分の１以上と高いハードルでも署
名収集期間が２か月確保されているので不可
能なハードルではないという考え方もあるが、
署名は２か月間均等に集まるわけではない。 
必要署名数「４分の１」と署名収集期間「２か
月」の関係の合理性については、もう少し検討
が必要だと考える。 

署名の収集期間については、住民一人ひとりが
住民投票の請求の趣旨や市政について考える
時間を確保したうえで、署名収集が行われる必
要があると考えます。また、地方自治法の規定
に基づく直接請求では、都道府県及び政令指定
都市における署名収集期間が２か月以内とさ
れていることも参考にしました。 

8 無作為抽
出市民ア
ンケート 

「6 分の 1 以上よりも低く」は「6 分の 1 より
も低く」でしょうか。 

誤解を招く表現となり申し訳ございません。正
しくは次のとおりです。今後資料等を作成する
際に修正いたします。必要署名数の検討は、最
低限のラインとして「６分の１」より低くする
べきではなく、また、最大のラインとして「３
分の１」よりは低くするべきであると考えたこ
とから、「６分の１」「５分の１」「４分の１」の
中から、最も高い「４分の１」を必要署名数と
しました。 

9 無作為抽
出市民ア
ンケート 

「最大のラインは、3分の 1以上」は「最大の
ラインは、3分の 1以下」でしょうか。 

 

◆ 武蔵野市住民投票条例（仮称）素案（令和３年８月） 

○投票資格者は、市政に関する重要事項について、その総数の４分の１以上の者の連署をもって、その

代表者から市長に対して文書により、住民投票の実施の請求をすることができます。 

 

◆ 武蔵野市住民投票条例（仮称）骨子案（令和３年２月）に対する意見一覧 

NO. 論点 
検討事項・

テーマ 
意見要旨 市の考え方 

1 論点４ 
住民投票
の請求 

必要署名数
の要件 

市全体に関わる重要事項について住民
投票に付すという趣旨を考えると、４分
の１以上という署名要件は決して多く
なく、４分の１以上の署名が集まればこ
そ趣旨のとおり重要事項と考える。４分
の１以上よりハードルを下げるとして
も、法の規定で議会の議決を要せずに投
票結果が拘束される６分の１以上より
も下げてはいけないと考える。 

骨子案で示したとおり、必要署名数は投
票資格者の４分の１以上としました。 

2 論点４ 
住民投票
の請求 

必要署名数
の要件 

賛成。合併協議会の設置を要求する水準
よりは性質上厳しくしていてよいと思
う。 

3 論点４ 
住民投票
の請求 

必要署名数
の要件 

必要署名数が投票資格者数の４分の１
というのは、ハードルが高すぎるのでは
ないか。本市の過去の事例から見ても、
非現実的である。 

市政運営は二元代表制が大前提であり
ますが、市長と議会が市民全体の意向と
違う方向を向いているという状況が起
きた場合にも、議会が可決しないと住民
投票が実施されないという地方自治法
に基づく直接請求の制度は、本市の自治
の推進を鑑みた場合に不十分ではない
か、と懇談会で議論されました。その結

4 論点４ 
住民投票
の請求 

必要署名数
の要件 

近年になって常設型住民投票条例を制
定した自治体では、６分の１以上や５分
の１以上など、必要署名数を少なくする
自治体が多くなっている。海外の例と比



66 

べても、高いハードルとなると思われ
る。必要署名数は４分の１以上よりも少
なくするべきと考える。 

果、実施要件となる必要署名数の要件を
有権者の 50 分の１よりも多い数で一定
以上の厳しさを持ったものと設定した
うえで、議会の議決を要せずに住民投票
が実施できる常設型の住民投票制度を
設けるべきであるという方向性が示さ
れ、それに基づき必要署名数の要件を検
討しました。 
現行制度における住民投票では、投票結
果をもって議会が議決したものとみな
すとしている合併特例法の６分の１と
いう必要署名数の要件がひとつのライ
ンであり、これより下げることは二元代
表制の意義を踏まえ、適当ではないと考
えます。また、本市における住民投票制
度は、地方自治法に基づき市長・議会に
対して不信任を示すリコールができる
署名数（３分の１）と同じ重さを持つま
でとは言えないと考えられることから、
６分の１以上で３分の１よりも少ない
範囲で検討を行いました。そして、本市
の住民投票制度の趣旨を踏まえ、その範
囲内で最も高いハードルである４分の
１以上と設定しました。 

5 論点４ 
住民投票
の請求 

必要署名数
の要件につ
いて 

投票者資格者の４分の１(約 32,000 件)
は市長選での当選者得票数約 34,000 と
ほぼ同じ数字である。だとしたら市長を
決められるくらいの人の数に声を届け
て賛成してもらって、さらに署名までし
てもらわないといけない。署名はかなり
抵抗があるもので、14 万市民全員に賛
同してもらっても 32,000 人に署名して
もらえるかはわからない。 

6 論点４ 
住民投票
の請求 

必要署名数
の要件 

４分の１はかなり厳しいと感じる。投票
結果が即市政の変更につながるわけで
ない中で、これだけの数を集めないと住
民投票にかけられないとなると、住民投
票自体が実現不可能なものと市民は感
じると思う。 

7 論点４ 
住民投票
の請求 

署名要件 必要署名数は投票資格者の 10 分の１が
適当。２か月以内におよそ 13,000 人前
後の署名であれば、濫用の恐れもないと
思われる。直近の横浜市の直接請求の事
例からも、住民投票制度は市民自治の制
度として過大な要件を求めず、現実的に
使いやすい制度として設計されるべき。 

8 論点４ 
住民投票
の請求 

必要署名数
の要件 

10 分の１以上で良いのではないか。法
律上の制度でも、リコールや直接請求は
ほとんど成立していない。ハードルが低
いのがいいとは言えないが、４分の１以
上では高すぎる。 

9 論点４ 
住民投票
の請求 

必要署名数
の要件 

投票資格者の４分の１以上の署名数は
ハードルが高い。10 分の 1 以上とする
ことを求める。 

 

◆令和３年総務委員会、行政報告、武蔵野市住民投票条例（仮称）骨子案（令和３年２月１日） 

NO. 議員名 問 答 

1 橋本しげ
き 

合併協議会の住民投票がされる場合には、合併
を少なくとも進めてくれという一定の意思表
示ではあると思う。その署名数が６分の１以上
なのに、それより高い４分の１以上というハー
ドルを常設型の住民投票で設けるというのが、
果たして合理的なのかどうか。 

合併協議会の住民投票について、合併云々とい
うよりは、議会が議決をしたものとみなすとい
う部分を重く見た。住民投票条例は単なる協議
会の設置を請求するものよりは、重みがある。
３分の１はリコールをできるレベルだが、そこ
まではいかないだろうといったところの、その
上と下を検討した。 

2 品川春美 他自治体で実際に投票が実施された例がある
か 

総務省による平成 19年度から 30年度までの資
料によれば、自治法に基づく個別型住民投票
は、住民からの請求が 123件、うち、実施され
たのが 12件。 
 自治法ではない、常設型の住民投票条例に基
づいて実施されたのが６事例、このうち４事例
が住民発議である。 

 

◆武蔵野市住民投票条例（仮称）骨子案（令和３年２月） 

考え方の結論 

【検討事項１：必要署名数の要件】 

⚫ 住民投票の発議に必要な署名数は、投票資格者の４分の１以上とします。 

 

 

（住民投票の形式） 

第７条 前条の規定による請求にあたっては、住民投票に付そうとする事項について、二者

択一で、原則として賛成又は反対を問う形式により行わなければならない。 

 

◆ 武蔵野市住民投票条例（仮称）素案（令和３年８月）に対する意見一覧 
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NO. 項目 意見要旨 市の考え方 
1 7 住民投

票の形式 
投票形式は、「はい」「いいえ」を選択するも
のか。 

本市の住民投票の選択肢は、二者択一で、原則
として賛成・反対を問う形式としたうえで、案
件によっては、Aか Bかを選択する形式も可能
としています。 

 

◆ 武蔵野市住民投票条例（仮称）素案（令和３年８月） 

○住民投票の実施の請求にあたっては、住民投票に付そうとする事項について、二者択一で、原則とし

て賛成又は反対を問う形式により行わなければなりません。 

 

◆武蔵野市住民投票条例（仮称）骨子案（令和３年２月） 

考え方の結論 

【検討事項１：設問の設定】 

⚫ 設問は、住民投票実施請求代表者が設定します。 

【検討事項２：選択肢の形式】 

⚫ 選択肢は、二者択一で、原則として賛否を問う形式で、案件によってはそれ以外の選択肢も可能としま

す。 

【検討事項３：投票方法】 

⚫ 投票用紙の賛成・反対（または各選択肢）の選択欄に○を記載します。 

 

 

（代表者証明書の交付等） 

第８条 第６条の規定による請求をしようとする代表者（以下「代表者」という。）は、市長

に対し、住民投票に付そうとする事項及びその趣旨を記載した実施請求書（以下「実施請求

書」という。）により当該事項が市政に関する重要事項であること及び前条の形式に該当する

ことの確認を請求し、かつ、文書により代表者であることの証明書（以下「代表者証明書」と

いう。）の交付を申請しなければならない。 

２ 市長は、前項の規定による請求及び申請があった場合において、住民投票に付そうとす

る事項が市政に関する重要事項であること及び前条の形式に該当すること並びに当該代表者

が投票資格者であることを確認したときは、当該代表者に代表者証明書を交付し、かつ、そ

の旨を告示しなければならない。 

３ 市長は、前項の規定により代表者証明書を交付したときは、直ちに、第１項の規定によ

る申請があった日現在において投票資格者である者の総数の４分の１の数（以下「必要署名

数」という。）を告示し、かつ、当該代表者に通知しなければならない。 

４ 投票資格者のうち、地方自治法第 180 条の２の規定により市長の権限に属する住民投票

の事務の一部を委任された武蔵野市選挙管理委員会（以下「選挙管理委員会」という。）の委

員又は職員であるものは、代表者となり、又は代表者であることができない。 

 

◆ 武蔵野市住民投票条例（仮称）素案（令和３年８月）に対する意見一覧 
NO. 項目 意見要旨 市の考え方 
1 8 代表者

証明書の
交付等 

「当該請求事項が市政に関する重要事項であ
る」という判断をするのは市長だけなのか。判
断しにくい微妙な内容だった場合も市長のみ

住民投票に付する事項が「市政に関する重要事
項」であるかどうか、除外規定に該当するかど
うかの判断を行うのは市長です。本制度のため
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が可否の判断をするのか。例えば第三者の法律
家や、選管が判断に関与することは想定しない
のか。 

だけに第三者による関与の仕組みを設ける必
要はないと考えています。 
なお、代表者証明書の交付申請における市長の
判断については、行政不服審査法に基づく第三
者機関による審査の機会が設けられていると
考えます。 
また、必要署名数が集まれば市政に関する重要
事項であると考えられることから、除外規定は
市長が恣意的に除外することのないよう担保
する必要があり、除外要件を列挙するほか、「住
民投票に付することが適当でないことが明ら
かな事項」と条文に明記する方向で検討し、今
後作成する資料等で考え方を説明します。 

2 8 代表者
証明書の
交付等 

除外規定（６）の乱用を心配している。門前払
いを防ぐ乱用防止の措置が必要である。どの項
目に照らして除外するか広報し、行政だけの決
定でなく、第三者機関で除外するか否かを決め
るべきではないか。 

3 8 代表者
証明書の
交付等 

P11 説明欄の 5 番目の・「当該請求事項が市
政に関する重要事項であること」に、「かつ除
外規定に該当しないこと」を加えたほうが良い
と思う。 

今後資料等を作成する際に、ご意見のとおり加
えたいと考えます。 

 

◆ 武蔵野市住民投票条例（仮称）素案（令和３年８月） 

○住民投票を請求しようとする代表者は、市長に対し、住民投票に付そうとする事項及びその趣旨を記

載した実施請求書（以下「実施請求書」という。）をもって当該事項が市政に関する重要事項である

こと及び〔７ 住民投票の形式〕に該当することの確認を請求し、かつ、文書により代表者であるこ

との証明書（以下「代表者証明書」という。）の交付を申請しなければなりません。 

○市長は、上記の申請があった場合において、住民投票に付そうとする事項が市政に関する重要事項で

あること及び〔７ 住民投票の形式〕に該当すること並びに当該代表者が投票資格者であることを確

認したときは、当該代表者に代表者証明書を交付し、かつその旨を告示しなければなりません。 

○市長は、上記により代表者証明書を交付したときは、直ちに、上記の申請があった日現在において投

票資格者である者の総数の４分の１の数を告示し、かつ、当該代表者に通知しなければなりません。 

◯選挙管理委員会の委員又は職員であるものは、代表者となることができません。 

 

◆ 武蔵野市住民投票条例（仮称）骨子案（令和３年２月）に対する意見一覧 

NO. 論点 
検討事項・

テーマ 
意見要旨 市の考え方 

1 論点 10 
住民投票
の形式 

設問の設定 市長や議会が取り組まない事項につい
て住民投票するのにもかかわらず、「重
要事項に該当するかどうか」の判断を市
長がしていいのか。 

重要事項の判断は№３～10 のとおりで
す。市長は、重要事項に該当するか、設
問の設定が定められた形式に合致する
か、請求者が投票資格者であるかを確認
し、代表者証明書を交付するか否かを決
定します。代表者証明書の不交付につい
ては、行政不服申し立てや訴訟の提起が
可能です。 

 

 

（署名等を求める手続） 

第９条 前条第２項の規定による代表者証明書の交付を受けた代表者（以下「請求代表者」

という。）は、住民投票の実施を請求する者の署名簿（以下「署名簿」という。）に実施請求書

又はその写し及び代表者証明書又はその写しを添付して、投票資格者に対し、署名等（署名

簿に自己の氏名を署名し、署名年月日、住所及び生年月日を記載することをいう。以下同じ。）

を求めなければならない。 

２ 請求代表者は、武蔵野市の区域内で衆議院議員、参議院議員、東京都の議会の議員若し

くは知事又は武蔵野市の議会の議員若しくは市長の選挙（以下「選挙」という。）が行われる

こととなるときは、地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第 92 条第４項に規定する期
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間、署名等を求めることができない。 

３ 署名等は、前条第２項の規定による告示の日から２月以内でなければこれを求めること

ができない。ただし、前項の規定により署名等を求めることができない期間又は大規模災害

その他やむを得ない事情により署名等を求めることができないと市長が認める期間がある場

合は、当該期間を除き、前条第２項の規定による告示の日から 62 日以内とする。 

４ 請求代表者は、投票資格者に委任して署名等を求めることができる。この場合において、

委任を受けた者は、実施請求書又はその写し及び代表者証明書又はその写し並びに請求代表

者の委任状を署名簿に付さなければならない。 

５ 投票資格者は、心身の故障その他の事由により署名等をすることができない場合に限り、

別の投票資格者（請求代表者及び前項の規定により請求代表者の委任を受けて投票資格者に

対し署名等を求める者を除く。）に委任して自己の氏名等を署名簿に記載させることができ

る。この場合において、委任を受けた者（次項において「代筆者」という。）による当該投票

資格者の氏名等の記載は、当該投票資格者による署名等とみなす。 

６ 代筆者が投票資格者の氏名等を署名簿に記載する場合は、代筆者は、当該署名簿に代筆

者としての署名をしなければならない。 

 

◆令和３年総務委員会、武蔵野市住民投票条例案（令和３年 12月 13日） 

NO. 議員名 問 答 

1 やぶはら
太郎 

代表者が委任をする手続はどのようなものか。
当事者間の約束事で成立するのか、それとも何
か指定の様式があるのか 

条例上委任状と書かれておりますので、書式を
定めた上で手続を取っていただく 

2 やぶはら
太郎 

必要な受任者は一般的に何人ぐらい必要にな
ると想定されているのか。 

受任者が何名か想定はしていない。代表者の判
断による 

3 橋本しげ
き 

２か月間と、４分の１以上の署名が必要である
という、この兼ね合いをどのように考えるか  

必要な署名数を投票資格者の総数の４分の１、
約３万 2,000件と、相当程度高く設定をしてい
る。請求者による住民への情報提供や署名収集
期間として、地方自治法に基づく直接請求制度
では、指定都市以外の武蔵野市などの市町村に
は収集期間は１か月とされているところだが、
住民投票の趣旨、それから署名要件を鑑みて、
１か月以内では不十分であると考え、２か月以
内とすることが適当だと判断した  

 

◆ 武蔵野市住民投票条例（仮称）素案（令和３年８月）に対する意見一覧 
NO. 項目 意見要旨 市の考え方 
1 9 署名等

を求める
手続 

P13 4 番目の・「地方自治法の規定に基づく」
は「地方自治法と同等の」にしたほうが良いと
思う（自治法はあくまでも参考なので）。 

ご意見のとおり、あくまでも地方自治法の規定
は参考となりますので、今後資料等を作成する
際には表現に注意します。 

2 9 署名等
を求める
手続 

必要署名数が多いので、署名収集期間は３か月
にしてはどうか。 

署名収集期間を３か月とすることも検討しま
したが、署名から投票までの期間が長期化する
ことにより、住民の投票への興味関心や意欲が
薄れてしまうことが懸念されると考えました。
また、本市より人口の多い自治体においても、
署名収集期間を２か月以内としていることか
ら、３か月は適当ではないと考えています。 

 

◆令和３年総務委員会、行政報告、武蔵野市住民投票条例（仮称）素案（令和３年８月 17 日） 

NO. 議員名 問 答 

1 橋本しげ
き 

署名を集める期間とハードルとの関係につい
てどのように考え、このような提案が出てきて
いるか  

４分の１という一定程度高いハードルがあり、
さらに１か月とするとハードルとして高いと
いうことがあり、若干余裕を見て２か月間と設
定した  
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2 橋本しげ
き 

つまり、例えば、１か月で５分の１以上集める
よりも、２か月で４分の１以上集めるというこ
とのほうがいいのだと。ハードルを高くして、
多くの人に署名を集めてもらって、その代わ
り、期間を２か月にしたほうが全体最適なのだ
と。こういう発想なのでしょうか。 

署名の考え方は、冊子〔素案〕13ページのとお
り、住民一人一人が請求の趣旨や市政について
考える時間を確保した上で署名収集が行われ
る必要があると。この点についても大きな理由
として考えている。 

3 橋本しげ
き 

２か月は、署名を集める期間として、ベストで
はないが、ベターだということか。 

総合的に検討し、２か月と整理した。 

4 橋本しげ
き 

2000 年 11月 15日、日本共産党が住民投票法案
大綱を発表したとき、住民投票を法制化しよう
ということで、投票資格者数が 50 万人以下の
部分については、その 100分の 20、つまり、５
分の１以上の署名を集める必要があるという
ような案を発表したことがある。４分の１以上
ということについてはもうちょっといろいろ
考えたほうがいいかなということは述べてお
きたい 

 

 

◆ 武蔵野市住民投票条例（仮称）素案（令和３年８月） 

○請求代表者は、住民投票の実施の請求者の署名簿（以下「署名簿」という。）に実施請求書又はその

写し及び代表者証明書又はその写しを添付して、投票資格者に対し、署名等（自己の氏名を署名し、

署名年月日、住所及び生年月日を記載することをいう。以下同じ。）を求めなければならないものと

します。 

○請求代表者は、武蔵野市の区域内で衆議院議員、参議院議員、東京都の議会の議員や知事、武蔵野市

の議会の議員や市長の選挙（以下「選挙」という。）が行われるときは、地方自治法施行令（昭和22

年政令第16号）第92条第４項に規定する期間、署名等を求めることができないものとします。 

○署名等は、請求代表者へ代表者証明書を交付したことを告示した日から２か月以内でなければ、求め

ることができないものとします。ただし、上記のとおり署名等を求めることができない期間や、大規

模災害その他やむを得ない事情により署名等を求めることができないと市長が認める期間がある場

合は、当該期間を除き、請求代表者へ代表者証明書を交付したことを告示した日から62日以内としま

す。 

○請求代表者は、投票資格者に委任して署名簿への署名等を求めることができるものとします。この場

合、委任を受けた者は、実施請求書又はその写し及び代表者証明書又はその写し並びに請求代表者の

委任状を当該署名簿に付さなければならないものとします。 

○投票資格者は、心身の故障その他の事由により署名簿に署名等をすることができない場合に限り、別

の投票資格者（請求代表者及び請求代表者の委任を受けて投票資格者に対し署名簿に署名等をする

ことを求める者を除く。）に委任して自己の氏名を署名簿に記載させることができるものとします。

この場合において、委任を受けた者（下記において「代筆者」という。）による当該投票資格者の氏

名の記載は、当該投票資格者による署名とみなすものとします。 

○代筆者が投票資格者の氏名を署名簿に記載する場合においては、代筆者は、当該署名簿に代筆者とし

ての署名をしなければなりません。 

 

◆ 武蔵野市住民投票条例（仮称）骨子案（令和３年２月）に対する意見一覧 

NO. 論点 
検討事項・

テーマ 
意見要旨 市の考え方 

1 論点４ 
住民投票
の請求 

署名できる
人の要件に
ついて 

「投票資格者＝署名をできる人」である
ならば、その条件がわかりやすく伝わる
といいと思う。 

〔９ 署名等を求める手続〕において、
住民投票の実施を請求する代表者は、投
票資格者に対し署名等を求める旨を記
載しています。 
ここでいう投票資格者とは、代表者証明
書交付申請日現在において投票資格の
ある方です。 

2 論点４ 
住民投票
の請求 

署名できる
人の要件に
ついて 

署名ができる人の条件に触れられてい
ないことが気になる。要件を設けないこ
とで、住民投票が乱発されることが懸念
される。 

3 論点４ 
住民投票
の請求 

署名できる
人の要件に
ついて 

署名をできる人の条件はないのか。 
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4 論点５ 
署名の収
集期間 

署名の収集
期間 

４分の１以上であれば短すぎると思う
が、実際集める期間としてはこれくらい
でないと投票までに期間がかかりすぎ
るので、妥当ではないかと思う。 

骨子案で示したとおり、署名の収集期間
は２か月としました。 

5 論点５ 
署名の収
集期間 

押印の取扱
い 

署名の収集期間に異論はない。一方で、
コロナの影響で押印の廃止が進んでい
るが、住民投票請求における署名の押印
はどのような取扱いになるのか。また、
外国籍市民の署名における押印はどの
ように取り扱うことを想定しているの
か。 

地方自治法の改正にあわせ、押印不要と
しました。 

 

◆武蔵野市住民投票条例（仮称）骨子案 

考え方の結論 

【検討事項１：署名の収集期間】 

⚫ 代表者証明書の交付及び告示の日から、２か月以内とします。ただし、他の選挙等において署名を求め

ることができない期間、その他やむを得ない事情により署名を求めることができないと市長が認める期

間がある場合は、その期間を除き、告示の日から 62日以内とします。 

 

 

（署名等を求めるにあたっての禁止事項） 

第 10 条 前条の規定により署名等を求める行為は、買収、強迫その他不正の手段により署名

等をする者の自由な意思が拘束され、又は規則で定める市民の平穏な生活環境を侵害するも

のであってはならない。 

 

◆令和３年総務委員会、武蔵野市住民投票条例案（令和３年 12月 13日） 

NO. 議員名 問 答 

1 やぶはら
太郎 

規則で定める市民の生活環境を侵害するもの、
これはどのような行為か。 

また、署名を集めるために見知らぬ家を訪ね
歩く、いわゆる戸別訪問はどういう扱いになる
のか。 

例えば、深夜に署名を呼びかける行為は規定を
する必要があると思う。 
 住民間の活発な議論が行われ、市政への関心
と理解が深まることが望ましいという観点か
ら、原則は自由であると考え、必要最小限の規
制を置く。 

2 やぶはら
太郎 

これらについてどのように担保されるのか。 強制的にはできないと考えるが、規定を置くこ
とで、何かそういった行為があった場合には市
として指導ができる 

3 やぶはら
太郎 

相談窓口を用意してもいいのではないか 暴行や強迫のようなことがあった場合には、も
ちろん刑法上の罪になるので、それは関係機関
と相談をすることができる 

 

◆ 武蔵野市住民投票条例（仮称）素案（令和３年８月）に対する意見一覧 
NO. 項目 意見要旨 市の考え方 
1 10 署名収

集におけ
る禁止事
項 

居住実態がない者が署名に関わった場合など
についても想定が必要ではないか。それとも、
住民基本台帳に記載があり納税や電気・水道等
ライフラインと契約し使用・支払い実績があれ
ば居住実態を問うつもりはないのか。 

居住実態に疑義がある場合は、住民基本台帳法
に基づく調査が可能なので、必要に応じて調査
を行うことを考えています。 

2 10 署名収
集におけ
る禁止事
項 

実際に愛知県知事リコールの際に署名偽造が
行われてしまったので、必要なことだと思う。 

ご意見のとおり、愛知県知事リコールにおける
署名偽造問題を受け、署名等の収集の際に、買
収や強迫等により署名者の自由な意思が拘束
される行為や、市民の平穏な生活環境を侵害す
る行為を行ってはならないとする旨を条文に
明記する方向で検討します。なお、署名収集に
おける脅迫や暴行、署名偽造などの悪質なもの
は、刑法の処罰規定（刑法第 167条など）が適
用されるものと考えています。 

3 10 署名収
集におけ
る禁止事

「理念規定」とは、罰則がないという意味か。
規則に具体的に規制する禁止事項を盛り込め
ば、「理念規定」というよりも具体的な制限規定

お見込みのとおり、罰則のない規定となりま
す。 
「市民の平穏な生活環境を侵害する行為」の基
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項 となるのではないか。できるだけ規制する事項
は少なくするべき。 

準など、何が禁止事項にあたるのかといった必
要最小限の禁止事項は規則に明確に示すべき
と考えます。 

 

◆令和３年総務委員会、行政報告、武蔵野市住民投票条例（仮称）素案（令和３年８月 17 日） 

NO. 議員名 問 答 

1 橋本しげ
き 

別紙２、骨子案への意見に対する検討結果、ナ
ンバー５、意見内容「投票運動や署名収集にお
ける違法行為に対して、条例で罰則規定を設け
るべき」。検討結果は、罰則規定は設けないが、
禁止事項を設定すると。 

その理由の２つ目のところに、「「署名収集
における禁止事項」を理念規定として新たに設
ける必要があると考えたため」。 

この理念規定というのは、罰則がないという
意味か。規則で何を禁止事項とするか定めると
いうわけだが、具体的に列挙されるのか。理念
規定であるという言い方と、それから、規則で
具体的にこれは禁止と定めるというのはどう
いう整合性になるのか。 

収集活動に対する違法行為に対しては特に罰
則規定などは設けないということで、こうした
ことはしてはならないというような大ざっぱ
な規定を設けるということで、それが理念規定
というところである。 
ただ、漠然と書いてもなかなか伝わりにくい

というところで、例えば、深夜において演説を
したりとか署名集めをしたりとか、そういう一
般的に迷惑になるようなことについてはして
はいけないというところ、これはちょっと細か
い内容になるので、また規則等で記載すること
を考えている。 

 

◆ 武蔵野市住民投票条例（仮称）素案（令和３年８月） 

○署名等の収集は、買収、強迫その他不正の手段により署名等を行う者の自由な意思が拘束され、市民

の平穏な生活環境を侵害するものであってはならないものとします。 

 

◆ 武蔵野市住民投票条例（仮称）骨子案（令和３年２月）に対する意見一覧 

NO. 論点 
検討事項・

テーマ 
意見要旨 市の考え方 

1 論点４ 
住民投票
の請求 

署名に関す
る罰則規定 

愛知のリコール運動のように偽りの署
名等があった場合の罰則規定等は定め
るのでしょうか？ 

愛知県知事リコール運動の署名偽造問
題を受けて、〔署名収集における禁止事
項〕を新たに設けました。 
これは、罰則のない規定としています
が、暴行、脅迫、署名の偽造等刑法に触
れるような行為があった場合は、関係機
関と協議のうえ、しかるべく対応するこ
とができます。また、刑法による対応の
ほか、実務上は、提出された署名簿の縦
覧の仕組みを設けることにより、対応で
きると考えています。 

 

 

（署名簿の提出等） 

第 11 条 請求代表者は、署名等をした者の数が必要署名数以上となったときは、第９条第３

項に規定する期間の満了の日から５日以内に当該署名簿（署名簿が複数あるときは、これら

を一括したもの。以下同じ。）を市長に提出し、署名等をした者が次条第１項の審査名簿に登

録されていることの証明（以下「証明」という。）を求めなければならない。 

２ 市長は、前項の規定により証明を求められた場合において、提出を受けた署名簿に署名

等をした者の数が必要署名数に満たないことが明らかであるとき又は当該提出が同項に規定

する期間を経過してなされたものであるときは、これを却下するものとする。 

 

◆ 武蔵野市住民投票条例（仮称）素案（令和３年８月）に対する意見一覧 
NO. 項目 意見要旨 市の考え方 
1 11 署名簿

の提出等 
本文中に「審査名簿」という言葉が出てくるが、
説明は次の 12 でしか記載されていない。こち
らにも説明があるとわかりやすい。 

ご意見を踏まえ、条文には審査名簿の調製にお
ける説明と内容がつながるように条文に明記
する方向で検討します。 
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◆ 武蔵野市住民投票条例（仮称）素案（令和３年８月） 

○請求代表者は、署名簿の署名数が必要署名数以上となったときは、署名収集期間の満了の日から５日

以内に当該署名簿（署名簿が複数あるときは、これらを一括したもの）を市長に提出し、署名簿に署

名等をした者が、市長が調製する審査名簿に登録されていることの証明（以下「証明」という。）を

求めなければなりません。 

○市長は、署名等をした者が審査名簿に登録されていることの証明を求められた場合において、署名簿

の署名数が必要署名数に満たないことが明らかであるとき、又は当該提出が署名収集期間の満了の

日から５日以内の期間を経過してなされたものであるときは、これを却下するものとします。 

 

 

（審査名簿の調製） 

第 12 条 市長は、前条第１項の規定により証明を求められたときは、同条第２項の規定によ

り却下するときを除き、審査名簿（第８条第１項の規定による申請の日現在における投票資

格者を登録した名簿をいう。以下同じ。）を調製しなければならない。 

２ 市長は、前項の規定による調製をしたときは、その日から７日間、投票資格者からの申

出に応じ、審査名簿の抄本（当該審査名簿に登録された投票資格者の氏名、住所及び生年月

日のうち当該申出を行った投票資格者に係る部分に限る。）を閲覧させなければならない。 

３ 第１項の規定による登録に関し異議のある者は、前項に規定する閲覧の期間内に、市長

に対し、文書により異議を申し出ることができる。 

４ 市長は、前項の規定による申出を受けたときは、当該申出を受けた日から 14 日以内に、

当該申出が正当であるか否かを決定しなければならない。この場合において、当該申出を正

当であると決定したときは当該申出に係る者を直ちに審査名簿に登録し、又は審査名簿から

抹消し、その旨を申出人及び関係人に通知し、当該申出を正当でないと決定したときはその

旨を直ちに申出人に通知しなければならない。 

５ 市長は、第１項の規定による調製をした日後、当該調製の際に審査名簿に登録されるべ

き投票資格者が登録されていないことを知ったときは、その者を直ちに登録しなければなら

ない。 

 

◆令和３年総務委員会、武蔵野市住民投票条例案（令和３年 12月 13日） 

NO. 議員名 問 答 

1 やぶはら
太郎 

２か月の署名集めの期間を経て、市長による審
査名簿の調製が行われる。このときに既に転出
や死亡している場合の扱いはどうなるか  

12条５項に基づき、調製をした後に審査名簿に
登録されるべき方というのが判明した場合に
は、その都度付け加える。その間に亡くなった
方とか転出された方につきましては、基準日時
点の人数でいくと考えている。 

 

◆ 武蔵野市住民投票条例（仮称）素案（令和３年８月） 

○市長は、署名等をした者が審査名簿に登録されていることの証明を求められた場合においては、却下

するときを除き、審査名簿（代表者証明書交付申請の日現在における投票資格者を登録した名簿をい

う。以下同じ。）を調製しなければなりません。 
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○市長は、上記のとおり審査名簿の調製をしたときは、その日から７日間、投票資格者からの申出に応

じ、審査名簿の抄本（当該審査名簿に登録をされた投票資格者の氏名、住所及び生年月日のうち当該

申出を行った投票資格者に係る部分に限る。）を閲覧させなければなりません。 

○審査名簿への登録に関し不服のある者は、上記の閲覧の期間内に、市長に対し、文書により異議を申

し出ることができるものとします。 

○市長は、上記の異議の申出を受けた場合においては、その申出を受けた日から14日以内にその異議の

申出が正当であるか否かを決定しなければなりません。この場合において、その申出を正当であると

決定したときは、その異議の申出に係る者を速やかに審査名簿に登録し、又は審査名簿から抹消し、

その旨を申出人及び関係人に通知し、その申出を正当でないと判断したときは、その旨を速やかに申

出人に通知しなければなりません。 

○市長は、審査名簿の調製をした日後、当該調製の際に審査名簿に登録されるべき投票資格者が審査名

簿に登録されていないことを知った場合には、その者を速やかに審査名簿に登録しなければなりま

せん。 

 

 

（署名等の審査等） 

第 13 条 市長は、第 11 条第１項の規定により証明を求められたときは、その日から 30 日以

内に、当該署名等の効力について審査し、証明をするかどうかを決定しなければならない。

ただし、やむを得ない事情がある場合に限り、審査期間を延長することができる。 

２ 市長は、前項の規定により証明をしたときは、その日から７日間、署名簿を関係人の縦

覧に供さなければならない。 

３ 第１項の規定により証明を受けた署名等に関し異議のある者は、前項に規定する縦覧の

期間内に、市長に対し、文書により異議を申し出ることができる。 

４ 市長は、前項の規定による申出を受けたときは、当該申出を受けた日から 14 日以内に、

当該申出が正当であるか否かを決定しなければならない。この場合において、当該申出を正

当であると決定したときは直ちに第１項の規定による証明を修正してその旨を申出人及び関

係人に通知し、当該申出を正当でないと決定したときは直ちにその旨を申出人に通知しなけ

ればならない。 

５ 市長は、第２項に規定する縦覧の期間内に第３項の規定による申出がないとき又は当該

申出の全てについての決定をしたときは、その旨及び有効な署名等をした者の総数を告示す

るとともに、署名簿を請求代表者に返付しなければならない。 

 

◆ 武蔵野市住民投票条例（仮称）素案（令和３年８月）に対する意見一覧 
NO. 項目 意見要旨 市の考え方 
1 13 署名等

の審査等 
「等」が重なって使用されているが、これは条
例の記載方法としてあり得るのか。 

「署名等の審査等」のように、「等」が重なって
条文に記載されることはあります。 

2 13 署名等
の審査等 

「署名簿を請求代表者に返付しなければなり
ません」とあるが、理由を知りたい。 

署名等の審査は、請求代表者が提出した署名簿
に署名等をした方が、市長が調製する審査名簿
に登録されていることを証明するために行う
ものであり、その証明を受けた署名簿を添えて
住民投票の実施請求を行うため、請求代表者に
署名簿を返付するものです。これは、地方自治
法の直接請求の手続にならっています。 
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3 13 署名等
の審査等 

仮に「署名簿を請求代表者に返付しなければな
りません」のだとしたら、審査名簿調製後に請
求代表者が署名簿を偽造・改編など悪用されな
いよう、署名簿の写しをとってから返付するな
どの対策が必要だと思う。 

ご意見として承ります。なお、事務手続等の細
かな内容につきましては、今後規則の制定や実
務マニュアル等を作成する際に検討します。 

 

◆ 武蔵野市住民投票条例（仮称）素案（令和３年８月） 

○市長は、署名等をした者が審査名簿に登録されていることの証明を求められたときは、その日から30

日以内に審査を行い、署名等の効力を決定し、その旨を証明しなければなりません。ただし、大規模

災害等やむを得ない事情がある場合に限り、市長は、署名簿の審査期間を延長することができるもの

とします。 

○市長は、証明が終了したときは、その日から７日間、署名簿を関係人の縦覧に供さなければなりませ

ん。 

○署名簿の署名等に関し不服があるときは、関係人は、上記の縦覧の期間内に市長に対し、文書により

異議を申し出ることができるものとします。 

○市長は、上記の異議の申出を受けた場合においては、その申出を受けた日から14日以内にその申出が

正当であるか否かを決定しなければなりません。この場合において、その申出を正当であると決定し

たときは、直ちに証明を修正し、その旨を申出人及び関係人に通知し、その申出を正当でないと決定

したときは、直ちにその旨を申出人に通知しなければなりません。 

○市長は、上記の縦覧の期間内に関係人の異議の申出がないとき又は全ての異議についての決定をし

たときは、その旨及び有効な署名等をした者の総数を告示するとともに、署名簿を請求代表者に返付

しなければなりません。 

 

◆ 武蔵野市住民投票条例（仮称）骨子案（令和３年２月）に対する意見一覧 

NO. 論点 
検討事項・

テーマ 
意見要旨 市の考え方 

1 論点６ 
署名簿の
審査期間 

不正への対
策 

審査期間に異論はないが、愛知県知事リ
コールにおける署名収集の不正のよう
に、同一人物による筆跡の確認など、審
査のノウハウは選挙管理委員会事務局
は持っているのか。マニュアルの作成等
しっかり準備しておく必要があると考
える。 

署名審査等の事務マニュアルを作成す
ることを予定しています。なお、大規模
災害などやむを得ない事情がある場合
に限り、審査期間を延長することができ
ることとします。 

2 論点６ 
署名簿の
審査期間 

不正への対
策 

愛知県知事のリコール運動でもあった
ように、署名の有効性が厳しく問われ、
その時の住民投票自体が成立するかど
うかということになる。署名数が多けれ
ばそれなりに審査の時間を必要とする。
コロナや他の感染症が拡大することも
想定し、きちんとした時間を確保するべ
き。 

 

◆武蔵野市住民投票条例（仮称）骨子案 

考え方の結論 

【検討事項１：署名簿の審査期間】 

⚫ 署名簿の審査期間は、提出された日から 30日以内とします。 

⚫ 大規模災害など、やむを得ない事情がある場合に限り、市長は署名簿の審査期間を延長することができるこ

ととします。 

 

 

（署名等の取消し） 
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第 14 条 署名等をした者は、請求代表者が第 11 条第１項の規定により署名簿を市長に提出

するまでの間は、請求代表者を通じて、当該署名等を取り消すことができる。 

 

◆ 武蔵野市住民投票条例（仮称）素案（令和３年８月） 

○署名等をした者は、請求代表者が署名簿を市長に提出するまでの間は、請求代表者を通じて、署名

等を取り消すことができるものとします。 

 

 

（署名等の効力等） 

第 15 条 次に掲げる署名等は、無効とする。 

 (1) この条例又はこの条例に基づく規則に定める手続によらない署名等 

 (2) 何人であるかを確認し難い署名等 

２ 前項に定めるもののほか、第 13条第３項の規定により詐欺又は強迫に基づく旨の異議の

申出があった署名等で、市長が当該申出を正当であると決定したものは、無効とする。 

３ 市長は、署名等の効力を決定する場合において、必要があると認めるときは、関係人の

出頭及び証言を求めることができる。 

 

◆ 武蔵野市住民投票条例（仮称）素案（令和３年８月）に対する意見一覧 
NO. 項目 意見要旨 市の考え方 
1 15 署名等

の効力 
何人（なんぴと）であるかを確認し難いケース
として、外国籍住民が住民基本台帳上の氏名の
アルファベットまたは漢字以外の文字で署名
を行うということが起こる可能性がある。日本
国籍住民も含め、もし住民基本台帳上の氏名や
文字表記以外で署名をした場合は無効の可能
性があることを加えてはどうか。 

署名簿に署名する自己の氏名の有効性につい
て、住民基本台帳上の記載事項に限定してしま
うと、漢字と平仮名の違いや、漢字の旧字体、
略字との違いなど（例：齋藤と斉藤など）によ
り、実際に本人が記載していても無効となって
しまうケースが増えることが懸念されます。署
名等の審査については、氏名、住所、生年月日
の３点から確認すべきと考えます。 

2 15 署名等
の効力 

P18 署名を無効とする際に、異議の申し立て
が前提となっているが、例えば明らかに同じ筆
跡が連続している場合など、署名審査の段階で
無効と判断できるケースも包含できる規定に
したほうが良いのではないか。 

条例で定める署名等を求める手続において、署
名等とは、自己の氏名を署名し、署名年月日、
住所及び生年月日を記載することです。ご指摘
のケースは、武蔵野市住民投票条例（仮称）又
は左記条例に基づく規則に定める手続によら
ない署名等として、署名審査の段階で無効と判
断することができると考えます。 

 

◆ 武蔵野市住民投票条例（仮称）素案（令和３年８月） 

○次に掲げる署名等は、無効とします。 

(1) 武蔵野市住民投票条例（仮称）又は左記条例に基づく規則に定める手続によらない署名等 

(2) 何人であるかを確認し難い署名等 

○上記に定めるもののほか、署名簿に記載された署名等に対し、詐欺又は強迫に基づく旨の異議の申出

があった署名等で、市長がその申出を正当であると決定したものは、無効とします。 

○市長は、署名等の効力を決定する場合において必要があると認めるときは、関係人の出頭及び証言を

求めることができるものとします。 

 

 

（実施の決定） 
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第 16 条 市長は、第６条の規定による請求があった場合において、有効な署名等をした者の

総数が必要署名数以上であり、かつ、住民投票に付そうとする事項が第８条第２項の規定に

よる確認を受けたものであることを確認したときは、請求日から５日以内に、住民投票の実

施を決定し、その旨を請求代表者及び選挙管理委員会に通知しなければならない。 

２ 市長は、自治基本条例第 19 条第１項の住民投票の実施を決定したときは、その旨を選挙

管理委員会に通知しなければならない。 

３ 市長は、前２項の規定により住民投票の実施を決定したときは、直ちにその旨を告示し

なければならない。 

 

◆ 武蔵野市住民投票条例（仮称）素案（令和３年８月） 

○市長は、住民投票の実施の請求があった場合において、署名簿の有効署名数が投票資格者総数の４分

の１の数に達している、かつ、適法な方式で請求されていることを確認したときは、請求日から５日

以内に、住民投票の実施を決定し、その旨を請求代表者及び武蔵野市選挙管理委員会（以下「選挙管

理委員会」という。）に通知しなければなりません。 

○市長は、自治基本条例第19条第１項の住民投票の実施を決定したときは、その旨を選挙管理委員会に

通知しなければなりません。 

○市長は、上記により住民投票の実施を決定したときは、直ちにその旨を告示しなければなりません。 

 

◆武蔵野市住民投票条例（仮称）骨子案 

考え方の結論 

⚫ 住民投票の執行者は市長とします。 

⚫ 署名簿の審査や投票資格者名簿の調製、投開票などの事務については、選挙管理委員会に委任します。 

 

 

（住民投票の期日） 

第 17 条 市長は、前条第３項の規定による告示の日から 30 日を経過した日から 90 日を経過

した日までの期間の範囲内において、住民投票の期日（以下「投票日」という。）を定め、住

民投票を実施するものとする。 

２ 前項の規定により定めた投票日に選挙が行われるときその他市長が特に必要と認めると

きは、当該投票日を変更することができる。 

３ 市長は、第１項の規定により投票日を定めたときは、当該投票日（前項の規定により当

該投票日を変更したときは、変更後の投票日。以下同じ。）の少なくとも７日前までにこれを

告示しなければならない。 

 

◆ 武蔵野市住民投票条例（仮称）素案（令和３年８月）に対する意見一覧 
NO. 項目 意見要旨 市の考え方 
1 17 住民投

票の期日 
選挙運動や選挙への態度に投票資格者が影響
される恐れがあるので、選挙と同日に行うべき
ではない。 

ご意見のとおり、住民投票の投票日に選挙が行
われる場合は、単一の争点によって選挙におけ
る候補者が選ばれる恐れがあるため、選挙と相
互の影響を避けることが望ましいことから、投
票日を変更できる旨を条文に明記します。 
なお、投票日を変更することが原則と考えます
が、住民投票の案件の内容や請求のタイミング



78 

などにより、影響が比較的小さいと判断できる
場合は、コスト削減等のメリットを見込み変更
しないということも考えられるため、条文には
「変更することができる」と記載する方向で検
討しています。 

 

◆ 武蔵野市住民投票条例（仮称）素案（令和３年８月） 

○市長は、住民投票の実施の決定を告示した日から起算して30日を経過した日から90日を経過する日

までの期間の範囲内において、住民投票の期日（以下「投票日」という。）を定め、住民投票を実施

するものとします。 

○上記により定めた投票日に選挙が行われるときその他市長が特に必要と認めるときは、当該投票日

を変更することができます。 

○市長は、投票日を定めたとき又は当該投票日を変更したときは、当該投票日の少なくとも７日前まで

にこれを告示しなければなりません。 

 

◆ 武蔵野市住民投票条例（仮称）骨子案（令和３年２月）に対する意見一覧 

NO. 論点 
検討事項・

テーマ 
意見要旨 市の考え方 

1 
論点４ 
住民投票
の請求 

その他 
請求時や実施時に住民投票に係るコス
トも合わせてお知らせしてほしい。 

ご意見として承ります。なお、住民投票
を実施するにあたり、１回のコストとし
て約 4,200万円ほどを想定しています。
ただし、社会情勢の変化や法改正等によ
り増減することも考えられます。 

2 論点 12 
住民投票
の期日 

期日前投票 期日前投票について定めるのか。 〔23 期日前投票等〕において定めます。 

3 論点 12 
住民投票
の期日 

投票期日と
同時に選挙
が行われる
場合 

選挙と同時に実施するデメリットが大
きいため、別日実施を原則としてはどう
か。住民投票は必要なコストであるた
め、「コスト削減」という文言はないほ
うがいい。 

ご意見のとおり、様々な課題があるた
め、原則は同日実施しない方向で考えて
います。しかし、住民投票の案件の内容
や請求のタイミングなどにより、課題の
度合いが比較的小さいと判断できる場
合は、コスト削減等のメリットが見込め
るため、選挙との同日実施をすることが
できることとします。 

4 論点 12 
住民投票
の期日 

投票期日と
同時に選挙
が行われる
場合 

住民投票を選挙と同日に行えば、選挙運
動や選挙への態度に投票資格者が影響
されることになる恐れがある。したがっ
て同日に行うべきではない。 

 

◆武蔵野市住民投票条例（仮称）骨子案 

考え方の結論 

【検討事項１：住民投票の期日】 

⚫ 市長は、住民投票実施の告示の日から起算して、30 日を経過した日から 90 日を超えない範囲内で投票

日を定めます。 

【検討事項２：投票期日と同日に選挙が行われる場合】 

⚫ 上記で定めた投票日に選挙が行われるときは、原則として投票日を変更します。 

⚫ なお、対象事案や実施時期を考慮し必要と認められる場合は、同時に実施することができることとしま

す。 

 

 

（投票資格者名簿の調製等） 

第 18 条 市長は、第 16条第１項又は第２項の規定により住民投票の実施を決定したときは、

投票資格者名簿（前条第３項の規定による告示の日の前日現在（投票資格者の年齢について

は、投票日現在）の投票資格者を登録した名簿をいう。以下同じ。）を調製しなければならな
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い。 

２ 第 12条第２項から第５項までの規定は、投票資格者名簿の閲覧等について準用する。こ

の場合において、同条第２項中「その日から７日間」とあるのは、「第 17 条第３項の規定に

よる告示の日に」と、同条第４項中「14 日以内」とあるのは「７日以内」と読み替えるもの

とする。 

 

◆ 武蔵野市住民投票条例（仮称）素案（令和３年８月） 

○市長は、住民投票の実施を決定したときは、投票資格者名簿（住民投票の期日の告示の日の前日（投

票日を変更した場合にあっては、市長が別に定める日）現在（投票資格者の年齢については、投票日

現在）の投票資格者を登録した名簿をいいます。）を調製しなければなりません。 

○投票資格者名簿の閲覧の期間は、住民投票の期日の告示日の当日に限ることとし、異議の申出に対す

る決定は、その申出を受けた日から７日以内に行うものとします。 

〇その他、投票資格者名簿の調製方法等については、署名簿を審査する際に作成する審査名簿と同様の

内容です。 

 

 

（投票所） 

第 19 条 住民投票の投票所は、市長の指定した場所に設ける。 

２ 市長は、投票日の少なくとも７日前までに、投票所の場所を告示しなければならない。 

 

◆ 武蔵野市住民投票条例（仮称）素案（令和３年８月）に対する意見一覧 
NO. 項目 意見要旨 市の考え方 
1 19 投票所 「外国籍の住民については、別途専用の投票所

を設けることを検討します」とあり、日本語対
応が難しい方には便利かもしれないが、外国籍
住民全員が専用の投票所を使わなくてはいけ
ないのだとしたら大変不便で、投票行動の妨げ
になりかねない。日本語を理解できる外国籍住
民は日本国籍住民と同じ投票所を使えるよう
にすべき。 

原則は日本人と同様に、居住地域ごとの投票所
で投票していただく取扱いとすることを考え
ています。多言語対応の手法については今後検
討いたします。 

2 19 投票所 外国籍住民のために別途専用の投票所を設け
ることについて、その趣旨の説明が必要ではな
いか。 

 

◆ 武蔵野市住民投票条例（仮称）素案（令和３年８月） 

○住民投票の投票所は、市長の指定した場所に設けます。 

○市長は、投票日の少なくとも７日前の日に、投票所の場所を告示しなければなりません。 

 

 

（投票管理者及び投票立会人） 

第 20 条 市長は、投票所に投票管理者及び投票立会人を置く。 

 

◆ 武蔵野市住民投票条例（仮称）素案（令和３年８月） 

○市長は、前条に規定する投票所に投票管理者及び投票立会人を置きます。 
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（投票資格） 

第 21 条 第 18 条第１項の規定により投票資格者名簿に登録された者（以下「投票人」とい

う。）は、住民投票の投票（以下「投票」という。）をすることができる。 

２ 前項の規定にかかわらず、投票日（期日前投票又は不在者投票にあっては、当該投票を

行う日）に、投票資格者でない投票人は、投票をすることができない。 

 

◆ 武蔵野市住民投票条例（仮称）素案（令和３年８月） 

○投票資格者名簿に登録をされた者（以下「投票人」といいます。）は、住民投票の投票をすることが

できます。 

○上記にかかわらず、投票日（期日前投票又は不在者投票にあっては、当該投票を行う日）に、投票資

格者でない投票人は、投票をすることができません。 

 

 

（投票の方法） 

第 22 条 投票は、１人１票とし、秘密投票とする。 

２ 投票人は、投票日に、自ら投票所に行き、投票資格者名簿又はその抄本の対照を経て、

投票をしなければならない。 

３ 投票人は、投票用紙の選択肢から一つを選択し、所定の欄に○の記号を自書し、これを

投票箱に入れなければならない。 

４ 前項の規定にかかわらず、心身の故障その他の事由により、投票用紙に○の記号を自書

することができない投票人は、点字（公職選挙法施行令（昭和 25 年政令第 89 号）別表第１

に定める点字をいう。）による投票をし、又は代理投票をさせることができる。 

 

◆ 武蔵野市住民投票条例（仮称）素案（令和３年８月）に対する意見一覧 
NO. 項目 意見要旨 市の考え方 
1 22 投票の

方法 
より広く市民の意見を確認するため、今後はイ
ンターネットによる投票についても検討する
べきではないか。 

住民投票は、一人一票同一の条件で行うことが
必要であるため、選挙における投票の方法にな
らって行う必要があると考えます。インターネ
ットを用いた投票方法の導入については、そう
した条件を整備することができるかどうかの
観点から、研究が必要であると考えます。 

2 22 投票の
方法 

選挙と違い、二択、三択など記入しなくても投
票ができるのではないか。また、費用削減の観
点からも将来的にデジタル投票が選べるよう
に制度を整えたらどうか。 

住民が判断しやすく投票結果の解釈が明確で
ある必要があることや、設問によっては賛否に
よらない選択肢が適切であるケースも想定さ
れることから、本市の住民投票の選択肢は、二
者択一で、原則として賛否を問う形式としたう
えで、案件によってはＡかＢかを選択する形式
も可能とします。デジタル投票については、今
後、研究が必要であると考えます。 

3 22 投票の
方法 
23 期日前
投票等 

インターネットを用いた投票方法を導入し、新
型コロナウイルス感染防止を図りながら市民
が投票できるように、より利便性の高い投票法
方法を提供することを検討してはどうか。 

一人一票同一の条件で行うことが必要である
ため、選挙における投票の方法にならって行う
必要があると考えます。インターネットを用い
た投票方法の導入については、そうした条件を
整備することができるかどうかの観点から、研
究が必要であると考えます。 
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◆ 武蔵野市住民投票条例（仮称）素案（令和３年８月） 

○投票は、１人１票とし、秘密投票とします。 

○投票人は、投票日に、自ら投票所に行き、投票資格者名簿又はその抄本の対照を経て、投票をしなけ

ればなりません。 

○投票人は、投票用紙の選択肢から一つを選択し、所定の欄に○の記号を自書し、これを投票箱に入れ

なければなりません。 

○上記にかかわらず、心身の故障その他の理由により、投票用紙に○の記号を自書することができない

投票人は、点字（公職選挙法施行令（昭和25年政令第89号）別表第１に定める点字をいう。）による

投票をし、又は代理投票をさせることができます。 

 

◆武蔵野市住民投票条例（仮称）骨子案 

考え方の結論 

【検討事項１：設問の設定】 

⚫ 設問は、住民投票実施請求代表者が設定します。 

【検討事項２：選択肢の形式】 

⚫ 選択肢は、二者択一で、原則として賛否を問う形式で、案件によってはそれ以外の選択肢も可能としま

す。 

【検討事項３：投票方法】 

⚫ 投票用紙の賛成・反対（または各選択肢）の選択欄に○を記載します。 

 

 

（期日前投票等） 

第 23 条 投票人は、前条第２項の規定にかかわらず、期日前投票又は不在者投票を行うこと

ができる。 

２ 前条（第２項を除く。）の規定は、期日前投票又は不在者投票における投票の方法につい

て準用する。 

 

◆ 武蔵野市住民投票条例（仮称）素案（令和３年８月） 

○投票人は、期日前投票又は不在者投票を行うことができます。 

○期日前投票又は不在者投票における投票の方法は、通常の投票の場合と同様です。 

 

 

（無効投票） 

第 24 条 次の各号のいずれかに該当する投票は、無効とする。 

 (1) 所定の投票用紙を用いないもの 

 (2) ○の記号以外の事項を記載したもの（第 22条第４項に規定する投票を除く。） 

 (3) ○の記号を自書しないもの（第 22条第４項に規定する投票を除く。） 

 (4) ○の記号を投票用紙の所定の欄のいずれにも記載したものその他投票人の意思を確

認し難いもの 
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 (5) 白紙投票 

 

◆ 武蔵野市住民投票条例（仮称）素案（令和３年８月）に対する意見一覧 
NO. 項目 意見要旨 市の考え方 

1 
24 無効投
票 

白票でもいいのか。 
白紙で投票した場合、その投票は無効となりま
すが、投票総数にはカウントされます。 

2 
24 無効投
票 

無効投票について、「付き添いの方などが投票
人に代わって記載をして投票した場合は、無効
となります」とあるが、「投票した」とは、投票
箱に入った状態を指すのか。その場合、仮投票
でもない限り、票の判別が不可能で、有効扱い
となってしまうのではないか。また、票の記載
内容に関するものと行為に関するものが並列
で規定されていることに違和感を感じる。 

付き添いの方などが投票人に代わって「記載を
して投票した」場合は、無効となりますので、
選挙と同様、投票人本人が記載をしているかど
うか、投票立会人が確認をいたします。なお、
この項目では、開票の際の形式的な判断（票の
記載内容に関するもの）のみならず、投票所に
おいて投票立会人が確認する内容も含めてお
ります。 

3 
24 無効投
票 

無効投票についての記載が開票の際の形式的
無効判断についての記載であるなら、「付き添
いの方などが投票人に代わって記載をして投
票した場合は、無効となります。」の記載は開票
時に判断できることでないため削除が妥当。 

 

◆ 武蔵野市住民投票条例（仮称）素案（令和３年８月） 

○次の各号のいずれかに該当する投票は、無効とします。 

 ・所定の投票用紙を用いないもの 

 ・○の記号以外の事項を記載したもの 

 ・○の記号を自書しないもの 

 ・○の記号を投票用紙の所定の欄のいずれにも記載したもの、その他投票人の意思を確認し難いもの 

 ・白紙投票 

 

 

（情報の提供） 

第 25 条 市長等は、投票資格者の投票の判断に資するため、住民投票に付した事項（以下「付

議事項」という。）に係る市長等が有する情報を整理した資料を一般の閲覧に供するほか、必

要な情報の提供を行うものとする。 

２ 市長等は、前項の情報の提供にあたっては、中立性の保持に留意しなければならない。 

 

◆令和３年総務委員会、武蔵野市住民投票条例案（令和３年 12月 13日） 

NO. 議員名 問 答 

1 やぶはら
太郎 

日本語が分からない方への対応 対象事案の主管課と連携して企画調整課が周
知を行う。それから、投開票については選挙管
理委員会が担うことを想定している。 
条例が制定されれば施行まで最大で１年３

か月ある。施行されたら、市内の関係部署、関
係機関とも連携し、制度の周知や、円滑な投票
の実施をすることのできる体制づくりに取り
組みたい 

 

◆ 武蔵野市住民投票条例（仮称）素案（令和３年８月）に対する意見一覧 
NO. 項目 意見要旨 市の考え方 
1 25 情報の

提供 
情報提供の中立性を確実とするため、第三者組
織による情報提供を行い、賛成反対双方の意見
が公平公正に周知される仕組みとしていただ
きたい。 
市政、市長に不満があることから住民投票が行
われる場合、市長および市役所側が客観的かつ

情報提供を行うための第三者機関は設置しな
い予定です。 
投票資格者が得る情報は、住民による投票運動
やメディアから得ることができるものと考え
ますが、自治基本条例で定めた基本原則のひと
つである「情報共有」の観点からも、市長等と
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中立的に情報提供を行うことは難しく、印象操
作が行われることを防止するのは困難である。
市報および市のホームページ、SNS 等により市
長側の意見が一方的に公布されることを禁じ
る規定を設けていただきたい。 

して情報提供を行う必要があります。住民等に
よる賛成派、反対派からの情報が飛び交うこと
が予想されるなか、市長等としては、中立性に
留意のうえ、市長等が保有する情報を提供して
いく考えです。仮に第三者機関を設置して情報
提供を行うことにしたとしても、市長等が保有
する情報を第三者機関に提供することには変
わりなく、また、さまざまな情報を取得して第
三者機関が情報提供をしたとしても、何をもっ
てその情報が中立性かというのは困難である
と考えます。 

2 25 情報の
提供 

「行政上の資料等で公開することができるも
の」としているが、情報公開条例で非開示とす
る情報（特に 9条 5号の審議・検討事項）を記
した文書を示す必要も想定されるのではない
か。 

情報提供にあたっては、情報公開条例の規定の
範囲内で、市長等が有する付議事項に関する行
政上の資料等を公開することを考えています。 

 

◆ 武蔵野市住民投票条例（仮称）素案（令和３年８月） 

○市長は、投票資格者の投票の判断に資するため、住民投票に付した事項（以下「付議事項」という。）

に係る市が有する情報を整理した資料を一般の閲覧に供するほか、必要な情報の提供を行うものとし

ます。 

○市長は、上記の情報の提供にあたっては、中立性の保持に留意しなければなりません。 

 

◆ 武蔵野市住民投票条例（仮称）骨子案（令和３年２月）に対する意見一覧 

NO. 論点 
検討事項・

テーマ 
意見要旨 市の考え方 

1 論点 13 
情報提供 

情報提供の
方法 

努力規定ではなく、義務規定とすべき。 ご意見を踏まえ、「情報の提供にあたっ
ては、中立性の保持に留意しなければな
らない」としました。 

2 論点 13 
情報提供 

中立性につ
いて 

誰が「客観的かつ中立的」であると判断
するのか。市長は政治信条があるなかで
中立的な立場での情報提供は難しいの
ではないか。 

市長が恣意的な情報提供を行うという
事態を避けるために、理念的に中立性に
ついて規定する必要があると判断しま
した。 

3 論点 13 
情報提供 

情報提供の
方法 

憲法改正に係る国民投票のように、議会
で広報協議会のようなものを設置しな
いのか。 

国民投票広報協議会は、憲法改正の発議
及び国民投票の実施主体となる国会（議
員）により設置されるものです。一方、
市の住民投票においては、執行者である
市長に対して情報提供を行うことを義
務付けており、議会に対する広報協議会
の設置義務は規定しません。 

4 論点 13 
情報提供 

中立性につ
いて 

「賛成・反対の意見に関する情報提供を
行うということではなく」とあるが、国
民投票では、広報協議会が賛成意見及び
反対意見を出すこととなっている。市の
住民投票では賛否意見を出さないのか。
また、出す場合はどのようにその意見を
作るのか。 

憲法改正とは異なり、住民発議の投票で
あるため、付議事項に対する賛成・反対
の意見に関する情報提供を行うという
ことではなく、市が有する付議事項に関
する行政上の資料等で公開することが
できるものについて、市長が住民投票の
執行者としてしっかり情報提供を行う
ことが、中立的な情報提供であると考え
ています。 

5 論点 13 
情報提供 

客観的かつ
中立的な情
報提供につ
いて 

市政、市長に不満があることから住民投
票が行われることが多いことを想定す
ると、市長が客観的かつ中立的に情報提
供が行われるか疑問が残る。究極的な
「客観的かつ中立的」な行動とは、何も
しないことにならないか。また、骨子案
に記載のある「客観的かつ中立的な情報
提供とは、付議事項に対する賛成・反対
の意見に関する情報提供を行うという
ことではなく、市が有する付議事項に関
する行政上の資料等で公開することが
できるものについて、情報提供を行うと
いうことを意味します」では行政資料と
異なる見解を持つ側の意見が示せない
ことになる。選挙管理委員会、もしくは、
第三者組織を設け、賛成側、反対側双方
の情報が同じレベルになるようにする
とともに、市報などを活用し市側の意見

住民投票の実施にあたっては、住民投票
に対する関心を高めるとともに、投票資
格者が自らの判断に基づき投票できる
よう、市から情報提供を行うことが不可
欠となることから、市が情報提供を行う
ことを義務付けます。また、情報提供の
仕方によっては住民投票の結果に偏っ
た影響が出る可能性があるため、市によ
る恣意的な情報提供が行われることを
避けるため、情報の提供にあたっては、
中立性の保持に留意しなければならな
い旨を規定します。市が行う情報提供と
は、付議事項に対する賛成・反対の意見
に関する情報提供を行うということで
はなく、市が有する付議事項に関する行
政上の資料等で公開することができる
ものについて、投票資格者が理解しやす
いように整理し、情報提供を行うという
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のみが市民に周知されることがないよ
うにも規定すべき。 

ことを意味します。 

 

◆令和３年総務委員会、行政報告、武蔵野市住民投票条例（仮称）骨子案（令和３年２月１日） 

NO. 議員名 問 答 

1 内山さと
こ 

「客観的かつ中立的に情報提供に務める」では
なく義務規定ではないか？ 

恣意的、意図的な情報提供が起きてはならない
ということで、理念的にうたっておく必要があ
る一方で、何をもって中立とするかというとこ
ろが非常に難しい面もあり努力規定にした。 
〔骨子案：努力規定→素案：義務規定に変更〕 

 

◆武蔵野市住民投票条例（仮称）骨子案 

考え方の結論 

【検討事項１：情報提供の方法】 

⚫ 市長は、投票資格者の投票の判断に資するため、付議事項に関して市が有する情報を整理した資料を一

般の閲覧に供するほか、必要な情報提供を行うものとします。 

⚫ 選挙管理委員会は、住民投票に係る請求の内容の趣旨や投票期日の告示の内容など必要な情報を広報そ

の他適当な方法により、提供するものとします。 

【検討事項２：中立性について】 

⚫ 市長及び選挙管理委員会は、情報の提供に際して、客観的かつ中立的に情報提供を行うよう努める旨を

規定します。 

 

 

（住民投票運動における禁止事項） 

第 26 条 住民投票運動（付議事項に対し賛成又は反対の投票をし、又はしないよう勧誘する

行為をいう。以下同じ。）は、買収、強迫その他不正の手段により投票資格者の自由な意思が

拘束され、又は規則で定める市民の平穏な生活環境を侵害するものであってはならない。 

２ 第 20 条の投票管理者及び第 28 条の開票管理者は、在職中、住民投票運動をすることが

できない。 

３ 第 23条の不在者投票を管理する者は、当該不在者投票に関し、その者の業務上の地位を

利用して住民投票運動をすることができない。 

４ 選挙管理委員会の委員及び職員は、在職中、住民投票運動をすることができない。 

５ 武蔵野市の区域内で行われる選挙の期日の公示又は告示の日から当該公示又は告示に係

る選挙の期日までの期間は、住民投票運動をすることができない。ただし、当該選挙の公職

の候補者（候補者届出政党（公職選挙法（昭和 25 年法律第 100 号）第 86 条第１項又は第８

項の規定による届出をした政党その他の政治団体をいう。）、衆議院名簿届出政党等（同法第

86 条の２第１項の規定による届出をした政党その他の政治団体をいう。）又は参議院名簿届

出政党等（同法第 86 条の３第１項の規定による届出をした政党その他の政治団体をいう。）

を含む。）がする選挙運動（同法第 13章の規定に違反するものを除く。）が、当該住民投票運

動にわたることを妨げるものではない。 
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◆令和３年総務委員会、武蔵野市住民投票条例案（令和３年 12月 13日） 

NO. 議員名 問 答 

1 桜井夏来 例えば、世論に働きかけること自体を目的とし
て、非常に多くのお金を投入して宣伝活動を行
うというようなことで世論がゆがめられてし
まうというおそれがないのかという不安はあ
る。この点に関して、全く規制がないような状
況で本当にいいのかどうか 

憲法改正に係る国民投票に倣い、住民の方が自
由に意見を闘わせることが必要と考え、あくま
で投票が公正に行われるために必要な最小限
のものというふうに考えている。 
そうしたＳＮＳ等を使った事柄に対してと

いうところは表現の自由に関わる事柄であり、
市として規制というのは非常に難しい 

 

◆ 武蔵野市住民投票条例（仮称）素案（令和３年８月）に対する意見一覧 
NO. 項目 意見要旨 市の考え方 
1 26 住民投

票運動 
「10 署名収集における禁止事項」と同様、判
断基準は別途規則で定めるとあるが、できるだ
け規制する事項は少なくするべき。 

署名収集や住民投票運動における禁止事項と
して掲げている「市民の平穏な生活環境を侵害
する」行為については、別途定める規則で最低
限の規制（深夜における街頭での演説など）を
設けることを予定しています。 

2 26 住民投
票運動 

「原則自由」の文言を削除し、禁止行為を詳細
に定めることを求める。 
「原則」の定義と「自由」の範囲を限定できず
に、「原則自由」の文言を明記することは、恣意
的判断や作為の余地を残す事になる。公職選挙
法に定められている違反でさえも、調査・摘発・
指導ができない本市の状況を踏まえると、過度
の自由度を付与することは、市民生活の混乱を
生じかねない。本条例を、画餅とすることなく、
実効性のあるものとするならば、その覚悟と姿
勢を示すことは、自治体の責務である。 

住民投票運動については、住民間の活発な議論
が期待されることから、国民投票法にならい、
戸別訪問などを含めて原則自由に行うことが
できることとします。 
なお、ご指摘を踏まえ、条文上は禁止事項を列
記する方向で検討することとし、上記の考え方
は、今後、資料等を作成する際に記載すること
とします。 

3 26 住民投
票運動 

P25 一つ目の・「なお、買収、強迫～」は「た
だし、買収、強迫～」のほうがつながりが良い
のではないか。 

ご指摘を踏まえ、今後、資料等を作成する際に
改めて記載内容を検討いたします。 

 

◆ 武蔵野市住民投票条例（仮称）素案（令和３年８月） 

○住民投票運動（付議事項に対し賛成又は反対の投票をし、又はしないよう勧誘する行為をいいます。

以下同じ。）は、自由とします。ただし、買収、強迫その他不正の手段により投票資格者の自由な意

思が拘束され、市民の平穏な生活環境を侵害するものであってはなりません。 

○上記にかかわらず、投票管理者及び開票管理者は、在職中、住民投票運動をすることができません。 

○上記にかかわらず、不在者投票を管理する者は、不在者投票に関し、その者の業務上の地位を利用し

て住民投票運動をすることができません。 

○上記にかかわらず、地方自治法第180条の２の規定により市長の権限に属する住民投票の事務の一部

を委任された選挙管理委員会の委員及び職員は、在職中、住民投票運動をすることができません。 

○住民投票運動は、本市の区域内で行われる選挙の期日の公示又は告示の日から当該公示又は告示に

係る選挙の期日までの期間は行うことができません。ただし、当該選挙の公職の候補者（候補者届出

政党（公職選挙法第86条第１項又は第８項の規定による届出をした政党その他の政治団体をいう。）、

衆議院名簿届出政党等（同法第86条の２第１項の規定による届出をした政党その他の政治団体をい

う。）又は参議院名簿届出政党等（同法第86条の３第１項の規定による届出をした政党その他の政治

団体をいう。）を含む。）がする選挙運動（同法第13章の規定に違反するものを除く。）又は同法第14

章の３の規定により政治活動を行うことができる政党その他の政治団体が行う政治活動（同章の規

定に違反するものを除く。）が、当該住民投票運動にわたることを妨げるものではありません。 

 

◆ 武蔵野市住民投票条例（仮称）骨子案（令和３年２月）に対する意見一覧 

NO. 論点 
検討事項・

テーマ 
意見要旨 市の考え方 

1 論点 14 
投票運動 

投票運動 これまで各地で行われた住民投票でも、
投票運動はたいてい自由にできるよう

骨子案で示したとおり、住民投票運動は
自由であることを明記したうえで、買
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になっており、戸別訪問や自由な宣伝活
動など、「原則自由」にするとの案（案
１）で良いと考える。 

収、強迫その他不正の手段により投票資
格者の自由な意思が拘束され、市民の平
穏な生活環境を侵害するものであって
はならないことや、投票事務関係者の投
票運動を制限することとします。 

2 論点 14 
投票運動 

投票運動で
きる人につ
いて 

住民投票運動をすることができない投
票事務関係者について、地位を利用した
ものでなければ市民として投票運動を
してもいいのではないか。 

例えば、病院や老人ホーム等の施設で不
在者投票を管理する者が、業務上の地位
を利用して住民投票運動をすることは
望ましくないと考えています。職務と個
人を分けて活動したとしても、対外的に
見たときに信ぴょう性が疑われる懸念
があるためです。住民投票運動の規制
は、投票の公正性を保つために、最低限
のものとします。 

3 論点 14 
投票運動 

投票運動で
きる人につ
いて 

住民投票の投票資格者及び実施請求者
は「住民」であるが、投票運動を行うこ
とができる主体は「住民」に限定される
のか。公務員の投票運動についても一律
に制限されていないが、市職員でも「住
民」であれば投票運動ができるという理
解で良いか。 

投票事務の公正な執行を確保すること
を目的として、投票事務関係者の住民投
票運動を制限していますが、それ以外は
特段の制限はありません。 

4 論点 14 
投票運動 

投票運動の
規制 

SNSでのフェイクの拡散や、ネガティブ
キャンペーンなど人権問題にかかわる
行為について、公平公正な視点で、ファ
クトチェック・注意勧告等を行う必要が
あるのではないか。場合によっては、住
民投票の結果の信頼性に関わり、さらな
る分断を招く可能性がある。 

憲法改正における国民投票運動での規
定を参考に、広く市民が萎縮することな
く活発な議論を行えることとするため、
住民投票運動は原則自由としましたが、
買収や強迫など必要最小限の制限は設
ける必要があると判断しました。 
インターネット上の主張などを規制す
ることは、表現の自由に関わることであ
り、非常に困難であると考えます。一方
で、事実でない数字等が独り歩きして健
全な議論が妨げられることを防ぐため、
市として中立的な立場に留意しつつ、必
要な情報提供を行うこととします。 

5 論点 14 
投票運動 

投票運動の
規制 

愛知県の事例から、資金的に有利なもの
が署名を集めることや投票依頼をする
ことで情報提供も含めて賛否双方が公
平にならないことへの懸念がある。ま
た、売名行為で行なわれること、ネット
上も含めた誹謗中傷も可能となること、
武蔵野市以外でも活動が可能となるこ
とへの対応策も必要である。  

6 論点 14 
投票運動 

投票運動の
規制 

「原則自由」の文言を削除し、禁止行為
を詳細に定めることを求める。 
「原則」の定義と「自由」の範囲を限定
できずに、「原則自由」の文言を明記す
ることは、恣意的判断や作為の余地を残
す事になる。公職選挙法に定められてい
る違反でさえも、調査・摘発・指導がで
きない本市の状況を踏まえると、過度の
自由度を付与することは、市民生活の混
乱を生じかねない。本条例を、画餅とす
ることなく、実効性のあるものとするな
らば、その覚悟と姿勢を示すことは、自
治体の責務である。 

投票運動は、「買収、強迫その他不正の
手段により投票資格者の自由な意思が
拘束され、又は市民の平穏な生活環境を
侵害するものであってはならない」こと
とします。また、「市民の平穏な生活環
境を侵害する行為」と判断する基準は、
別途規則で定める予定です。 

7 論点 14 
投票運動 

投票運動の
規制 

投票運動は期間限定ではなく署名収集
前からも行えるため、行政が積極的にフ
ァクトチェックを行うのは困難。あくま
でも注意喚起をしたうえで、客観的かつ
中立的な情報提供に注力するとした方
がよいのではないか。 

ご意見のとおりと考えます。 

8 論点 14 
投票運動 

投票運動の
規制 

選挙期間と被った際、どのような配慮が
行われるのか。 

選挙期間と重複する期間において、例え
ば住民投票運動としての戸別訪問を行
った場合、外見からは選挙運動と区別が
つきにくく、公職選挙法に抵触すると判
断される恐れがあります。また、選挙と
住民投票を同時に行うことは、理念面・
実務面でのデメリットが大きいと考え
るため、本市では原則として投票日を変
更することとします。なお、選挙期間に
おいて当該選挙の候補者等が行う選挙
運動又は政治活動が住民投票運動にわ
たることを妨げるものではありません。 

 

◆令和３年総務委員会、行政報告、武蔵野市住民投票条例（仮称）骨子案（令和３年２月１日） 

NO. 議員名 問 答 
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1 内山さと
こ 

昨今のＳＮＳを活用した様々な周知活動も、大
変効力がある場合もあるし、もろ刃のやいばで
もあったりするわけで、この点についてはどの
ようにお考えか。 

例えば買収、脅迫、その他不正の手段により、
投票資格者の自由な意思を拘束し、また、干渉
する行為、市民の平穏な生活環境を侵害する行
為に対する罰則はないので、行政指導ぐらいし
かできないが、最小限制限事項を設けた上で、
原則自由とした。自由という言葉の意味が非常
に広く賛否のあるところかと思うが、国民投票
を主に参考にした。 

2 内山さと
こ 

今の時代、ＳＮＳを活用しないということはほ
ぼ考えられない。いわゆるファクトチェックで
すとか、そういったことを今後どういうふうに
やっていくのか。 

ファクトチェック、これはＳＮＳなのですぐに
拡散するものだが、これはＳＮＳに限らずリア
ルの世界でも当然あることであり、それをどこ
まで市のほうで規制することができるかとい
うのは非常に難しい。 
国民投票の方でも、ＳＮＳの活用、インター

ネットの活用については議論されていると聞
いており、そちらの動向についてはしっかりと
踏まえていきたい。 
現実問題、武蔵野市の条例の中で、ＳＮＳと

いうものに特化して何かそれでは規制するよ
うなことができるのかどうかというのは、今一
度、今の御意見も踏まえて考えてみたいと思う
が、なかなかそこに特化した形でどこまででき
るかというのは難しい。 

 

◆武蔵野市住民投票条例（仮称）骨子案 

考え方の結論 

【検討事項１：投票運動】 

⚫ 投票運動は原則自由とします。ただし、投票資格者の自由な意思が拘束され、市民の平穏な生活

環境を侵害する行為を行ってはならないという規定を設けます。 

⚫ 投票事務の公正な執行を確保することを目的として、投票事務関係者の投票運動を制限します。 

【検討事項２：規制に対する罰則】 

⚫ 投票資格者の自由な意思を拘束するような行為や、市民の平穏な生活環境を侵害する行為を行っ

てはならないという倫理的な規定とし、罰則規定は設けません。 

 

 

（開票所等） 

第 27 条 住民投票の開票所は、市長の指定した場所に設ける。 

２ 市長は、あらかじめ開票所の場所及び開票の日時を告示しなければならない。 

 

◆ 武蔵野市住民投票条例（仮称）素案（令和３年８月）に対する意見一覧 
NO. 項目 意見要旨 市の考え方 
1 27 開票

所等 
選挙のように当日中に開票する必要はない

のではないか。運用に関することで今後の検討
にはなるが、翌日開票とした方が職員の負担、
コストが削減できるのではないか。 

選挙と同様に即日開票とするか、翌日開票と
するかは、今後、費用対効果等の観点から、検
討いたします。 

 

◆ 武蔵野市住民投票条例（仮称）素案（令和３年８月） 

○住民投票の開票所は、市長の指定した場所に設けます。 

○市長は、あらかじめ開票の場所及び日時を告示しなければなりません。 
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（開票管理者及び開票立会人） 

第 28 条 市長は、開票所に開票管理者及び開票立会人を置く。 

 

◆ 武蔵野市住民投票条例（仮称）素案（令和３年８月） 

○市長は、開票所に開票管理者及び開票立会人を置きます。 

 

 

（住民投票の成立要件） 

第 29 条 住民投票は、付議事項について投票をした者の総数が当該住民投票の投票資格者の

総数の２分の１を満たしたときに成立するものとする。 

 

◆ 武蔵野市住民投票条例（仮称）素案（令和３年８月）に対する意見一覧 
NO. 項目 意見要旨 市の考え方 
1 29 住民

投票の成
立要件 

住民投票の成立が投票資格者総数の２分の
１以上というのは、ハードルが高すぎる。署名
収集要件よりも高く設定する必要があり、投票
しなかった人にも信頼性を持ってもらえる投
票率が、25%からいきなり 50%に跳ね上がるの
は乱暴だと思う。また、武蔵野市における選挙
の投票率が低下しているなかで住民投票の成
立が投票率 50％以上というのは現実的ではな
いと考える。 

住民投票実施の要件となる必要署名数を投
票資格者の４分の１とする方向で検討してお
り、署名簿には住民投票実施の趣旨に同意する
者が記載すると考えられるため、より広い住民
意思を確認するという観点から、住民投票の成
立要件は４分の１よりも高く設定する必要が
あると考えています。そのうえで、成立要件を
「３分の１以上」とするのか、「２分の１以上」
とするのか、あるいは投票率ではなく得票率を
成立要件とするかなどの検討を重ねてきまし
た。検討においては、市及び市民全体に影響す
る市政の重要事項について、住民がその意思を
直接表明するという目的で行われる住民投票
であるからこそ、より多くの住民が投票に参加
し、その投票された結果を市長等と議会は尊重
すべきと考えました。また、常設型住民投票制
度を持つ他自治体のうち、半数以上が成立要件
を「投票資格者総数の２分の１以上」としてい
ることも参考にしました。以上を踏まえ、成立
要件を「２分の１以上」とする方向で検討しま
す。 

 

◆ 武蔵野市住民投票条例（仮称）素案（令和３年８月） 

○住民投票は、投票をした者の総数が当該住民投票の投票資格者の総数の２分の１を満たしたときに

成立するものとします。 

 

◆ 武蔵野市住民投票条例（仮称）骨子案（令和３年２月）に対する意見一覧 

NO. 論点 
検討事項・

テーマ 
意見要旨 市の考え方 

1 
論点８ 
成立要件 

成立要件に
ついて 

市の重要事項について、投票資格者の４
分の１強で賛否が決まってしまうのは
ハードルが低い。得票率を要件としたほ
うがいいのではないか。 

市政の重要事項について住民の意思を
直接確認し、市政に反映させることを目
的とする住民投票制度の趣旨を鑑みる
と、一定の支持率ではなく、より多くの
住民が投票に参加し、その結果を尊重す
べきと考えます。 

2 
論点８ 
成立要件 

成立要件に
ついて 

「投票総数が投票資格者総数の２分の
１以上」という成立要件は、厳しい条件
だと思う。過去の選挙での平均投票率や
国の投票制度よりも投票資格者が多い
ことからも、成立する可能性はかなり低
いと思われる。 

懇談会において、市及び市民全体に影響
を及ぼす重要事項について、住民に直接
その賛成又は反対の意思を確認し、市政
に反映させることを目的とした住民投
票の結果を尊重するにあたっては、投票
数が少ない場合についてまで結果を尊
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3 
論点８ 
成立要件 

成立要件に
ついて 

投票率でその投票内容が尊重されるべ
きか判断できるという意見には賛成だ
が、その投票率を例えば 50％とすると、
武蔵野市長選挙も市議会選挙も投票率
は 50％以下なので両者とも尊重されな
いでいいということになってしまう。市
長選・市議選と比較してどの程度重要な
ものを住民投票として認めるか、それを
もって成立条件を設定するのはいかが
か。 

重することは適切ではなく、一定の成立
要件を設定する必要があることが議論
されました。 
本市では、住民投票実施請求における署
名収集の要件を投票資格者の４分の１
以上として検討を進めています。署名簿
への記載は、住民投票実施の趣旨に同意
する者が記載すると考えられ、その署名
収集をもって実施される住民投票は、よ
り広い住民意思を確認する必要がある
ため、住民投票の成立要件は署名収集要
件よりも高く設定する必要があります。
そのうえで、投票しなかった人に対して
も、投票結果に信頼性を持たせることが
できる水準をどこに設定するか検討し
た結果、投票総数が投票資格者総数の２
分の１以上の場合に成立するものとし
ました。 

4 
論点８ 
成立要件 

成立要件に
ついて 

諮問型の住民投票といえど、その投票へ
の参加者が少ない結果にまで尊重する
ことは望ましくないと考えるため、少な
くとも投票資格者の半分以上が投票し
た場合に成立とする要件は妥当だと考
える。 

 

◆武蔵野市住民投票条例（仮称）骨子案 

考え方の結論 

【検討事項１：住民投票の成立要件について】 

⚫ 住民投票は、投票総数が投票資格者総数の２分の１以上の場合、成立するものとします。 

 

 

（開票結果の告示及び通知） 

第 30 条 市長は、住民投票の成立又は不成立にかかわらず、住民投票の開票を行わなければ

ならない。 

２ 市長は、住民投票の結果が確定したときは、直ちにその結果を告示するとともに、当該

住民投票に係る請求代表者及び議会の議長にこれを通知しなければならない。 

 

◆ 武蔵野市住民投票条例（仮称）素案（令和３年８月）に対する意見一覧 
NO. 項目 意見要旨 市の考え方 
1 30 開票結

果の告示
及び通知 

成立不成立に関わらず開票する、としている。
不成立でも開票する理由として「行政の透明
性を確保する」とあるが、どういうことか。 

住民投票の成立又は不成立にかかわらず、賛
成意見と反対意見がそれぞれ何票あったのか
お知らせすることで、住民の皆様が表明した
意見の内容を理解することが大切であると考
えたため、必ず開票するとしたものです。 

2 制度全般
について 

住民発議である点、住民投票が不成立でも開
票する点が武蔵野市らしいと感じた。 

本制度は、あくまで市民自治の推進を目的と
しているため、廃置分合や境界変更を行う場
合を除き、発議できるものは「住民のみ」とし、
議会と市長等は、この制度があるからこそ、市
民の信託にこたえるためのより一層の努力、
つまりは、住民投票が行われることがないよ
う努力していくことが期待されるものと位置
付けています。 
また、住民投票の成立又は不成立にかかわら
ず、賛成意見と反対意見がそれぞれ何票あっ
たのか住民の皆様にお知らせすることで、住
民の皆様が表明した意見の内容を理解するこ
とが大切であると考えたため、必ず開票する
ものとしています。 

 

◆ 武蔵野市住民投票条例（仮称）素案（令和３年８月） 

○市長は、住民投票の成立又は不成立にかかわらず、住民投票の開票を行わなければなりません。 

○市長は、住民投票の結果が確定したときは、直ちにその結果を告示するとともに、当該住民投票に係

る請求代表者及び市議会の議長にこれを通知しなければなりません。 
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◆ 武蔵野市住民投票条例（仮称）骨子案（令和３年２月）に対する意見一覧 

NO. 論点 
検討事項・

テーマ 
意見要旨 市の考え方 

1 
論点７ 
住民投票
の結果 

全般 
自治基本条例に基づき、住民投票の成
立・不成立にかかわらず、開票し、結果
を公表することを特に評価する。 

骨子案で示したとおり、行政の透明性を
確保するため、住民投票の成立・不成立
にかかわらず、開票し、結果を公表する
こととしました。 

2 論点７ 
住民投票
の結果 

結果の内容 投票率が低いにも関わらず、賛成・反対
に極端に結果が触れたときなどがある
場合に備え、結果のみが独り歩きしない
よう、結果を広報するであろう議員、マ
スコミ等に表記に配慮するように求め
てほしい。 

骨子案で示したとおり、公表する投票結
果は以下の内容を想定しており、規則で
定める予定です。 
(1)投票日、(2)住民投票事項名、(3)投
票日における投票資格者数、(4)投票総
数、(5)投票率、(6)有効投票数、(7)無効
投票数、(8)投票の成立又は不成立、(9)
賛成又は選択肢Ａの投票数、(10) 反対
又は選択肢Ｂの投票数 
なお、署名数については、住民投票の実
施を決定した際の告示に含みます。 

3 論点７ 
住民投票
の結果 

結果の内容 結果公表は既に自治基本条例に規定さ
れ良いことと思うが「請求署名数以下の
投票数で、１００％近い賛成」であった
場合等特殊な状況の公表による社会的
影響は考慮しないか。 

 

 

（投票及び開票） 

第 31 条 第 19 条から前条までに定めるもののほか、投票及び開票に関し必要な事項は、公

職選挙法、公職選挙法施行令及び公職選挙法施行規則（昭和 25 年総理府令第 13 号）並びに

武蔵野市選挙執行規程（平成 12 年３月武蔵野市選挙管理委員会告示第７号）の例による。 

 

◆ 武蔵野市住民投票条例（仮称）素案（令和３年８月） 

○〔19 投票所〕から〔30 開票結果の告示及び通知〕までに定めるもののほか、住民投票の投票及び

開票に関し必要な事項は、公職選挙法（昭和25年法律第100号）、公職選挙法施行令及び公職選挙法施

行規則（昭和25年総理府令第13号）並びに武蔵野市選挙執行規程（平成12年３月選挙管理委員会告示

第７号）に基づき行うこととします。 

 

 

（再請求の制限期間） 

第 32 条 この条例に基づく住民投票が実施された場合は、第 30 条第２項の規定により投票

の結果が告示された日から２年を経過するまでの間は、当該付議事項と同一又は同旨の事項

について、第８条第１項の規定による請求及び申請をすることができないものとする。 

 

◆ 武蔵野市住民投票条例（仮称）素案（令和３年８月） 

○この条例による住民投票が実施された場合は、〔30 開票結果の告示及び通知〕が行われた日から２

年が経過するまでの間は、当該事案と同一又は同趣旨の事案について、〔８ 代表者証明書の交付等〕

による請求及び申請を行うことができません。 

 

◆ 武蔵野市住民投票条例（仮称）骨子案（令和３年２月）に対する意見一覧 

NO. 論点 
検討事項・

テーマ 
意見要旨 市の考え方 



91 

1 

論点９ 
住民投票
の請求の
制限 

制限期間 
財政面を考えると、制限期間を２年間と
設けることは適当だと思う。 

骨子案で示したとおり、投票の結果が告
示された日から２年が経過するまでの
間は、同一又は同趣旨の事案については
請求を行えないこととしました。 
代表者証明書の交付申請があった際に、
請求された事項名だけでなく、請求の趣
旨を確認したうえで、同一案件でないか
どうかを市長が判断します。 

2 

論点９ 
住民投票
の請求の
制限 

判断基準 

同内容で頻繁に住民投票が行われると、
行政側の通常業務への影響も大きく、現
実的ではないと考えるため、制限期間は
妥当と考える。一方で、何をもって同一
案件と判断するのか。 

 

◆令和３年総務委員会、行政報告、武蔵野市住民投票条例（仮称）骨子案（令和３年２月１日） 

NO. 議員名 問 答 

1 橋本しげ
き 

同一事案であるかどうか誰が判断するのか 市長が判断する。 

 

◆武蔵野市住民投票条例（仮称）骨子案 

考え方の結論 

【検討事項１：請求の制限について】 

⚫ 同一事案における住民投票の実施請求の制限期間は、投票結果の成立、不成立にかかわらず、告示日か

ら２年間とします。 

 

 

（投票結果の尊重） 

第 33 条 市は、第 29 条の規定により成立した住民投票の結果を尊重するものとする。 

 

◆令和３年総務委員会、武蔵野市住民投票条例案（令和３年 12月 13日） 

NO. 議員名 問 答 

1 桜井夏来 投票結果全体を尊重するということの具体的
な意味。具体的にどういうことがあり得るのか 

自治基本条例の検討をしていた懇談会の段階
から、住民投票の結果に法的拘束力は憲法上も
地方自治法上も持ち得ないのだということは、
重ねて確認をされてきたところ。 
法的拘束力がないということの意味は、住民

投票の結果、多数となった意見がそのまま市の
決定となることでは決してないということ。投
票の結果を受けて、その取扱いを住民から選ば
れた市長と議会が決定するという二元代表制
の仕組みには変わるところはない。 
多数派の意見とは反対の主張をすることも

何ら妨げられるものではないと考えている。 
その上で、投票結果の全体を尊重するとは、

多いほうの意見を尊重することではなく、何名
の方が投票して、そのうち何名の方の賛成があ
って、何名の方の反対があって、そういった投
票結果の全体を踏まえて市長と議会に御判断
をいただくというのが尊重の意味である 

2 桜井夏来 例えば、そういう内容（＝国政や都政の課題）
の住民投票が行われ可決された場合、市の権限
に属さないが、議会であれば議決をする、ある
いは市としての何らかのコメントを発表する
というようなことをイメージすればよいか。 

投票結果全体を見て市長と議会が判断するの
で、例えば、市としての意思を表明するかどう
かというのも、これは市長と議会で判断をする 

3 きくち太
郎 

過去に逐条解説で、実質的に投票結果は拘束を
するという説明があった。 

簡単に逐条解説の中身を変えるということ
は、あり得ない。 

【松下市長】自治基本条例の逐条解説で、自治
基本条例第 19 条に住民投票について明記がさ
れており、今後、住民投票の具体的な制度の中
身については、住民投票条例を別に定めるとし
ている。この時点で争点になっていたのが、投
票資格、成立要件と発議の署名数だ。 
逐条解説なので、自治基本条例の条文を変え

ているわけではない。 
住民投票の部分に対する逐条の解説で、「現

行の制度上は、住民投票の結果に法的な拘束力
を持たせることはできないため、投票の結果に
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ついては、市長及び議会は「尊重する」という
規定となります。」 
「とはいえ」の部分、「住民投票の結果には

実質的な拘束力が生まれるものと考えられる
ため、投票しない人が多い場合についてまで結
果を尊重することはふさわしくありません。し
たがって、一定の成立要件を設けることを予定
しています」というのが逐条解説だ。成立要件
を設けるに当たっての注意事項を、逐条解説と
して述べている。 
法的拘束力はないと明確に逐条解説でも示

した上で、では実質的な拘束力とは何だろうと
いうことだが、結果を尊重するということは、
多い結果を採用することではなく、多い、少な
い、投票率を含めて、全てを政治家である議員
や市長一人一人が尊重する、受け止める。それ
はそれぞれの内心にも及ぶものだが、決して軽
いものではない。 
法的な拘束力ではないと言っているが、その

後の「実質的な拘束力が生まれるものと考えら
れるため」というのは、自治基本条例の懇談会
の中で出てきた意見を採用しているが、誤解を
招く記述とも考えられるし、実際には成立要件
を設けるための解説なので、成立要件を設けた
上ではこの解説は不要になるので、見直すとい
うことをお答えした次第だ。 

4 橋本しげ
き 

住民投票の結果を尊重するとあり、過半数の意
思を尊重という規定ではない。結果を尊重する
ということは、多数派の意見をそのままという
ことではなく、全体を見てやるのだということ
だが、過半数の意思を尊重するという規定より
は弱い規定になっていると思うが、見解は。 

投票結果のうち、多数の意見を尊重するという
ものではなく、投票結果の全体、全体の中で何
名の方が投票し、賛成が何名、反対が何名、そ
ういった全体を尊重するという考え方を取っ
ている。 
住民投票の結果には法的拘束力を持たせる

ことができないし、単純に賛成、反対で割り切
れるものではない問題も多いのではないかと
考えている。 
こういった形で全体を尊重して、最後は市長

と議会で御判断をいただく。 
5 橋本しげ

き 
住民投票の結果の拘束力について、那覇地裁の
2000 年５月９日の判決がある。 
住民投票の結果を参考とするよう要請してい
るにすぎないと言うべきであると。この判決に
ついては認識されているか 

【自治法務課長】自治法務課でも調査してお
り、当該住民投票の尊重義務規定の法的拘束力
を否定しているという、そういった裁判例があ
ると認識している。 

6 橋本しげ
き 

この判決は諮問型の住民投票を認める立場だ。
つまり、法的拘束力はないけども、自治体が条
例をつくって住民投票を自由にやることにつ
いては認める立場だ。 

学者の通説も同じだ。だから、憲法でも地方
自治法でも条例に基づく住民投票を禁止する
条項はないし、判例でも通説でも同様だし、憲
法上も住民投票条例の尊重規定は何ら問題が
ないというふうに認識をするが、それでよろし
いか 

【自治法務課長】おっしゃるとおりと認識して
いる。 

7 道場ひで
のり 

数の少ないほうを採択することもあるのか。そ
れをやっている意味がどうなのか 

【松下市長】結果を尊重するというのは、結果
の尊重の仕方は政治家それぞれだというふう
な認識でお答えした。私どもが結果を尊重する
という形でお答えしているのは、結果全体、得
票率だったり、単に得票率の高いほうの結果の
みでなく、それぞれの得票率や全体の投票率な
ど、投票結果全体を尊重すべきものと考える。 
議員や市長によって、結果の尊重の仕方とい

うのは、それぞれの政治家の信念に基づくもの
であると認識をしている。結果の多い意見、過
半数に達した意見を採用するのか。少なくて
も、少数意見であったとしても未来にとって、
それが正しいと思って少数の意見を尊重する
のかは、まさに二元代表制を補完するものであ
るので、その後、市長や議会が議論をすべきも
のである、そして議会が決めるものであるとい
う認識でお答えをした。 

8 道場ひで
のり 

少数意見を留保するとはどういうことなのか 【松下市長】少数の意見であっても、民主主義
というのは多数決を採用しているが、多い意見
が必ずしも正しいものではないということは、
歴史を見ても様々明らか。政治家の信念とし
て、少数の結果であっても、それが未来の武蔵
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野市にとってよりよい道であるという信念を
持った議員や市長の考え方というのもあり得
るという意味でお答えをした。結果の尊重とい
うのは、まさに政治家の信念に基づくもの、そ
れぞれであるという意味でお答えをした 

9 道場ひで
のり 

投票にかけて一応多数決というか決着をつけ
る。だから民意は、そこで数字で出る、51対 49
とか、例えば極端な話。民主主義の最後と言っ
たら変ですけど、一応決着のつけ方としては、
票を入れたり、例えば手を挙げたりする。 

でも、今の市長のお話だと、例えば少数でも、
市長が私が正しいと思ったらそれを選んでし
まうということ。 

【松下市長】武蔵野市の、条例に基づく諮問型
の住民投票というのは、尊重するという形で、
多い意見を採用するとか少ない意見を留保す
るとも書いていない。結果の尊重の仕方は、そ
れぞれ議員なり市長が政治家としての信念に
基づいて判断をし、議論をし、決定をするもの
であるということで御説明をした 

10 道場ひで
のり 

最終的に市民の発意が、数で出てきても選ばれ
ないというのはどうなのだろうなと思った。こ
れに関しては御見解をお願いできますか。 

【松下市長】住民投票が実施され投票率も 50％
を超え、結果が出て、それが選ばれないとはど
ういうことかとの質問だが、それが選ばれない
とはお伝えをしていない。 
選ばれるか、選ばれないかを含めて、結果を

尊重して、議会そして市長が二元代表制の下で
意思決定を行うということをお伝えした。 
この条例の、地方自治体が条例に基づいて設

置をする常設型の住民投票制度についてお示
しをして、要はその「結果を尊重する」の意味
がどういう意味かとか、これは参政権ではない
か、結果はそれで決まるではないかということ
に対して、そうではないですよと、結果の尊重
の仕方というのは決まっているものではない
ということをお伝えした 

11 道場ひで
のり 

逐条解説の中にある尊重するという言葉を見
ると、我々は、例えば議員なんかというのは、
少なくともそういう住民投票をされたら、我々
議員は、住民の方々、市民の方々を見ているか
ら、民意を必ず見ているから、それは意識する。 

だからそういうことになると、いわゆるそう
いう参政権に近くというか、そういう広義の参
政権とどうしても意識をするということ。 

投票資格者数の４分の１という数と、それ
と、二者択一、すなわちマル・バツを強いられ
ると言ったら変だが、一応そこに迫られるわけ
だから、これに関してはやはり重く感じてほし
いとお伝えしておく。 

 

12 道場ひで
のり 

逐条解説を変えるというのはどういうことか。 【松下市長】自治基本条例は施行しているが全
面施行ではない。住民投票条例が成立し、施行
して初めて全面的に施行する。逐条解説を見直
すというのは、実際に具体的な、「別に条例で
定めるものの一定数以上から請求があったと
きは」という、この一定数以上というのが定ま
れば逐条解説も変わる、そこを御説明した 

 

◆ 武蔵野市住民投票条例（仮称）素案（令和３年８月）に対する意見一覧 
NO. 項目 意見要旨 市の考え方 
1 33 投票結

果の尊重 
投票結果については市民に見えるような方法
で議論してほしい。市議会定例会や常任委員
会同様、インターネットでのライブ中継と、録
画と議事録の公表もおこなってほしい。 

成立・不成立にかかわらず、投票結果について
は議会への報告を行うことを想定していま
す。ライブ中継等による公表方法については、
今後検討いたします。 

2 33 投票結
果の尊重 

住民投票が行われた後、最終的な判断はどの
ようになされるのか。投票結果は尊重される
とのことだが、結局は参考程度の扱いなのか。 

条例に基づく住民投票の結果は、そのまま市
の意思決定となるような法的拘束力を持たせ
ることはできないため、市長と議会はその結
果を尊重し、市政へ反映させるかどうか議論
したうえで意思決定していくことになりま
す。成立した住民投票の結果は、18 歳以上の
住民の４分の１以上の署名により住民投票が
実施され、２分の１以上の方が投票した結果
です。市長と議会はその結果を重く受け止め
たうえで、単に得票率の高い方の結果のみで
はなく、それぞれの得票率や全体の投票率な
ど、投票結果全体を尊重し、その取扱いについ
て議論すべきと考えます。 

3 33 投票結
果の尊重 

P28～29 今の文章だと、「議会の議決を要せ
ずに実施された住民投票の結果」を「最終的に
市長と議会が決定する」と読める。住民投票の
結果を尊重して、当該事案をどう取り扱うか

ご意見を踏まえ、今後資料等を作成する際に
改めて記載内容を検討します。 
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を議会と市長が決定するという旨となるよう
な表記が良いのではないか。 

 

◆ 武蔵野市住民投票条例（仮称）素案（令和３年８月） 

○市は、成立した住民投票の結果を尊重するものとします。 

 

◆ 武蔵野市住民投票条例（仮称）骨子案（令和３年２月）に対する意見一覧 

NO. 論点 
検討事項・

テーマ 
意見要旨 市の考え方 

1 論点７ 
住民投票
の結果 

尊重につい
て 

「尊重する」とは具体的にどういうこと
か。成立しなかったときの尊重と、成立
したときの尊重に違いはあるのか。 

本市の住民投票制度は、あくまでも二元
代表制を補完する仕組みであり、市長と
議会は結果に拘束されません。成立した
投票結果を踏まえ、市長と議会は市政へ
反映させるかどうか議論したうえで、意
思決定することになります。 

2 論点７ 
住民投票
の結果 

尊重につい
て 

拘束型ではないため、成立要件は大きな
意味を持たないのではないか。 

懇談会における議論で、投票数が少ない
場合についてまでも、市長と議会が結果
を尊重することは適切ではないため、一
定の成立要件を設定する必要があると
いう方向性が出されました。また、一人
でも多くの住民に考え、投票していただ
くことで、投票結果に信頼性を持たせる
ことができると考え成立要件を設定し
ました。 

3 論点７ 
住民投票
の結果 

結果の内容 『成立した住民投票の結果』とは、①成
立した住民投票において得票率が高か
った方の選択肢なのか、②投票率や各選
択肢の得票率など全体的な結果なのか
明確にする必要がある。 

「成立した住民投票の結果」とは、得票
率の高かった選択肢だけではなく、得票
率の低かった選択肢への投票数や全体
の投票率も含めた投票結果の全体です。 

4 論点７ 
住民投票
の結果 

結果の内容 外国籍市民を投票資格者とし、多様な意
見を市政に反映させようとする試みは
理解するところであるが、住民投票の結
果を受けて行われる市長の判断の参考
となるよう、選挙権を有する市民と選挙
権を有しない外国籍市民との投票結果
を分けるべきではないか。 
例えば、「外国籍市民にとっては関心の
薄い事項に関して、仮に日本国籍市民の
みであれば住民投票が成立した場合に
おいて、その結果を成立に準じる形であ
る程度尊重する必要があるのではない
か」「全体としては多数意見ではないが、
特に外国籍市民の投票結果が少数意見
側に著しく偏っている場合、市政運営に
おいてある程度考慮する必要があるの
ではないか」といった論点が生ずる場合
に、投票結果を日本国籍であるか否かで
分別して公表していなければ、市長の判
断に資する諮問とはならない可能性が
あると考えられる。 

市民自治の推進の観点から投票資格者
として外国籍住民を含める以上、投票結
果を区別する必要はないと考えます。 
また、投開票の際に、投票資格者の属性
を把握することは困難であると考えま
す。 

 

◆武蔵野市住民投票条例（仮称）骨子案 

考え方の結論 

⚫ 市長等及び議会は、成立した住民投票の結果を尊重するものとします。 

⚫ 住民投票の成立又は不成立にかかわらず、結果を公表するものとします。 

 

 

（委任） 

第 34 条 この条例の施行に関し必要な事項は、市長が別に定める。 

   付 則 
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 この条例は、公布の日から起算して１年３月を超えない範囲内において規則で定める日か

ら施行する。 

 

 （提案理由） 

 武蔵野市自治基本条例（令和２年３月武蔵野市条例第２号）第 19 条の規定に基づき、廃置

分合又は境界変更に係る申請を行おうとする場合のほか、市政に関する重要事項について、

住民が直接その意思を表明する住民投票の制度を設けるため、制定するものである。 

 

◆令和３年総務委員会、武蔵野市住民投票条例案（令和３年 12月 13日） 

NO. 議員名 問 答 

1 きくち太
郎 

住民投票を行うときに、選管に丸投げできるの
か。これは選管の事務なのか。委員長が引き受
けるのか。何か瑕疵があるのではないか。 

住民投票における事務について、地方自治法第
180 条の２、長の事務の委員会等への委任及び
補助執行という規定に基づき、市長から武蔵野
市選挙管理委員会に、特に投開票の実務につい
て委任することを予定している 

2 きくち太
郎 

選挙管理委員会としては、義務的に受ける、拒
否ができないということか 

どういった事務を委任するかというのは協議
をした上で決定がなされる 

3 きくち太
郎 

選管の事務で、例規集も書き換えるということ
か 

規定の整備が必要かというのは委員会のほう
で御判断をいただくこと 

4 道場ひで
のり 

地方自治法の 186条「選挙管理委員会は、法律
又はこれに基づく政令の定めるところにより、
当該普通地方公共団体が処理する選挙に関す
る事務及びこれに関係のある事務を管理す
る。」 

住民投票は選挙ではない。広義の参政権云々
というのは私がこだわっているところだけど
も、選挙でない。そうすると、選挙管理委員会
の職能というか、義務というか、機能として、
これは受けられるのか。 

選挙管理委員会の事務は法令によって規定さ
れている一方で、地方自治法第 180条の２の規
定に基づき、長の事務というのは委員会等への
委任ができるという規定がある。 
今回その投・開票の部分については、地方自

治法第 180条の２に基づいて市長から委任をす
るというもので可能である 

5 道場ひで
のり 

180 条の２項で委任は可能だが、はいはいと受
けられないのではないか。186条の規定の中で、
選挙に関すると書いてある。選挙と住民投票は
違う。御見解をください。 

選挙と住民投票は事務が異なるので、まず、条
例上は、住民投票の事務というのは市長の事務
として規定している。これを地方自治法の規定
に基づきまして選挙管理委員会に委任をする
もので、常設型の条例を持っている各団体はど
この団体も、投票に関する事務については選挙
管理委員会に委任をしているという形が一般
的である 

 

◆ 武蔵野市住民投票条例（仮称）素案（令和３年８月） 

○この条例の施行に関し必要な事項は、市長が別に定めることとします。 

 


